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巻頭言

保育教諭養成課程研究会 

理事長　無藤　隆

2016年度は大きな変革の年となります。幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型

認定こども園教育・保育要領および小学校以上の学習指導要領の同時改訂に加えて、教育

公務員特例法その他の改正により教職課程のあり方や現職教員のあり方が大きく変わろ

うとしています。

それに応えるべく、本研究会も活動を活発に進めています。大会や勉強会、各分科会の

活動と共に主力をなすのが本紀要の刊行です。これは学会の査読誌として水準を保ちつ

つ、養成課程に関わる情報の収集や提案を論文として世に出すものです。

幸い、投稿論文として、「幼小接続」、｢幼保一体化」、「保育教諭に求められる資質・能力」、

｢保育職継続のための支援｣などが掲載され、まさに保育教諭また保育士・幼稚園教諭など

の専門のあり方に関わる貴重なデータと論考が掲載されています。また、講演記録として、

｢幼保の養成校の現在また今後の課題｣を整理しておきました。いずれも研究に資するの

みならず、保育教諭やその養成に携わる養成校教員にとって大いに参考になる内容である

と思います。

今後とも、分科会をベースにしつつ、研究をそれぞれに進め、その成果や会員の各々の

研究の発表の場として本誌を役立てていきたいと思います。





第1部

自由論文
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保育者養成校における「幼小接続」に関する授業の実態
̶保育者養成課程の関連科目や生活科のシラバス分析から̶

Reality of Classes on the Transition from Pre-Primary to  
Primary Education at ECEC Teacher Training Courses: 
The analysis of syllabi on the classes for the training curriculum  

of ECEC teacher and the life environmental study

掘越紀香 松嵜洋子 吉永安里
（国立教育政策研究所）  （千葉大学） （國學院大學）

佐久間路子 福田洋子 横山真貴子
（白梅学園大学） （常磐短期大学） （奈良教育大学）

本研究では、保育者養成校において、保幼小連携・幼小接続にかかわる授業がどの程度実施され、学校種

や取得可能免許資格によって差は見られるか、保幼小連携・幼小接続にかかわる内容がどの授業で扱われ

ているかについて、授業シラバスにおける保幼小連携・幼小接続に関する用語の種類や出現数から検討し

た。その結果、保幼小連携・幼小接続にかかわる授業は148校中97校で開講されていた。学校種による違

いはなかったが、取得可能免許資格で違いがあり、保幼小免許資格が取得可能な場合、保幼小連携・幼小接

続にかかわる授業が複数開講される傾向があり、生活科で保幼小連携・幼小接続を扱うことが多かった。

授業シラバス上の保幼小連携・幼小接続に関する用語は546で、連携・接続が過半数を占めた。総論や概

論の科目では連携・接続の割合が高く、基本的な内容を単発で扱っていたが、冠科目や生活科では、基本的

な定義や意義、連続性、スタートカリキュラム等を複数回多面的に取り上げていた。以上から、今後保育

者養成校で保幼小連携・幼小接続についてどのように取り組むべきかを考察した。

キーワード：  保幼小連携・幼小接続、保育者養成、カリキュラム、冠科目、シラバス

1．問題と目的

保幼小連携・幼小接続について、我が国では

教師の話が聞けずに授業が成立しないなどの

「小1プロブレム」から注目されたが、2005年には

国立教育政策研究所教育課程研究センターの指導

資料『幼児期から児童期への教育』によって、幼児

期が小学校以降の生活や学習の基盤を作る「芽生

えの時期」として位置づけられ、学びや道徳性、

聴くこと、伝え合い、協同性などが取り上げられた。

さらに、2008年に改訂・改定された「幼稚園教育要

領」「保育所保育指針」、2014年の「幼保連携型認定

こども園教育・保育要領」では、幼小接続について

言及され、幼児期の教育・保育が小学校以降の

生活や学習の基盤の育成につながり、子どもの発

達と学びの連続性を確保するため、円滑な接続に

向けた教育・保育の内容の工夫を図ること、特に

「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」では

「連携を通じた質の向上を図る」ことが目指され

ている。

2008年に改訂された「小学校学習指導要領」に

おいても、総則に連携や交流を図るよう記載され、

生活科をはじめとする各教科等での取組みに言及

し、特に1学年において幼児教育の保育内容など

との関連を考慮した指導を行うことが求められ

ている。小学校において、交流や連携などを含む

幼小接続期カリキュラムは、生活科を中心として

展開される。生活科は「教科の性格上、国語、音楽、

pp.3-16
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図画工作などの他教科等との合科的・関連的な

指導を行う」ことが期待されており、「小学校学習

指導要領 生活科」の解説では、小学校入学直後の

児童の学校生活への適応を進めるために「スター

トカリキュラムを編成し、生活科を中心とした

合科的な指導を積極的に行うこと」が示され、

入学時に展開する「スタートカリキュラム」につ

いて初めて記載された。さらに、2015年には国立

教育政策研究所教育課程研究センターにおいて

『スタートカリキュラム スタートブック』が作成

され、学校全体で取り組むスタートカリキュラム

の理解を広げるため、小学校や就学前施設に配布

されている。また、近年は幼小接続期カリキュ

ラムとして、スタートカリキュラムやアプローチ

カリキュラムを作成する自治体も増加している

（秋田・第一日野グループ，2013；一前・秋田，

2011；岩立，2012；松嵜・無藤，2013）。

国際的な潮流としても、OECDの「Starting 

Strong」では、一貫して就学前教育の重要性を強

調しているが、幼小接続や、幼児教育と小学校教

育の対等な連携の必要性についても言及している

（OECD，2006，2012，2015b）。子どもと保護者の

環境移行をサポートする視点から、園と学校、

地域との連携、質の高い就学前教育と学校教育の

カリキュラム、移行のための特別プログラム等が

検討されている（秋田，2010）。

なお、幼小連携と幼小接続の定義について、

酒井・横井（2011）では、幼児教育と小学校教育の

連携を「幼児教育と小学校教育の接続を達成する

ために、保育所・幼稚園と小学校が相互に協力する

こと」、接続を「幼児教育（保育所・幼稚園）と小学

校教育とをつなぎ、円滑な移行を達成すること」

（p.66）としている。本研究では、掘越ら（2015）の論

文の定義にならい、保幼小連携を「保育所、幼稚園、

認定こども園、小学校において、子どもや教職員が

交流し、協力して実践や研修や情報共有などを行

うこと、その関係づくり」、幼小接続を「幼児期から

児童期への発達と学びの連続性を保障するため、

教育課程も含めた幼児教育と小学校教育との円滑

な接続を目指すこと、その取組み」と定義する。

さて、平成22年11月の「幼児期の教育と小学校

教育の円滑な接続の在り方について（報告）」では、

幼児期と児童期の教育の連続性・一貫性が強調さ

れ、幼児期と児童期の教育の目標は「学びの基礎

力の育成」であり、幼児期の「学びの芽生えの時期」

から児童期の「自覚的な学びの時期」へといかに

円滑に移行するかが重要とされている。学びの基

礎力の育成のために、「三つの自立」（「学びの自立」

「生活上の自立」「精神的な自立」）を養うことが掲

げられ、児童期（低学年）においては「学力の三つ

の要素」（基礎的な知識・技能、課題解決のために

必要な思考力、判断力、表現力等、主体的に学習に

取り組む態度）を培うことが求められた。

その流れに沿って、中央教育審議会では、平成

26年11月の「初等中等教育における教育課程の基

準等の在り方について（諮問）」において、審議事項

「子供の発達の早期化をめぐる現象や指摘及び幼

児教育の特性等を踏まえ、幼児教育と小学校教育

をより円滑に接続させていくためには、どのよう

な見直しが必要か」が挙げられており、幼小接続が

次の幼稚園教育要領、小学校学習指導要領の改訂

に向けた重要な課題であることが示されている。

さらに、平成27年8月に出された中央教育審議

会教育課程企画特別部会「論点整理」では、「子供の

発達や学びの連続性を踏まえ、また、幼児期におい

て、探究心や思考力、表現力等に加えて、感情や行

動のコントロール、粘り強さ等のいわゆる非認知的

能力を育むことがその後の学びと関わる重要な点

であると指摘されていることを踏まえ、小学校の

各教科等における教育の単純な前倒しにならない

よう留意しつつ、幼児期の終わりまでに育ってほ

しい姿の明確化を図ることや、幼児教育にふさわ

しい評価の在り方を検討するなど、幼児教育の特

性等に配慮しながらその内容の改善･充実が求め

られる」としている。幼小接続についても、「幼児教

育の改善･充実を図る中で、小学校教育との接続を
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一層強化していくことが重要」であり、「幼児教育と

小学校教育の円滑な接続を支援するため、幼児と

児童の交流の推進、指導資料・教材等の開発、幼稚

園と小学校の教員の人事交流や教員・行政担当者

の研修をはじめとした教員等の資質能力の向上、

教育委員会等における幼児教育の推進体制の充実

などの条件整備が求められる」と記されている。

また、「論点整理」では、「育成すべき資質・能力」

の三本の柱として、「個別の知識・技能」「思考力・

判断力・表現力等」「学びに向かう力、人間性等」

を提示しており、情意や態度等に関わる「学びに

向かう力」が位置付けられている。近年注目され

ている「学びに向かう力」は、小学校以降の学習の

基盤となる力として、ベネッセ教育総合研究所

次世代育成研究室（2013）が「生活習慣」「文字・

数・思考」とともに提案した3つの軸の1つであり、

「自分の気持ちを言う、相手の意見を聞く、物事に

挑戦するなど、自己主張・自己抑制・協調性・がん

ばる力・好奇心に関係する力」と定義されている。

これはいわゆる非認知的能力、社会情動的スキル

（OECD，2015a；池迫・宮本，2015；無藤・古賀，

2016）の1つであり、幼児期からの「学びに向かう

力」の育成がその後の学びに大きな影響を与える

視点から重要とされている。

幼小連携や幼小接続期カリキュラムを実践する

立場にある教職員に対しては、「幼児期の教育と小

学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）」

において、「①幼児期と児童期の教育課程・指導方

法等の違い、子どもの発達や学びの現状等を正し

く理解する力 ②幼児期の教育を担当する教職員

は児童期の教育を見通す力、児童期の教育を担当

する教員は幼児期の教育を見通す力 ③①②を踏

まえ、今の教育活動を構成・実践する力 ④他の教

職員や保護者と連携・接続のために必要な関係を

構築する力」を求めている。そのためには、現職

研修の充実とともに、保育者や教職員の養成段階

から、保幼小連携や幼小接続に関する知識等の資

質・能力を高めていくことが必要である。

田中（2011）の研究によると、多くの学生は幼児

教育と小学校教育に関連があるととらえていた。

しかし、保幼小連携・幼小接続の必要性について、

幼稚園教諭免許取得課程では認識している学生が

多かったのに対し、小学校教諭免許取得課程では

やや少なく、さらに学校現場における幼小接続の

実現を可能ではないと答えた学生が多かった。

保育者養成校の学生に幼小接続や保幼小連携につ

いて調査した長谷部（2004）は、「小1プロブレム」の

要因や背景として、幼小接続期における段差を指

摘する学生も少数いたが、今後保幼小連携を担う

ために必要な基礎的知識や、生活科をはじめとす

る小学校の教育内容についての理解が不十分であ

ると指摘している。また、掘越ら（2015）が幼小接

続や保幼小連携についての学生理解を検討したと

ころ、保幼小連携・幼小接続について、基本的用語

は理解しているが、具体的な関連用語や概念、新し

い用語、接続期カリキュラムの理解が低かった。

4年制大学も短期大学も最終学年までには理解が

高まっていたが、このような学生理解には、保育者

養成校での授業における保幼小連携や幼小接続の

取扱いが影響すると考えられ、保幼小連携・幼小接

続にかかわる授業やカリキュラムがどのように実

施・展開されているかを検討する必要性を指摘し

ている。しかしながら、全国の保育者養成校を対

象とした調査によれば、保幼小連携・幼小接続にか

かわる教育が十分になされているとはいえないこ

とが見出されている（北野，2009）。

以上を受けて、本研究では、保育者養成校におい

て、1）保幼小連携・幼小接続にかかわる授業は、

どの程度実施されているのか。学校種や取得可能

な免許資格等によって差は見られるのか。2）保幼

小連携・幼小接続にかかわる内容は、どのような

授業で扱われているのか。その授業シラバスに

は、どのような用語が、どの程度記載されている

のか。3）保幼小連携・幼小接続について特に取り

上げている授業では、具体的にどのような内容を

扱っているのか　について検討することを目的と
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する。これらの結果を踏まえて、今後保幼小連携・

幼小接続にかかわる授業について、保育者養成校

ではどのように取り組むべきかを考察する。

2．方法

1）調査対象

全国の幼稚園教諭免許の取得可能な保育者・教

員養成課程の短期大学と4年制大学457校。これ

らの短期大学・4年制大学は全て、幼稚園教諭免許、

保育士資格、小学校教諭免許のうち、複数の免許･

資格が取得可能であり、今後保育教諭養成や保幼

小連携・幼小接続への対応が求められる保育者養

成校と考えられる。今回はそのうち150校から回

答があり（回収率32.8%）、有効回答数は148校で

あった。内訳として、学校種は短期大学70校、4年

制大学78校であり、国立22校、公立8校、私立118

校であった。

2）調査時期

2014年12月から配布し、2015年2月まで回収

した。

3）調査方法

各短期大学や4年制大学へ調査用紙「保幼小

連携に関する全国調査」（A4で2頁）を送付し、

郵送またはメール添付での返送によって回収し

た。授業科目やカリキュラム、一部のシラバスは、

大学のHP等からの情報収集も可能だが、保育者

養成校の担当者の、保幼小連携・幼小接続への意

識を把握するために、質問紙での返送を依頼した。

担当者からHPを参照するよう記載された場合は、

大学HPから該当データを入手した。

4）調査項目

① 基本属性　学校種、国公私立、養成校の幼稚

園教諭免許を取得する主な学科等の学生数と

教員数、取得可能な免許資格について回答を求

めた。

② 保幼小連携・幼小接続にかかわる授業　保幼小

連携や幼小接続の内容を取り上げている授業科

目について、科目名、受講学年、免許資格科目、

全15回授業の該当コマ数を尋ね、該当授業の

シラバスを提出するよう求めた。また、保幼小

連携・幼小接続の内容の有無にかかわらず、

生活科に関する授業も併せて記載し、シラバス

を提供するよう依頼した。

③ 保幼小連携に関する考えなどの自由記述　保幼

小連携に関する考えや、養成校での取扱いにつ

いての自由記述欄を設けた。

本論文では、主に②保幼小連携・幼小接続にか

かわる授業について分析・検討する。

4）分析方法

① 分析1：保幼小連携・幼小接続にかかわる授業

の開講状況

保幼小連携・幼小接続にかかわる授業の開講状

況を把握するため、授業シラバスの全15回の授

業内容・授業計画に、掘越ら（2015）で取り上げ

た「保幼小連携・幼小接続に関する用語」（例：保

幼小連携、幼小接続、小1プロブレム、保幼小交流、

育ちと学びの連続性　等）が含まれている授業を

抽出した。その保幼小連携・幼小接続にかかわる

授業を、学校種や取得可能な免許資格によって

差が見られるかを検討するため、χ2検定を行っ

た。分析には、SPSS Statistics 23.0（IBM）を使用

した。

② 分析2：授業シラバスにみられる保幼小連携・

幼小接続に関する用語の検討

保幼小連携・幼小接続にかかわる授業におい

て、授業シラバスの目標・目的、概要、全15回の授

業内容・授業計画のなかに、分析1で取り上げた

掘越ら（2015）の「保幼小連携・幼小接続に関する

用語」やその関連用語が、どのように取り上げら

れているか、その用語の種類や出現数について検

討した。次に、保幼小連携・幼小接続にかかわる

授業を、保育者養成課程の科目や生活科等の教科

科目の科目群に分類し、その科目群ごとの幼保小

連携・幼小接続に関する用語の種類と出現数を算

出して分析した。
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③ 分析3：冠科目における保幼小連携・幼小接続

に関する用語の検討

保幼小連携・幼小接続に特化して取り上げた

授業を「冠科目」として取り上げ、授業シラバスの

目標・目的、概要、授業内容・授業計画を検討し、

「保幼小連携・幼小接続に関する用語」や関連用語

の種類や出現数だけでなく、詳細な授業内容につ

いて検討し、その特徴や課題について考察した。

3．結果と考察

1） 分析1：保幼小連携・幼小接続にかかわる授業

の開講状況

① 全般的な保幼小連携・幼小接続にかかわる授業

の開講状況

まず、保幼小連携・幼小接続に関する用語が、

授業シラバスの授業内容・授業計画（全15回）に

記載されている授業を取り上げて検討した。その

結果、保幼小連携・幼小接続にかかわる授業が

開講されている養成校は148校中97校（65.5%）

であり、そのうちの6校（4.1%）は、保幼小連携や

幼小接続の内容を特化して取り上げ、科目名にも

「幼小連携」「接続」等の用語が入った授業（以下、

「冠科目」とする）を開講していた。

また、各養成校で開講されている保幼小連携・

幼小接続にかかわる授業の科目数は、0科目51校

（34.5%）、1科目43校（29.1%）、2科目17校（11.5%）、

3科目17校（11.5%）、4科目7校（4.7%）、5科目6校

（4.1%）、6科目以上9科目以下が7校（4.7%）だった。

これより、保幼小連携・幼小接続にかかわる

授業は、少なくともシラバス上では、約1/3の養成

校で開講されていなかったが、開講されている養

成校においても、1科目のみが約3割と最も多かっ

た。シラバス上に記載されている保幼小連携・

幼小接続にかかわる授業は、全養成校の約2/3で

開講されているが、その科目数はあまり多くない

ことがうかがわれる。

② 保幼小連携・幼小接続にかかわる授業の学校種

や取得可能免許資格による違い

次に、保幼小連携・幼小接続にかかわる授業は、

学校種や取得可能な免許資格によって、違いが

見られるかを検討するため、χ2検定を行った。

なお、学校種ごとの取得可能な免許資格は、表1の

通りである。

学校種（短期大学、4年制大学）によって、保幼小

連携・幼小接続にかかわる授業の有無には、有意

差が見られなかった。ただ、保幼小連携・幼小接

続にかかわる授業のうち、冠科目の6科目は全て

4年制大学で開講されていた。

また、生活科に関して、保幼小連携・幼小接続

に関する用語の有無を検討したところ、学校種

による差が見られ、保幼小連携・幼小接続に関す

る用語が記載された生活科の授業は、4年制大学

（78校中29校）の方が、短期大学（70校中8校）に

比べて、有意に多かった（χ2（1）＝11.71，p < .01）。

取得可能な免許資格（幼保免許資格、幼小免許、

保幼小免許資格）によって、保幼小連携・幼小接続

にかかわる授業の開講状況（授業なし、1科目、

表1.　学校種ごとの取得可能免許資格

幼保 
免許資格 幼小免許 保幼小 

免許資格 合計

短期大学
60 0 10 70

（85.7%） （0.0%） （14.3%） （100.0%）

4年制大学
11 19 48 78

（14.1%） （24.4%） （61.5%） （100.0%）

合計
71 19 58 148

（48.0%） （12.8%） （39.2%） （100.0%）
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2科目以上）の違いには有意な傾向が見られた

（χ2（4）＝8.42，p < .10）（表2）。保幼小免許資格が

取得可能な場合、他の免許資格と比べて、保幼小連

携・幼小接続にかかわる授業の開講は1科目が少

なく（残差-2.2）、2科目以上が多かった（残差2.0）。

また、生活科に関して、保幼小連携・幼小接続に

関する用語の有無を検討した結果、取得可能な

免許資格によって違いが見られた（χ2（2）＝9.70，

p < .01）。保幼小連携・幼小接続に関する用語の

入った生活科の授業は、保幼小免許資格の取得可

能な養成校（58校中22校）の方が、他の免許資格

の養成校と比べて有意に多く（残差2.9）、幼保免

許資格が取得可能な養成校（71校中10校）では有

意に少なかった（残差-2.9）。

これより、保幼小連携・幼小接続にかかわる授

業について、学校種や取得可能な免許資格による

差はあまり見られなかったが、保幼小免許資格を

取得可能な養成校は、シラバスにおいて、生活科

も含め、保幼小連携・幼小接続にかかわる授業を

複数実施している傾向がうかがわれた。

2） 分析2：授業シラバスにみられる保幼小連携・

幼小接続に関する用語の検討

① 保幼小連携・幼小接続に関する用語の種類と出

現数

保幼小連携・幼小接続にかかわる授業におい

て、授業シラバスの目標・目的、概要、15回の授業

内容・授業計画のなかに、「保幼小連携・幼小接続

に関する用語」やその関連用語がどのように取り

上げられているか、その用語の種類や出現数を検

討した。掘越ら（2015）に挙げられた用語すべては

見られなかったため、出現した保幼小連携・幼小

接続に関する用語17種類を多い順に示した（表3）。

保幼小連携・保小接続に関する用語と、用語その

ものではないが保幼小連携・幼小接続に関連する

と読み取れる用語を含めた総数は、546であった。

表2.　取得可能免許資格と保幼小連携・幼小接続にかかわる授業との関連
幼小接続授業 

なし
幼小接続授業 

1科目
幼小接続授業 

2科目以上 合計

幼保免許資格 27 23 21 71
（38.0%） （32.4%） （29.6%） （100.0%）

調整済み残差 0.9 0.9 -1.7

幼小免許 4 9 6 19
（21.1%） （47.4%） （31.6%） （100.0%）

調整済み残差 -1.3 1.9 -0.5

保幼小免許資格 20  11＊  27＊ 58
（34.5%） （19.0%） （46.6%） （100.0%）

調整済み残差 0.0 -2.2 2.0

合計 51 43 54 148
（34.5%） （29.1%） （36.5%） （100.0%）

＊ p < .05

表3.　保幼小連携・幼小接続に関する主な用語と出現数

用語 出現数 割合（％）

1 連携 244 44.6
2 接続 60 11.0
3 生活科 29 5.3
4 連続性 28 5.1
5 交流 15 2.7
6 スタートカリキュラム 15 2.7
7 小１プロブレム 14 2.6
8 要領・指針 7 1.3
9 アプローチカリキュラム 5 0.9

10 移行（期） 4 0.7
11 教育課程・保育課程 4 0.7
12 要録 3 0.5
13 発達課題 3 0.5
14 自立 1 0.2
15 互恵性 1 0.2
16 気づきの質 1 0.2
17 学びの芽生え 1 0.2

合計 546 100.0

註） 保幼小連携・幼小接続に関する用語の出現数の合計には、
保幼小連携・幼小接続に関連すると読み取れる用語の出現
数も含まれるため、1～17の合計とは一致しない。



保育教諭養成課程研究　第2号（2016）

– 8 – – 9 –

これらの用語の中で最も多かったものは、『幼小

連携』『幼保小連携』等の「連携」であり、244（44.6%）

出現した。2番目は『幼小接続』等の「接続」で60

（11.0%）だった。この「連携」「接続」の2種類の用

語で304を占め、全体の55.6%だった。

次いで「生活科」が29（5.3%）、『育ちと学びの連

続性』『教育の連続性』等の「連続性」が28（5.1%）、

『幼小交流』『子ども同士の交流』等の「交流」や

「スタートカリキュラム」が15（2.7%）、「小1プロ

ブレム」が14（2.6%）、『幼稚園教育要領』『保育所

保育指針』『小学校学習指導要領』等の「要領・指針」

が7（1.3%）、「アプローチカリキュラム」が5（0.9%）、

「移行（期）」や「教育課程・保育課程」が4（0.7%）

だった。

これらの結果から、保幼小連携・幼小接続にか

かわる授業では、「連携」「接続」の用語を用いて、

保幼小連携・幼小接続について解説していると考

えられる。しかし、シラバスには、その他の用語

がそれほど多く記載されていなかったことから、

実際に保育・教育の中でどのように保幼小連携

や幼小接続が実践されているかなど、実践的多面

的に扱っている授業は、あまり多くないようで

ある。

② 保育者養成課程科目・教科科目の分類と保幼小

連携・幼小接続に関する用語との関連

保幼小連携・幼小接続に関する用語は、保幼小

連携・幼小接続を主に取り扱う冠科目や生活科の

みならず、保育内容総論、保育内容、指導法、小学

校各教科、教育課程論、教育原理、教育方法、心理、

障害児関連科目等、様々な授業で見られた。

授業科目と保幼小連携・幼小接続に関する用語

との関連を検討するため、平成27年12月に示さ

れた中央教育審議会の「これからの学校教育を

担う教員の資質能力の向上について：学び合い、

高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて

（答申）」から、幼稚園教諭養成課程科目の「見直し

のイメージ」を参考に、「A領域・保育内容・教科の

指導法」（「領域及び保育内容の指導法に関する科

目」）、「B教育の基礎的理解」（「教育の基礎的理解

に関する科目」）、「C道徳・総合的な指導法、教育

相談」（「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及

び生徒指導、教育相談等に関する科目」）、「D教育

実践」（「教育実践に関する科目」）、「E独自科目」

（「大学が独自に設定する科目」）の5つに大分類し、

さらに科目の内容によって、14の科目群を設定し

た（表4）。

表4.　保幼小連携・幼小接続に関する用語が記載された科目群別の学校数及び科目数

科目群 学校数  科目数 科目名の例

A 領域・保育内容・教科の
指導法

①総論 19 19 「保育内容総論」「幼児教育内容論」など
②指導法・保育内容 34 45 「幼児教育指導法」「保育内容の研究（環境）」など
③生活科・生活科教育法 47 56 「生活」「生活科教育法」
④教科 17 21 「算数」「国語」「体育科教育法」「音楽科教育法」など

B 教育の基礎的理解

⑤課程論 19 19 「保育課程論」「教育課程論」など
⑥保育者論・教職概論 12 13 「保育者論」「教職概論」など

⑦原理・教育学 29 34 「保育原理」「保育・幼児教育学概説」など
⑧心理系 8 8 「教育心理学」「保育の心理学」など
⑨障害児系 13 13 「障害児保育」「心身障害児教育」など

C 道徳・総合的な指導法， 
教育相談

⑩方法 18 18 「教育方法学」「児童教育法」など
⑪相談・幼児理解 5 5 「幼児理解」「教育相談の理論と方法」など

D 教育実践 ⑫実習・実践学 13 13 「教育実践学演習」「教育実習」など

E 独自科目
⑬冠科目 6 6 「幼小期の教育」「幼小連携総論」など
⑭その他 7 8 「環境教育論」「子どもと人権」など
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「A領域・保育内容・教科の指導法」は①総論、

②指導法・保育内容、③生活科・生活科教育法、

④教科の4科目群、「B教育の基礎的理解」は⑤課程

論、⑥保育者論・教職概論、⑦原理・教育学、⑧心理

系科目、⑨障害児系科目の5科目群、「C道徳・総合

的な指導法、教育相談」は⑩方法と⑪相談・幼児理

解、「D教育実践」は⑫実習・実践学、「E独自科目」

は⑬冠科目と⑭その他とした。

その結果、保幼小連携・幼小接続に関する用語

が最も多く記載されていた科目群は、「A領域・保

育内容・教科の指導法」の③生活科・生活科教育

法で、「生活」「生活科教育法」等47校56科目の

シラバスで保幼小連携・幼小接続に関する用語が

取り上げられていた。次に多かったのは、「A領域・

保育内容・教科の指導法」の②指導法・保育内容で

あり、「幼児教育指導法」「保育内容の研究（環境）」

等34校45科目のシラバスに記載が見られた。

3番目に多かったのは、「B教育の基礎的理解」の

⑦原理・教育学で、「保育原理」「保育・幼児教育学

概説」等29校34科目で取り上げられていた。

保幼小連携・幼小接続に関する用語は、③生活

科や②指導法・保育内容、⑦原理・教育学で多く

取り上げられているが、特定の科目だけでなく、

様々な科目群の授業シラバスで扱われており、

複数の授業シラバスに関連用語が出現している養

成校も見られた。

③ 科目群と保幼小連携・幼小接続に関する用語と

の関連

保幼小連携・幼小接続に関する用語のうち、

「連携」「接続」の用語はどの科目群にも出現し

ていた。科目群によって「連携」「接続」の占める

割合が異なるため、これら2つの用語が占める割

合の高い順に並べたものが表5である。ただし、

⑧心理系と⑪相談・幼児理解と⑭その他の3つの

科目群は用語が10未満であったため、分析から除

外した。

保幼小連携・幼小接続の内容に特化した科目名

を持つ「幼小期の教育」「幼小連携総論」等の⑬冠科

目では、保幼小連携・幼小接続に関する用語は81

と多く出現した。そのうち「連携」「接続」は49で、

全体の60.5%を占めていた。基本的な定義や意義

のほか、連携や接続の具体的な内容や実際の取組

みなど多岐にわたって取り上げられていることが

うかがわれる。

科目群の中で「連携」「接続」の用語が出現する

割合が最も高かったのは①総論であり、 27のうち

24と全体の88.9%を占めており、冠科目の割合よ

り有意に高かった（χ2（1）＝6.21，p < .05）。その他

の科目群の中で⑬冠科目よりも割合が高かったの

は、⑥保育者論・教職概論が13のうち11（84.6%）、

⑤課程論が25のうち19（76.0%）、⑩方法が39の

うち24（61.5%）だった。

これらの概論や総論の内容を扱う科目では、

保幼小連携・幼小接続に関する用語が1回は記載

されていたが、用語は「連携」「接続」のみが多く、

他はほとんど見られなかったことから、定義や

意義などの基本的な内容を扱っていると考えら

れる。

一方、③生活科・生活科教育法は、「連携」「接続」

が120のうち66出現し、全体の55.0%を占めてい

た。この科目群は、科目名でもある「生活科」が27

（23.1%）見られた。さらに「スタートカリキュラ

ム」（10）、「小 1プロブレム」（4）、「要領・指針」

「交流」（2）などの用語があった。その他に『学びの

連続性』『幼稚園と小学校それぞれの遊びの共通性

と独自性』『生活科と幼児教育の関連』等、詳細に

取り上げられたシラバスも見られた。「スタート

カリキュラム」は、小学校教科の生活科を中心に

作成されて取り組まれており、③生活科・生活科

教育法は、小学校において保幼小連携・幼小接続

の中核をなす科目群であるため、冠科目と同様に、

様々な側面から取り上げられていた。

⑦原理・教育学において、「連携」「接続」の用語

は69のうち32（46.4%）だった。『育ちと学びの

連続性』『小学校における教育の連続性』のよう

な「連続性」や、『幼稚園教育要領』『保育所保育
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表
5.
　
科
目
群
別
の
保
幼
小
連
携・
幼
小
接
続
に
関
す
る
用
語
の
種
類
と
出
現
数

科
目
群

用
語

出
現
数
割
合（
％
）

A
領
域・
保
育

内
容・
教
科
の

指
導
法

B
教
育
の
基
礎

的
理
解

B
教
育
の
基
礎

的
理
解

C
道
徳・
総
合

的
な
指
導
法
，

教
育
相
談

E
独
自
科
目

D
教
育
実
践

A
領
域・
保
育

内
容・
教
科
の

指
導
法

A
領
域・
保
育

内
容・
教
科
の

指
導
法

B
教
育
の
基
礎

的
理
解

B
教
育
の
基
礎

的
理
解

A
領
域・
保
育

内
容・
教
科
の

指
導
法

①
総
論

⑥
保
育
者
論・

教
職
概
論

⑤
課
程
論

⑩
方
法

⑬
冠
科
目

⑫
実
習・
実

践
学

③
生
活
科・
生

活
科
教
育
法

②
指
導
法・
保

育
内
容

⑨
障
害
児
系

⑦
原
理・
教
育

学
④
教
科

 1
 連
携

24
4

44
.6

17
10

17
21

46
10

48
29

10
25

4

 2
 接
続

60
11

.0
7

1
2

3
3

5
18

7
1

7
6

 3
 生
活
科

29
5.

3
0

1
0

0
0

1
27

0
0

0
0

 4
 連
続
性

28
5.

1
2

0
3

3
2

0
4

4
0

6
1

 5
 交
流

15
2.

7
0

0
0

7
3

0
2

3
0

0
0

 6
 ス
タ
ート
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

15
2.

7
0

0
1

2
2

0
10

0
0

0
0

 7
 小
１プ
ロ
ブ
レ
ム

14
2.

6
0

1
0

1
4

2
4

0
0

1
0

 8
 要
領
・
指
針

7
1.

3
0

0
0

2
0

0
2

0
0

2
3

 9
 ア
プ
ロ
ー
チ
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

5
0.

9
1

0
1

0
2

0
1

0
0

0
0

10
 移
行

(期
)

4
0.

7
0

0
0

0
1

0
0

2
6*

0
0

11
 教
育
課
程
・
保
育
課
程

4
0.

7
0

0
1

0
0

0
0

0
0

3
0

12
 要
録

3
0.

5
0

0
0

0
1

0
0

2
0

0
0

13
 発
達
課
題

3
0.

5
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
0

14
 自
立

1
0.

2
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
0

15
 互
恵
性

1
0.

2
0

0
0

0
1

0
0

0
0

0
0

16
 気
づ
き
の
質

1
0.

2
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
0

17
 学
び
の
芽
生
え

1
0.

2
0

0
0

0
0

0
1

0
0

0
0

合
計

54
6

27
13

25
39

81
25

12
0

66
23

69
39

「
連
携
」「
接
続
」の
合
計
数

30
4

24
11

19
24

49
15

66
36

11
32

10

「
連
携
」「
接
続
」の
割
合（

%
）

55
.6

88
.9

84
.6

76
.0

61
.5

60
.5

60
.0

55
.0

54
.5

47
.8

46
.4

25
.6

*  
移
行
支
援

3，
就
学
支
援

3

註
）保
幼
小
連
携
・
幼
小
接
続
に
関
す
る
用
語
の
合
計
に
は
，保
幼
小
連
携
・
幼
小
接
続
に
関
連
す
る
と
読
み
取
れ
る
用
語
も
含
ま
れ
る
た
め
， 1
～

17
の
合
計
と
は
一
致
し
な
い
。
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指針』『学習指導要領』といった「要領・指針」、

「教育課程・保育課程」の用語が見られ、幼保小

それぞれの要領・指針やカリキュラムを示しな

がら保幼小連携・幼小接続を位置付けていると

考えられる。

②指導法・保育内容は、66の用語のうち、「連携」

「接続」が36（54.5%）だった。⑦原理・教育学と

同様に、『小学校教育との連続性』など5領域と

小学校教育とのつながりを示した「連続性」や

『幼小の交流活動』といった「交流」が見られたほ

か、『幼稚園幼児指導要録』『保育所保育要録』等の

「要録」、小学校への「移行期」の用語が出現して

いた。

⑤障害児系科目では、23の用語が出現した。

「連携」「接続」は11（47.8%）だったが、『移行支援』

『就学支援』『家庭・小学校・地域の専門機関との

連携』『就学支援と小学校での特別支援教育』とい

う科目群特有の用語があり、幼小接続期の子供全

体というよりも個別に対応が必要な子供に関する

連携や接続について取り上げていた。

④教科は、国語、算数、音楽、体育の科目で、

保幼小連携・幼小接続に関する用語が39見られ、

「連携」「接続」は10（25.6%）であり、出現する割合

は冠科目よりも有意に低かった（χ2（1）＝11.44，

p < .01）。算数では『保幼小それぞれの段階におけ

る算数科の展開』、国語では『幼児・児童の言語生

活と言葉の発達』、体育では『幼児期・児童期にお

ける幼児・児童への安全教育』、音楽では『保育・

幼児教育および小学校教育における音楽活動』な

ど、教科に特化した幼児教育と小学校教育の違い

や幼児児童の違いを踏まえた授業内容が展開され

ていた。

⑤障害児系科目と④教科では、他の科目群と異

なる保幼小連携・幼小接続に関連した用語が出現

しており、教科の特徴に合わせた保幼小連携・幼

小接続が扱われていると言えるだろう。

3） 分析3：冠科目における保幼小連携・幼小接続

に関する用語の検討

保幼小連携・幼小接続の内容に特化した科目名

を持つ「幼小期の教育」「幼小連携総論」などの⑬冠

科目は、6大学で6授業が開講されていた（表4）。

また、⑬冠科目のシラバスには、保幼小連携・幼小

接続に関する用語が81見られ、③生活科・生活科

教育法の120の次に多く出現していた（表5）。

保幼小連携・幼小接続に関する用語は、「連携」と

「接続」（49）、「小1プロブレム」（4）、「交流」（3）、

「スタートカリキュラム」「アプローチカリキュラ

ム」（2）等であり、その他に『小学校入学での戸惑

い』『小学校以降の生活や学びの基盤を作る』等が

記載されていた。また、 ⑬冠科目は、保幼小連携・

幼小接続に関する用語やその関連用語の1科目あ

たりの出現数が13.50と最も高く、他の授業科目

の出現数（1.00-2.17）と比べて、保幼小連携・幼小

接続に関する内容について、かなり多く扱ってい

た（表6）。

例えば、C大学の冠科目「幼保小教育の接続」の

シラバスを見ると、15回全て異なる内容であり、

保幼小連携・幼小接続について多様な視点から

表6.　科目群別の保幼小連携・幼小接続に関する用語の1科目あたりの出現数

E独自科目
C道徳・総合 
的な指導法， 
教育相談

A領域・保育
内容・教科の
指導法

B教育の基
礎的理解 D教育実践

A領域・保育
内容・教科
の指導法

B教育の基
礎的理解

A領域・保育
内容・教科
の指導法

A領域・保育
内容・教科の
指導法

B教育の基
礎的理解

B教育の基
礎的理解

⑬冠科目 ⑩方法
③生活科・ 
生活科教育法

⑦原理・ 
教育学

⑫実習・ 
実践学

④教科 ⑨障害児系
②指導法・
保育内容

①総論 ⑤課程論
⑥保育者論・
教職概論

全関連用語の出現数 81 39 120 69 25 39 23 66 27 25 13

科目数 6 18 56 34 13 21 13 45 19 19 13

1科目あたりの出現数 13.50 2.17 2.14 2.03 1.92 1.86 1.77 1.47 1.42 1.32 1.00
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扱っていることがわかる（表7）。授業内容も幼児

教育と小学校教育の特徴と違いを明確にした上

で、子供の発達や連携の意義、交流、接続期カリ

キュラム、幼稚園・小学校の見学、行政の取組みな

ど、保幼小連携・幼小接続を多面的に扱い、現場

の見学・体験を組込んだ授業が構成されていた。

また、大学院の科目ではあるが、D大学院の冠科目

「校種間接続カリキュラム構築の理論と実践」では、

保幼小だけでなく、小中、中高の連携、接続、一貫教

育を意識した授業も開講されていた。

一方で、『保幼小連携』などの「連携」の用語は繰

返し記載しているが、具体的な内容が読み取れな

いシラバスや、科目名は「連携」と銘打っているが、

保幼小連携・幼小接続に関連する内容が全15回

の半分以下であるシラバスも見受けられた。保幼

小連携・幼小接続に特化した⑬冠科目の具体的な

授業内容やその展開については、今後も検討の余

地があるだろう。

なお、冠科目ではないが、「スタートカリキュラ

ム」「小1プロブレム」「交流」等、多彩な授業内容

を7コマにわたって扱っている科目（「教育方法

学」）も見られた。たとえ冠科目を設定できなくて

も、既存のカリキュムの中で授業内容を工夫する

ことによって、保幼小連携・幼小接続の定義や意

義、具体的な実践等について取扱うことは可能で

あり、今後養成校において保幼小連携・幼小接続

にかかわる内容を拡充していく際の参考になるの

ではないだろうか。

表7.　冠科目シラバス例：C大学「幼保小教育の接続」（一部抜粋）

授業科目 幼保小教育の接続

履修年次 2年後期

概要
乳幼児期から児童期の発達をふまえて就学前教育と小学校教育の特徴を理解し、連携の意義と必要性、
実態、課題、今後の方向性についての基礎的な知識を獲得する。具体的には資料と視聴覚教材（映像）
を用いて、以下の内容について講義を行う。また、小学校と幼稚園の見学を行う予定である。

目的・目標
・就学前教育と小学校教育それぞれの特徴と違いを理解する。
・幼保小教育の連携の意義と必要性を理解する。
・連携の現状と課題を把握し、子どもの発達を踏まえた連携を進めるための教育と教師の役割を理解する。

授業計画・授業内容

第1回：幼児教育と小学校教育の特徴と違い
第2回：乳幼児期から児童期の子どもの発達
第3回：小学校入学での戸惑い
第4回：幼保小教育の連携の意義と必要性
第5回：幼保小連携の現状と内容
第6回：子ども同士の交流（1）
第7回：子ども同士の交流（2）、スタートカリキュラム 
第8回：アプローチカリキュラム
第9回：幼小のカリキュラムのつながり
第10回：教師・保育者の連携
第11回：幼稚園の見学
第12回：小学校の見学
第13回：行政での取り組み
第14回：幼保小の相互理解と互恵性
第15回：今後の幼保小教育の方向性

評価方法・基準
・就学前教育と小学校教育それぞれの特徴と違いを理解する。
・幼保小教育の連携の意義と必要性を理解する。
・連携の現状と課題を把握し、子どもの発達を踏まえた連携を進めるための教育と教師の役割を理解する。
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4．総合考察

1） 保育者養成校での保幼小連携・幼小接続にか

かわる授業と冠科目・生活科

保幼小連携・幼小接続にかかわる授業は、保育

者養成校の約2/3で開講されていたが、各校で開

講している科目数はあまり多くないことが示され

た。学校種によって、保幼小連携・幼小接続にか

かわる授業の開講に違いは見られなかったが、

取得可能免許資格については違いがあり、保幼小

免許資格が取得可能な養成校では、保幼小連携・

幼小接続にかかわる授業が複数開講される傾向が

見られ、生活科の授業で保幼小連携や幼小接続に

ついて扱われることが多かった。保幼小免許資格

取得を目指す養成課程では、養成校教員も保幼小

連携・幼小接続に関する内容を授業に組み込む意

識が高いのだろう。

また、授業シラバスから、保幼小連携・幼小接続

に関する用語や関連用語を抽出した結果、「連携」

「接続」が過半数を占めていた。科目群に分類し

て検討すると、保幼小連携・幼小接続に関する用

語は、③生活科・生活科教育法が最も多く、②指導

法・保育内容、⑦原理・教育学で多く見られた。

①総論や⑥保育者論・教職概論等の総論や概論の

科目では「連携」「接続」の用語が多く、基本的な内

容を単発で扱っているが、⑬冠科目や③生活科・

生活科教育法や⑦原理・教育学では、基本的な定

義や意義のほか、連続性や交流、スタートカリキュ

ラム等を複数回にわたって多面的に取り上げてい

た。保幼小連携・幼小接続の内容を、既存の授業

に組み込む際の参考になると考えられる。

⑬冠科目については、保幼小連携・幼小接続に

関する内容をカリキュラムに位置付けた点で画期

的である。しかし、それらは6科目にとどまり、

北野（2009）が調査した際に3科目だったことを

考えれば、その後大きな増加はみられないことや、

授業内容の質にもばらつきがあることが課題とし

て挙げられる。今後は保幼小連携・幼小接続に

特化した科目であることを強みとして、多面的か

つ実践的な内容を取り上げたり、他校種間の接続

へ視点を広げたりする等の工夫を検討する必要が

あるだろう。

また、幼小接続に関して、中央教育審議会の

幼児教育部会で「幼児期の終わりまでに育ってほ

しい姿」（平成28年6月「幼児教育部会取りまとめ

（案）」）が議論されており、保育者と小学校教員が

5歳児修了時の姿を共有することによって、幼児教

育と小学校教育との接続の一層の強化が目指され

ている。生活科等のスタートカリキュラムは、

幼児期の終わりまでに育った姿が発揮できるよう

な工夫を行いながら、小学校の各教科等の学びへつ

なげていく役割を担っていることから、③生活科・

生活科教育法において、保幼小連携・幼小接続に

関する内容をより意識して扱う必要があるだろう。

2） 幼小連携・幼小接続にかかわる授業と保育者・

教員養成カリキュラム

さらに言えば、保幼小連携や幼小接続に関する

内容を保育者養成カリキュラムの中に組み込む必

要があるのではないだろうか。現在は保幼小連

携・幼小接続への関心や意識の高い担当教員の存

在が、授業科目の開講や授業での取扱いに影響し

ていると考えられ、多くの養成校ではカリキュラ

ムの再検討までは至っていない。今回授業シラバ

スを用いて分析したところ、自由記述欄に「シラ

バスには記載していないが、保幼小連携について

は複数の科目の中で触れるようにしている」等の

回答が多く見られた。実際、関連する内容の授業

では保幼小連携や幼小接続について扱っているの

だろう。しかし、保幼小連携や幼小接続について

「触れる」だけでは、その定義や意義、具体的な接

続期カリキュラム等について計画的に取り上げる

ことは難しい。たとえ冠科目はなくとも、まずは

現在の関連する科目や生活科の授業内容へ意識的

に組み込み、シラバスに記載することによって、

保幼小連携や幼小接続について学ぶ機会を保障す

ることが重要だろう。
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以上より、保幼小連携や幼小接続に関する授業

内容を再考するとともに、保育者養成課程だけで

なく、生活科をはじめとする小学校の教員養成課

程も含めたカリキュラムの再編を目指す必要があ

るのではないだろうか。

3）今後の課題

本論文では、授業シラバスをもとに、保幼小連

携・幼小接続に関する用語を抽出して検討した

が、実際の授業内容や授業展開、保育者養成校の

カリキュラムとの関連については確認できていな

い。また、保幼小連携や幼小接続に関する用語や

内容についての学生理解との関連も含めて分析を

行う必要があるだろう。今後は、保幼小連携・幼

小接続にかかわる授業やカリキュラムの意義につ

いて検証し、今後議論されるであろう保育教諭養

成課程や、小学校教員養成課程のカリキュラムに

位置付けていくための根拠資料としたい。
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保育教諭に求められる資質・能力を検討するための基礎的研究
̶幼稚園教諭と保育士の養成課程における領域「表現」にかかる科目のシラバス分析̶

A Fundamental Study on the Competencies required to the Kindergarten and Nursery 
School Teachers: through Analyzing the Syllabus of the Course about “Expression”  
in the Kindergarten and Nursery School Teacher Training Course of the University

杉原真晃 相澤千枝子 赤津裕子 東ゆかり 大西頼子
（聖心女子大学） （竹早教員保育士養成所） （竹早教員保育士養成所） （鎌倉女子大学短期大学部） （淑徳大学）

岡澤陽子 木村充子 斉木美紀子 新開よしみ 長井覚子
（武蔵野短期大学） （桜美林大学） （田園調布学園大学） （東京家政学院大学） （白梅学園短期大学）

村上康子 山原麻紀子 山本直樹 吉永早苗 今川恭子
（共立女子大学） （東京家政学院大学） （有明教育芸術短期大学） （岡山県立大学） （聖心女子大学）

本研究では、保育教諭に求められる資質・能力を検討するための基礎的研究として、幼稚園教諭養成

課程と保育士養成課程を併せもつ大学における、領域「表現」にかかる科目のシラバス分析を通して、学

習内容や授業担当者の専門領域等について検討を行った。その結果、学習内容には多様なカテゴリーが

見られた一方で、知識・技能の習得を目的とした技術系科目ではない科目においても知識・技能の習得が

学習内容に組み込まれているものが多く見られた。そして、1つの科目において学習内容に偏りのある

もの、他の科目との連携を図り学習内容を充実させようとしているもの等があることがわかった。授業

担当者の専門領域は、音楽、造形、身体、劇、保育等が見られ、異なる専門性をもつ教員が複数人で1つの

科目を担当する場合や1名の教員が複数の専門性を扱う場合がある一方で、音楽を専門とする教員がほと

んどの場合にかかわっていることがわかった。

キーワード：  領域「表現」、シラバス、学習内容、専門性、カリキュラム

1．はじめに

現在、幼稚園と保育所の一体化を目指した議論の

一環として、保育教諭が位置づけられ、大学（短期

大学を含む。以降、特に断りを入れない場合、同様）

における保育教諭の養成課程はいかにあるべきか

について検討がなされている。そして、「育成すべ

き資質・能力を踏まえた教育目標・内容と評価の

在り方に関する検討会―論点整理―」（2014年）を

受けて、保育の中で育成すべき資質・能力に対応し

てどのように目標がたてられ、実践が展開される

のかについて、今後、検討が進められる必要がある。

このような状況において、領域「表現」も同様、

保育の目標・内容がどのようにあるべきかについ

て、そして、保育教諭に求められる資質・能力は

何なのかについて、今後、検討することが大切で

ある。それと関連して、保育者養成課程における

領域「表現」にかかる科目の目標・内容等について

の検討も重要な位置を占めることになる。この点

についての先行研究では、ある特定の専門領域（た

とえば、音楽表現、造形表現、身体表現）に限定し

て、養成課程での学びの在り方を検討した研究が

多く見られる（たとえば、古木ら，2008；小笠原，

2012；福西，2015）。このような状況は、現在、

領域「表現」に関して、あるいは領域「表現」の

指導法に関して、大きな枠組みとして共有される

ような理論が確立されていないため、領域「表現」

の専門家がなかなか存在せず、特定の専門領域で

pp.17-30



– 18 –

ある音楽・造形・体育（身体表現）等の専門家が科

目を担当すること、そして、小学校において音楽・

造形・体育（身体表現）が科目として立ち現れるこ

と等と関係が深いと考えられる。このような現状

は、各々の専門領域を生かして授業が行われてい

るという良さはあるものの、問題点もあるように

思われる（相澤ら，2015）。一方で、これら特定の

専門領域を相互に関連づけた科目を開発する動き

（たとえば、智原ら（2013）は図画工作と幼児体育

のクロスカリキュラムを開発している）や、特定

の専門領域が複合的に展開される保育現場での実

践能力を育成するカリキュラムの必要性を明らか

にする動き（たとえば、臼井（2014）は、音楽劇を

対象に、保育現場での実践能力の調査を行ってい

る）も見られる。

これらの知見を参考にしつつ、保育者に求めら

れる資質・能力を視野に入れながら、領域「表現」

にかかる科目の内容や方法について、今後、検討

が進められる必要がある。

2．研究目的および方法

上記のような状況において、本研究では、保育

者養成課程における領域「表現」にかかる科目に

おいて、どのような学習内容が存在するのか、

どのような専門性をもつ教員が授業を担当してい

るのか等について分析することを目的とした。

この研究を保育教諭に求められる資質・能力を

今後、検討するための基礎として位置づけたい。

研究の方法は、関東地区（1都6県）における

幼稚園教諭養成課程と保育士養成課程を併せもつ

4年制大学を対象に、領域「表現」にかかる科目の

シラバスを収集し、分析を行うというものである。

幼稚園教諭養成課程と保育士養成課程を併せもつ

4年制大学を対象とした理由は、今後、保育教諭養

成課程研究を進めるうえで、幼稚園教諭および

保育士の双方の特徴を反映させた教育課程が垣間

見られると考えたからである。そして、関東地区

の大学を対象とした理由は、悉皆調査ではなく抽

出調査を採用したためであると同時に、次の2点

の理由がある。（1）大規模校と小規模校の双方が

存在する。（2）都市部と郊外というように設置地

域に偏りがないよう対象校を選ぶことができる。

このような点に配慮し、このたび4年制大学数56、

学科・専攻等数59、分析科目数133のカリキュ

ラムおよびシラバスを分析対象とした。そして、

領域「表現」のような総合性をもつ内容ではなく、

小学校教育以降のある特定の教科専門性が反映さ

れることが少なくない科目（「教科に関する科目」）

や技術指導に重点が置かれることが少なくない

科目（「保育の表現技術」）は除外し、「教職に関す

る科目」「保育の内容・方法の理解に関する科目」

「資格科目」等に属する「表現」にかかる科目を分

析の対象とした。以降、特に断りを入れないかぎ

り、「領域『表現』にかかる科目」は、このような条

件で分析対象とした科目を指すこととする。

シラバス分析は、主に次のような手続きで行った。

① インターネット上よりカリキュラムおよびシラ

バス（平成27年度版）を閲覧し、当該科目に

ついて、単位数、担当者の専門領域、学習内容、

備考といった項目を立て、それぞれの情報につ

いて整理する。

② シラバスに記載されている「授業概要」「学習目

標」「授業計画」「評価方法」等から読み取るこ

とのできる学習の内容を抽出し、学習の内容を

KJ法によりカテゴライズし、各カテゴリーに

名前をつける。

③ 選定した科目のうちのいくつかを共同研究者間

で分担して分析し、その結果を持ち寄り、全体

で①②を検討する。

④ 検討の結果、了解が得られたカテゴリーをもと

に、選定したすべての科目についてシラバス分

析を進める。

⑤ 同一学科・専攻における開講科目数と担当者数

を抽出し、その関係性をいくつかのパターンに

分類する。
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⑥ 共同研究者のうち、幼稚園教諭養成課程・保育

士養成課程を併せもつ大学に所属する者が、

自身の所属校の領域「表現」にかかる科目の

構成、特徴、問題点、工夫点等について検討

を行う。

3．研究方法としてのシラバス分析

シラバス分析は、これまでもさまざまな領域で

実践されてきた研究方法である。

たとえば、岡本（2015）は、現代社会において

保育者が必要とする「情報リテラシー」「コンピュー

タリテラシー」とはどのようなものか、各養成校に

おける現在の「情報機器の操作」科目の内容、カリ

キュラム、シラバスの問題点、課題等を明確にし、

現代社会に対応し得る「情報機器の操作」科目の

カリキュラム開発、シラバスの構築を目的として、

東京都内の保育者養成短期大学のシラバスの比較

考察を行っている。

また、白倉（2007）は、保育者養成における音楽

教育を対象に、現場で役立つ技能を身に付けさせ

ることにつながっているかどうかを検証し、如何

なる教育方法が必要とされているのかについて

明らかにし、養成課程の今後の音楽教育の在り方

を探るために、近畿圏の大学・短期大学における

音楽教育にかかる科目のシラバスの比較と、保育

現場へのインタビュー調査を行っている。

そして、安村ら（2010）は、保育者養成校におけ

る「保育内容表現」関連科目の開講の現状を把握

するために、4年制大学で関東甲信越地方にある

61校を対象として、インターネット上でカリキュ

ラムおよびシラバス分析を行っている。その中で

「保育内容」および「表現」が科目名称として含ま

れる大学が45校あり「指導法」を科目名に含む

大学が11校あることを明らかにしている。さら

に、科目の内容として、「子どもの表現の捉え方」

「子どもの遊び」「身体」「音楽」「造形」「劇遊び」

「ことば」を抽出し、内容形態として「理論」「創作」

「指導法－教材研究」「制作－講評会」「創作発表

（総合）」「創作－発表」「指導法－教材研究の歴史」

を抽出している。ここでは、半期科目としての開

講で複数回開講している大学は、特定の分野（理論

および音楽、制作、身体、劇遊びなど）に限定された

内容が多いことが指摘されている。同時に、学生

が特定の分野の表現に関わる経験を一度あるいは

数回経験し、その内容として実技的な展開をもつ

教材研究―指導法から創作（発表）・制作へという

方向性をもつことが多いと分析されている。一方

で、各分野の関連性を考慮したうえで内容が展開

され、教材研究―指導法から分野を超えて総合的

な創作（発表）・制作の経験を含む大学も少数であ

るが存在すると分析されている。そのうえで、

子ども（あるいは人間）の表現を「表現行為におけ

るプロセスの意味、全人的な体験であり自己を投

入して探索する行為としての混沌とした不可分

さ、存在としての自己の再確認が他者との関係性

の中で生起する表現的行為を介して為されること

を本質として捉え」（p.206）、現状に多く見られる

特定の分野のみの経験ではなく、「既成のジャンル

を超えて、その時々に必要な技法を模索しながら

発見する独自の表現法への接近には、どのような

方法を科目内容にもつべきかを検討することが、

大きな課題といえる」（p.206）と考察している。

このように、シラバス分析は、保育者養成課程に

おける、ある特定の科目・教育内容の現状を知り、

今後の課題を検討する方法として用いられる有効

な手続きであるといえる。本研究では、安村ら

（2010）の研究をさらに発展させ、次の3点の特徴

をもつものとして位置づける。（1）ここ数年、イン

ターネット上でカリキュラムおよびシラバスを

公開する動きが加速しており、2010年時点よりも

多様な科目が対象になる可能性が高い。（2）幼稚

園教諭養成課程と保育士養成課程を併せもつ大学

の科目を対象とすることで、保育教諭の養成にか

かる科目としての領域「表現」の検討に適してい

る。（3）複数の事例を詳細に分析する。
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一方で、白倉（2007）が「各養成校との比較は、

シラバスの上でしか行なえてないので、今後は、

さらに実態調査を踏まえて検討していきたいと考

えている。また、現場の声も多く集められるよう、

質問紙による調査も行なっていきたい」（p.66）と

述べるように、シラバス分析はあくまでも「入口」

であり、その後の実態調査がともなうことが大切

である。特にシラバスについては、現実に実践さ

れている内容をシラバス上に記載しにくいことも

あり、シラバスに記載されていることが授業のす

べてではない場合が考えられる。さらには、現実

的に意図されているものとは異なる解釈でシラバ

スを読み取ってしまう可能性も考えられる。これ

らを考慮すれば、シラバス分析は取扱いに注意が

必要であり、我々の研究も、そのことを念頭に置

いたうえで、今回、シラバス分析という「第一段階」

の研究と位置づけている。

また、本研究は領域「表現」にかかる科目の特徴

を整理することが目的であり、特定の大学の養成

コースを特徴づけることが目的ではない。事例検

討を行う大学も、理想の形として取り扱うわけで

はなく、あくまでも詳細な実態の把握のために検

討を行う。

4．分析結果1： 授業の構成にかかるシラバス
分析

我々は、安村ら（2010）が導き出した「保育内容表

現」関連科目の内容および内容形態のカテゴリー

を参考にしながら、「学習内容として学生には何が

経験されるのか・学生が何を学ぶのか」に着目し、

あらためて学習内容の抽出・カテゴリー化を行った。

（1）学習内容のカテゴリー

分析の結果、学習内容には表1のようなカテゴ

リーが形成された。

「カテゴリー1」の「領域『表現』についての理解」

については、たとえば、「表現について」「幼稚園教

育要領」等の文言があるものを含めた。「カテゴ

リー2」の「表現活動のよさや面白さの体験」につい

ては、たとえば、音楽劇やオペレッタ、総合表現等

を通じて、学生自身の表現を磨いたり、みんなで力

を合わせ発表に向けて活動を行うものを含めた。

「カテゴリー3」の「教材の研究・開発」については、

たとえば、伴奏をつくる、手作り楽器をつくる、

パペットをつくる、歌唱教材研究を行う等の活動が

あるものを含めた。「カテゴリー4」の「表現にかか

わる子どもの発達の理解」については、たとえば、

発達理論に触れている、「発達」という文言がある

ものを含めた。「カテゴリー5」の「知識と技能の習

得」については、たとえば、音楽・造形・身体表現・

劇的表現等の実技や楽典の習得を含めた。「カテ

ゴリー6」の「子どもの表現を育てる指導法・環境

づくりについての理解」については、たとえば、

表現の指導・環境づくりについて学ぶものを含め、

オルフ、リトミックなど特定の指導法も含めた。

「カテゴリー7」の「活動計画の立案・模擬保育の実

施」については、表現を含めた活動の保育計画の作

成や模擬保育の実施を含めた。「カテゴリー8」の

「表現する子どもの見方」については、子どもの表

現をどのように見るか、どのように解釈するかに

ついて学ぶものを含めた。「カテゴリー9」の「その

他」については、カテゴリー1からカテゴリー8ま

でに含まれないものを含め、備考としてその内容

を明確にした。

表1.　領域「表現」にかかる科目での学習内容

カテゴリー名

1 領域「表現」についての理解

2 表現活動のよさや面白さの体験

3 教材の研究・開発

4 表現にかかわる子どもの発達の理解

5 知識と技能の習得

6
子どもの表現を育てる指導法・環境づくりについて
の理解

7 活動計画の立案・模擬保育の実施

8 表現する子どもの見方

9 その他
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安村ら（2010）の研究では、科目の内容として、

「子どもの表現の捉え方」「子どもの遊び」「身体」

「音楽」「造形」「劇遊び」「ことば」が抽出され、

内容形態として「理論」「創作」「指導法－教材研究」

「制作－講評会」「創作発表（総合）」「創作－発表」

「指導法－教材研究の歴史」が抽出されていた。

「子どもの表現の捉え方」というカテゴリーの詳

細が説明されていないので明確な比較はできない

が、このたびの分析では、学習内容として専門性

（身体、音楽、造形、劇遊び等）を区分せず、資質・

能力を意識した類型化を行ったためか、「領域

「表現」についての理解」「表現活動のよさや面白さ

の体験」「教材の研究・開発」「表現にかかわる子ど

もの発達の理解」「知識と技能の習得」「子どもの表

現を育てる指導法・環境づくりについての理解」

「活動計画の立案・模擬保育の実施」「表現する

子どもの見方」等、安村ら（2010）とは異なる多様

な学習内容のカテゴリーが形成された。ちなみ

に、身体、音楽、造形、劇遊び等の区別は、授業担

当者の専門領域として別途、取り扱うことにした

（下記「（3）担当者の専門領域」参照）。

これら各々のカテゴリー（学習内容）が選定した

すべての科目においてどの程度見られたのかを表

したのが表2である。

表2に見られるように、「知識と技能の習得」が

もっとも多く（93科目 /133科目）、次いで「表現活

動のよさや面白さの体験」と「教材の研究・開発」

（85科目 /133科目）、「領域『表現』についての理解」

（79科目 /133科目）が多く見られる。「活動計画の

立案・模擬保育の実施」（65科目 /133科目）、「子ど

もの表現を育てる指導法・環境づくりについての

理解」（59科目 /133科目）、「表現にかかわる子ども

の発達の理解」（51科目 /133科目）は、分析した全

133科目の半分程度に見られる。一方で、「表現す

る子どもの見方」（30科目 /133科目）はあまり見ら

れない。「その他」には、「造形表現を通して子ど

もとかかわる感性・資質の育成」「鑑賞教育の意義

と方法」等が見られた。

取り扱われている科目の多い学習内容が重要

で、そうではないものが重要ではないということ

ではない。そして、どの学習内容カテゴリーが重

要で、どれが重要でないかを詳細に検討すること

は、本稿では行わない。大学（学科・専攻）が置か

れた状況、教員スタッフの構成、地域の保育ニー

ズ、全国的な保育ニーズ等により、取り扱われる

学習内容は大学（学科・専攻）によって多様である

ことが望ましいと考える。

また、各科目においては、これらのカテゴリー

の学習内容を複数にわたって取り扱っている場合

表2.　 領域「表現」にかかる科目における 
各学習内容が取り扱われた数

カテゴリー名 数

1 領域「表現」についての理解 79

2 表現活動のよさや面白さの体験 85

3 教材の研究・開発 85

4 表現にかかわる子どもの発達の理解 51

5 知識と技能の習得 93

6
子どもの表現を育てる指導法・環境づくりにつ
いての理解 59

7 活動計画の立案・模擬保育の実施 65

8 表現する子どもの見方 30

9 その他 5

表3.　 1つの科目内で取り扱われる各学習内容の数

1つの科目内で取り扱われる 
カテゴリー（学習内容）の数 科目数

1 1

2 13

3 30

4 37

5 31

6 15

7 6

8 0

9 0
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もあれば、1つに限って取り扱っている場合も見

られた。これらのカテゴリーの学習内容が1つの

科目でどの程度取り扱われているかをまとめたも

のが表3である。

表3に見られるように、1つの科目内で取り扱わ

れる学習内容カテゴリーは4つがもっとも多くの

科目で見られ（37科目/133科目）、続いて5つ（31科

目/133科目）、3つ（30科目/133科目）、6つ（15科目

/133科目）、2つ（13科目/133科目）7つ（6科目/133

科目）、1つ（1科目/133科目）となる。8つあるいは

9つの学習内容を取り扱う科目は見られなかった。

（2）開講科目数と担当者数

開講科目数と担当者数について分析すると、表4

のように類型化された。表4には、それぞれの類

型が該当する学科の数も表記している。

「Ⅰ 開講科目数：1つ、担当者数：1名」だった

学科・専攻の数は20、「Ⅱ 開講科目数：1つ、担当

者数：2名以上」は8、「Ⅲ 開講科目数：2つ以上、

担当者数：各1名」は20、「Ⅳ 開講科目数：2つ以上、

担当者数：各2名以上」は2、「Ⅴ 開講科目数：2つ

以上、担当者数：1名／2名以上の組み合わせ」は

9であった。演繹的に想定されうる「Ⅵ 開講科目

数：2つ以上、担当者数：全てを1人で担当」は今回

の分析では見られなかった。

（3）担当者の専門領域

分析の結果、担当者の専門領域には、「音楽」

「造形」「身体」「劇」「保育」があり、授業担当者が

単独の専門領域をもつ場合、複数の専門領域をも

つ場合等があることが明らかになった。「保育」

には、保育学、発達心理学、現職保育者を含めた。

各授業における授業担当者の専門領域は、1つ

のみの場合、2つの場合、3つの場合があることが

わかった。1つの科目の担当者に2つあるいは

3つの専門領域があるケースでは、1名の担当者が

複数の専門領域をもつ場合もあれば、1名の担当

者は1つの専門領域のみをもち、複数の担当者で

1つの科目を構成するため複数の専門領域のある

科目となる場合もある。

このたびの分析からは、担当者の専門領域が

1つのみの場合には、「音楽」（11科目）、「造形」（5

科目）、「身体」（1科目）、「劇」（4科目）、「保育」（3科

目）があることが明らかとなった。領域「表現」は

学際的・総合的な領域であるが、「音楽」を専門

とする教員が担当する傾向が高いことがわかる。

2つの専門性がある場合の組み合わせには、「音楽

＋造形」（16科目）、「音楽＋保育」（1科目）がある

ことが明らかとなった。演繹的に想定される

「音楽＋身体」「音楽＋劇」「造形＋身体」「造形＋劇」

「造形＋保育」「身体＋劇」「身体＋保育」「劇＋保育」

という専門性の組み合わせは、このたびの分析で

は見られなかった。こちらも、「音楽」を専門とす

る教員が担当する傾向が高いことがわかる。3つ

の専門性がある場合の組み合わせについては、

「音楽＋造形＋身体」（14科目）、「音楽＋造形＋劇」

（2科目）、「音楽＋造形＋保育」（2科目）があること

がわかった。演繹的に想定される「音楽＋身体＋

劇」「音楽＋身体＋保育」「音楽＋劇＋保育」「造形＋

身体＋劇」「造形＋身体＋保育」「造形＋劇＋保育」

「身体＋劇＋保育」という専門性の組み合わせに

ついては、このたびの分析では見られなかった。

ここでも、やはり「音楽」を専門とする教員がか

ならずかかわっていることがわかる。1つのみの

専門性・2つの専門性・3つの専門性、いずれの場

合も、「音楽」が入っており、音楽を専門とする教

員が領域「表現」の授業を担当する割合が高いと

いえるが、その理由については本研究からではわ

表4.　開講科目数と担当者数の関係性

開講科目数 担当者数 学科・専攻数

Ⅰ 1つ 1名 20

Ⅱ 1つ 2名以上 8

Ⅲ 2つ以上 各1名 20

Ⅳ 2つ以上 各2名以上 2

Ⅴ 2つ以上 1名／2名以上 
の組み合わせ 9

Ⅵ 2つ以上 全てを1人で担当 0
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からない。その他、4つ以上の専門性が組み合わ

さった科目は見られなかった。

複数の専門性の組み合わせにおいて、このたび

の分析で見られなかったものについては、さらに

対象を広げることで見られる可能性はあろう。

一方で、このたびのサンプリング方法に鑑みれば、

このたびの分析で見られなかった専門性の組み

合わせについては、対象を広げたとしてもそれほ

ど多くは見られないことが予想される。それぞれ

見られなかった専門性の組み合わせについては、

今後、その背景を丁寧に検討していくことが必要

であろう。

5．分析結果2：事例検討

このたびの分析においては、「教科に関する科

目」「保育の表現技術」に属する科目を除外したに

もかかわらず、学習内容カテゴリーの「知識と技

能の習得」が取り扱われている科目の数がもっと

も多く見られた。この背景には、技術指導に重点

を置く科目があまり配置されていない場合、技術

指導がやはり重視される傾向がある場合等がある

と考えられる。また、このたびの分析を通して、

表2や表3に見られるように、学習内容は多岐に

渡っており、1つの科目において、学習内容に偏り

が生じている場合があることがわかった。この背

景には、学科・専攻としての理念・意向による場

合、授業担当の教員の専門性による場合等がある

と考えられる。同時に、1つの科目での学習内容

の偏りは、他の科目で補完されている場合も考え

られる。

そこで本研究では、このたび対象とした大学の

中で、詳しい状況を知るため、本研究の共同研究

者が所属する大学を選択し、そのカリキュラム

構成や担当教員、学科・専攻全体でどのような

カリキュラムの特徴があるのか、どのような工夫

がなされているのか等について事例検討を行っ

た。取り扱った大学は4校である。

（1）A大学の事例

A大学では、該当する領域「表現」にかかる科目

の開講数は「保育内容（表現）」（仮称）（幼稚園教

諭・保育士ともに必修科目）の1科目であり、学習

内容には、表1の中における「領域『表現』につい

ての理解」「表現活動のよさや面白さの体験」「教

材の研究・開発」の3つが含まれている。開講科

目数と担当者数の関係については、表4における

「Ⅱ 開講科目数：1つ、担当者数：2名以上」である。

そして、担当者の専門性は「音楽＋造形」であり、

1名が音楽、もう1名が造形を専門とする教員で

ある。

A大学では、この「保育内容（表現）」（仮称）とは

別に、「教科に関する科目」「保育の表現技術」等に

かかる科目（本研究において分析対象から除いた

もの）として知識・技能系の科目が配置されて

いる。たとえば、音楽に関しては、「音楽1」（仮称）

「音楽2」（仮称）が開講されている。音楽の領域

に関して、「保育内容（表現）」（仮称）においては、

「音楽1」（仮称）の弾き歌いで使用している子ども

の歌を受講生が1曲ずつ選択して、歌詞にそった

絵本を作り、歌いながら絵本を一人ずつ発表する

という学習活動を行っている。授業は、音楽を専

門とする教員と造形を専門とする教員1名ずつが

分割クラスを同時進行で受けもっている。クラス

を半分にわけて、前半グループは6回の授業を

図工室にて、6回を音楽室にて活動を行い、後半グ

ループは前半6回の授業を音楽室にて、後半6回

の授業を図工室にて活動を行っている。そして、

最後の3回は合同でリハーサルと発表を行ってい

る。合同の学習活動（最後の3回）では、作った絵

本の歌を歌と伴奏をつけて発表する。

この事例では、知識・技能系の科目で学んだも

のを発展させ、音楽と造形といったような複数の

専門領域を複合した学習内容を作り出す工夫がな

されている。そのため「保育内容（表現）」（仮称）

の授業そのものには学習内容として「知識と技能

の習得」は見られない結果につながっていたと考
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えられる。そして、それぞれの専門性をもつ教員

が単に交代制で授業を担当するだけでなく、協同

で学生の学習を作り出す機会（合同での発表会）

を大切にしながら授業を展開することで、音楽と

造形という2つの専門領域間の連携を図ろうとし

ている。

（2）B大学の事例

B大学では、本研究の分析対象とした科目とし

て、「保育内容演習（表現）」（仮称）（幼稚園教諭・

保育士ともに必修科目）を1コマ開講している。

本授業は3年次に履修する。それとは別に「基礎

技能」に属する科目として音楽、造形、体育にかか

る演習科目が多く開講され、学生は1年・2年次に

履修をする（保育士・幼稚園教諭ともに選択科目）。

加えて「保育の表現技術」にかかる科目も開講さ

れ、学生は3年次に履修する（保育士必修科目）。

「保育内容演習（表現）」（仮称）で取り扱われてい

る学習内容は、「領域『表現』についての理解」

「表現活動のよさや面白さの体験」「教材の研究・

開発」「表現にかかわる子どもの発達の理解」

「知識と技能の習得」の5つである。開講科目数

と授業担当者数の関係は、「Ⅱ 開講科目数：1つ、

担当者数：2名以上」であり、担当教員の専門領域

は、「音楽＋造形＋身体」である。

「保育内容演習（表現）」（仮称）では、音楽・身体・

造形それぞれの専門領域の教員が、5回ずつ担当

するオムニバス形式の授業であり、各領域の授業

は、完全に5コマずつで授業がまとめられている。

本授業では、実際の表現活動を通して感性と技術

を磨き、自分の表現活動を省察することで、子ど

もの表現活動にかかわる知識を深めること、実際

の表現活動を踏まえて、領域「表現」のねらいを読

み取り、子どもの表現を充実させていくために必

要な知識を獲得し、表現活動のための手立てにつ

いて考えていくことが目指されている。

B大学では、1年次・2年次の授業では、各教科

とも、保育現場を念頭におきつつも、音楽・造形・

身体表現の基礎的な実技・知識をつけるというこ

とを中心に行っている。そして、3年次の授業で

は、実技というところから離れて広く表現に着目

した内容になるよう試みている。また、「新聞紙」

という素材を音楽・造形・身体表現の視点から

使ってみるという形で、オムニバスでありながら

も何か共通する視点がもてるよう努めている。

（3）C大学の事例

C大学では、「保育内容表現」（仮称）（幼稚園教

諭・保育士ともに必修科目）という科目名で1科目

が開講されている。学習内容は、「領域『表現』に

ついての理解」「表現活動のよさや面白さの体験」

「知識と技能の習得」「表現する子どもの見方」の

4つである。開講科目数と担当者数の関係は

「Ⅰ 開講科目数：1つ、担当者数：1名」であり、

担当者の専門性は「音楽」であった。

本科目とは別に音楽の技術系科目として、「保育

表現技術【音楽】」（仮称）（必修科目）、「音楽実技」

（仮称）（必修科目）、「音楽表現」（仮称）（選択必修

科目）が配置されている。「保育表現技術【音楽】」

（仮称）および「音楽実技」（仮称）では、音楽の基礎

的な知識・技能の習得が目指されている。「音楽

表現」（仮称）では、音や音楽を介して他者（モノや

人）と関わる経験をもったり、自らが表現者とし

ての自己を知り豊かな表現者として育つことが目

指されている。これらの経験を通して、保育にお

ける音・音楽の意味、子どもにとっての音・音楽

の意味を探ることが学生に期待されている。

これら3つの音楽の基礎的な科目の履修を通し

て学生自身の知識や技能がある程度習得されてい

ることを前提として、「保育内容表現」（仮称）では、

領域「表現」の内容に焦点化して授業を組み立て

ることができる。音楽に関しては、このように学

びの連続性があり、保育者養成としてのカリキュ

ラムの流れが比較的うまく機能していると考えら

れる。しかし、音楽を専門とする教員のみで「保育

内容表現」（仮称）を担当しているため、造形や身

体の基礎的な科目と「保育内容表現」（仮称）との

つながり、連続性について、教員間の連携および
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カリキュラムの検討が必要と考えている。

また、正式な科目としては立てていないが、保育

者に必要な資質・能力の育成を目指すためのいく

つかの教育プログラムを実施している。保育現場

で行われる行事に学生たちが出向いたり、大学の

近隣の幼稚園、保育園、こども園、子ども会などの

子どもたちを大学に招待したりして、製作や参加

型コンサートやペープサートなどを行うプログラ

ムである。子どもの発達段階について考えながら

教材を研究・開発し、活動を考え、そして、実際に

子どもたちとふれあうことを通して、表現活動の

よさや面白さを体験したり、表現する子どもの

見方や子どもの表現を支え育むことについて体験

的に学んだりしている。したがって、これらの

プログラムは、領域「表現」に関連する学びとして

も位置づけることができると考えている。

（4）D大学の事例

D大学では、該当する科目が2科目開講されて

いる。1つは「保育内容演習表現1」（仮称）（幼稚

園教諭・保育士ともに必修科目）であり、もう1つ

は「保育内容演習表現2」（仮称）（幼稚園教諭必修

科目）である。

「保育内容演習表現1」（仮称）で取り扱われて

いる学習内容は、「領域『表現』についての理解」

「表現活動のよさや面白さの体験」「教材の研究・

開発」「表現にかかわる子どもの発達の理解」

「子どもの表現を育てる指導法・環境づくりにつ

いての理解」「活動計画の立案・模擬保育の実施」

「表現する子どもの見方」の7つである。「保育内

容演習表現2」で取り扱われている学習内容は、

「教材の研究・開発」「活動計画の立案・模擬保育

の実施」「表現する子どもの見方」の3つである。

開講科目数と担当者数は「Ⅳ 開講科目数：2つ以

上、担当者数：各2名以上」であり、各担当者の

専門性は「音楽＋造形＋身体」である。これら

2つの科目とは別に、「保育の表現技術」に属する

科目として「子どもと音楽」「子どもと造形」「子ど

もと体育」（ともに仮称）という科目が1つずつ

配置されており、それぞれ基礎技能の習得が目標

となっている。音楽について見てみると、「子ど

もと音楽」（仮称）で弾き歌いに必要となる音楽の

基礎的知識（音楽理論・楽典等）や、演奏の基礎的

な技能を習得し、「保育内容演習表現1」（仮称）に

おいて、子どもの音楽的な表現の多様性や、その

芽生えをどのように捉え、保育者としてどのよう

に伸ばしていくかについて学びを深めていく。

また、「保育内容演習表現2」（仮称）では、シアター

制作を通して表現の総合的な力を身につけるこ

とを狙いとしている。これらの科目を通して、

保育教諭としての資質・能力が幅広く身につく

ことがねらいとしているが、短い時間数の中で

は、基礎となる考え方やとらえる視点、表現の多

様性といった点により重点をおきたいと考えて

いる。

以上のように、4つの4年制大学についての事例

を検討した。それぞれの事例において領域「表現」

にかかる科目について取り扱われていた学習内容

は、微妙に異なっており、表1に見られた9つの

カテゴリーが多様な組み合わせで取り扱われてい

る様子が明らかとなった。その中でも、「領域『表

現』についての理解」「表現活動のよさや面白さの

体験」の2つは共通して取り扱われている内容で

あった。

これら4つの事例に共通するのは、知識・技能

系の科目を基盤に、「教職に関する科目」「保育の

内容・方法の理解に関する科目」「資格科目」等に

属する領域「表現」にかかる科目を展開している

という点である。一方で、異なる専門性をもつ

教員が1つの科目を担当する場合には、合同での

発表会を行う、「新聞紙」という共通の素材を扱う、

シアター制作という各専門性が総合的に必要とな

る表現活動を行う等、それぞれ異なる工夫を通し

て、各専門間の連携・総合性を作りだそうとする

様子が見られた。また、複数の専門性にわたる領

域「表現」にかかる科目を担当する教員が「音楽」

という1つの専門領域をもつ教員である事例も
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存在しており、造形や身体等の専門性をもつ科目

とのつながり、連続性について、教員間の連携お

よびカリキュラムの検討が必要と考えられている

ことが明らかとなった。

6．まとめと今後の課題

以下では、本研究によって得られた知見および

今後の課題についてまとめる。まず、得られた知

見に関して整理する。

学習内容については、「領域『表現』についての

理解」「表現活動のよさや面白さの体験」「教材の研

究・開発」「表現にかかわる子どもの発達の理解」

「知識と技能の習得」「子どもの表現を育てる指導

法・環境づくりについての理解」「活動計画の

立案・模擬保育の実施」「表現する子どもの見方」

「その他」というカテゴリーが見られた。

また、各学習内容が取扱われている数を見てみ

ると、「知識と技能の習得」がもっとも多く、次いで

「表現活動のよさや面白さの体験」「教材の研究・

開発」「領域『表現』についての理解」が多く見られ

た。続いて、「活動計画の立案・模擬保育の実施」

「子どもの表現を育てる指導法・環境づくりについ

ての理解」「表現にかかわる子どもの発達の理解」

が多く見られた。そして、「表現する子どもの見方」

はあまり見られないことがわかった。「その他」

には、「造形表現を通して子どもとかかわる感性・

資質の育成」「鑑賞教育の意義と方法」等が見ら

れた。そして、これらの学習内容が1つの科目で

複数取り扱われている場合もあれば、1つに限っ

て取り扱われている場合も見られた。

開講科目数と担当者数のタイプを見てみると、

「1科目・1名」「1科目・2名以上」「2科目以上・各1名」

「2科目以上・2名以上」「2科目以上・1名／2名以上

の組み合わせ」「2科目以上・全てを1人で担当」と

いう類型が見出された。

授業担当者の専門領域については、「音楽」「造形」

「身体」「劇」「保育」があり、授業担当者が単独の専

門領域をもつ場合、複数の専門領域をもつ場合等

があることが明らかになった。1つの授業におけ

る授業担当者の専門性は、1つのみの場合、2つの

場合、3つの場合等多様であることがわかった。

そして、1つの科目の担当者に2つあるいは3つの

専門性があるケースでは、1名の担当者が複数の

専門性をもつ場合もあれば、1名の担当者は1つ

の専門性のみをもち、複数の担当者で1つの科目

を構成するため複数の専門性のある科目となる場

合もあった。その中で、全体として「音楽」を専門

とする教員が領域「表現」にかかる科目を担当す

る割合が高いことが明らかとなった。

4つの大学の事例検討では、領域「表現」にかか

る科目で取り扱われていた学習内容は、表1に

見られた9つのカテゴリーが多様な組み合わせで

取り扱われている様子が明らかとなった。その中

でも、「領域『表現』についての理解」「表現活動の

よさや面白さの体験」の2つは共通して取り扱わ

れていた。そして、4大学に共通するのは、知識・

技能系の科目を基盤に、「教職に関する科目」「保育

の内容・方法の理解に関する科目」「資格科目」等

に属する領域「表現」にかかる科目を展開している

という点であった。一方で、異なる専門性をもつ

教員が1つの科目を担当する場合には、合同での

発表会を行う、「新聞紙」という共通の素材を扱う、

シアター制作という各専門性が総合的に必要とな

る表現活動を行う等、それぞれ異なる工夫を通し

て、各専門間の連携・総合性を作りだそうとする様

子が見られた。また、複数の専門性にわたる領域

「表現」にかかる科目を担当する教員が「音楽」とい

う1つの専門性をもつ教員である事例も存在して

おり、領域「表現」にかかわる専門性のうち「音楽」

以外の専門性をもつ科目とのつながり、連続性に

ついて、教員間の連携およびカリキュラムの検討

が必要と考えられていることが明らかとなった。

以上の分析を通して、今後の課題が明らかと

なったのではないかと考える。そこで、次に、今後

の課題を5点にわたって、以下に整理する。
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（1）学習内容をいかに構成していくか。

本研究では、表1に見られたように、領域「表現」

にかかる科目には、多様な学習内容があることが明

らかとなった。これらの学習内容を出発点として、

今後、認定こども園との連携等も行いながら、保育

教諭の領域「表現」にかかる資質・能力の育成に必

要な学習内容を検討していくことが大切である。

そして、1つの科目において多様な学習内容が

取り扱われているものがあれば、1つあるいは

2つ程度の学習内容に偏っているものも見られた。

大学（学科・専攻）が置かれた状況、科目担当教員

の専門性、地域の保育ニーズ、全国的な保育ニー

ズ等により、取り扱われる学習内容は大学（学科・

専攻）によって多様であることが望ましいと考え

られる。一方で、取り扱われる学習内容に偏りが

ある場合、大学卒業時に最低限必要な資質・能力

を想定しながら、その他の内容を含む必要がない

のかどうかを検討する必要があろう。あるいは、

異なる科目で他の学習内容が取り扱われ、複数の

科目間で多様な学習内容が補完されるようカリ

キュラムを構成する必要があるのかもしれない。

また、逆に、1つの科目で多くの学習内容が取り扱

われていることにより、学生の学びがそれぞれ深

いものにならない可能性も考えられる。実際の学

生の学びの質を分析し、授業の在り方の改善に

フィードバックしていくことが大切であろう。

（2） 「音楽」「造形」「身体」「劇」等の専門領域がもつ

社会文化的実践を、乳幼児の総合的な遊びの

支援という側面から、いかに再構築していくか。

領域「表現」がもつ学際性・総合性、子どもの

「遊び」という総合性に鑑みれば、「表現にかかわる

子どもの発達の理解」や「表現する子どもの見方」

という学習内容は、大変重要な位置を占めるとい

える。しかしながら、本研究では、これらの学習内容

が大学（学科・専攻）においてそれほど多く取り扱

われているわけではないことが明らかとなった。

それは、「表現」という領域が、大人の社会文化的実

践としての表現活動に比重を置きすぎたものとな

る危険性を伴うことを示しているとも考えられる。

たとえば、「ピアノでの弾き語り」「絵本の制作」

「舞踊や劇を実演する」といった活動から、表現に

かかる子どもの発達やそこで起きている子ども

の表現の解釈についての配慮が欠けた場合、

「遊びとはかけ離れた」音楽・造形・身体・劇等の

活動を学生が経験し学ぶ可能性が潜みやすくな

ることが考えられる。そして、そこでは学習目標

という形で明示された学習成果としての「制作」

「実演」というカリキュラムに加え、学生が「教わ

る」形態を通した明示されない学習成果としての

「活動指導」「実技指導」というヒドゥン・カリキュ

ラムが、領域「表現」が大切にすべき「遊び」「子ど

も」といった要素から学生たちを引き離す可能性

が発生する。

レイブとウェンガーが提唱した正統的周辺参加

論、および実践共同体（Lave & Wenger, 1991）という

概念をもとにとらえるならば、「遊び」「子ども」と

いった要素から引き離されることは、大人がもつ社

会文化的な実践に子どもを適応させるという活動

になることを意味する。しかしながら、それで良い

と考える保育者（あるいは領域「表現」にかかる科目

に携わる大学教員）は少ないのではないだろうか。

大人がもつ社会文化的な実践に子ども（あるいは学

生）を適応させるという適応モデルではなく、子ど

も独自の遊びの中に、どのような社会文化的な実践

が芽生えているかを問いながら、「遊び」という実践

共同体を作りだしていく活動を保育者が支援して

いくという創発モデルで保育をとらえていくこと

を保育者は望んでいるのではないだろうか。そし

て、そのような保育を展開するために、養成課程に

おいても学生が創発モデルとしての授業を経験す

ることを、領域「表現」にかかる科目に携わる大学教

員は望んでいるのではないだろうか。さらには、

「大人の実践共同体に見られる社会文化的実践の子

どもにとっての価値は何か、子どもにとってどのよ

うな意味をもつか」について翻って考えることによ

り、大人の社会文化的実践自体も再構築される契機
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が生まれることは、大人の実践共同体にとっても魅

力的ではないだろうか。将来、保育者となる学生が

養成課程において学ぶ内容として、「表現にかかわる

子どもの発達の理解」「表現する子どもの見方」を重

要視することは、科目担当の教員（および受講する

学生）が「子どもの総合的な遊びの支援」という観点

を重要視することにつながるのではないだろうか。

（3） 育成すべき資質・能力をふまえた保育者養成

課程での領域「表現」の教育の在り方はいか

にあるべきか。

このたびのシラバス分析を行う中で、我々は多

様な学習内容が領域「表現」にかかる科目の中に

見られることに気づいた。それは、「領域『表現』

とは何か」、「子どもの発達を『表現』という領域か

ら見た時に、その発達を支援する保育士・幼稚園

教諭（あるいは保育教諭）にはどのような知識・技

能・資質・能力が必要なのか、どのような支援を行

えばよいのか」が多様であることと関係があるの

ではないかと考えた。これらを問いながら、領域

「表現」の教育の在り方およびそれを支える保育者

の知識・技能・資質・能力を検討していく必要があ

ると考える。

また、「（2）「音楽」「造形」「身体」「劇」等の専門

領域がもつ社会文化的実践を、乳幼児の総合的な

遊びの支援という側面から、いかに再構築してい

くか」にも通ずるが、育成すべき資質・能力をふま

えた保育を検討することが、「総合性」「遊び」が後

退した教え込みや、教科教育に近づいた指導に

なってしまわないように気をつけねばならない。

幼児教育・保育は、型の獲得や知識技能の獲得そ

のものを目的にしているわけではない。もちろん、

型の獲得や知識技能の獲得も大切ではあるが、

それが自己目的化されるわけではない。子どもが

文化的実践に参与する者として成長する過程にお

いて、傍らにいる大人（＝保育者）のもつ文化的な

型・知識技能を習得しようとする生き方・在り方

を重視し、相互作用的・協働的な文化的実践・文化

創造としての表現活動（たとえば、歌を歌う、楽器

に触れる、粘土をこねる、演じる等）であることが大

切にされる必要があろう。そして、そのような価値

をもつ型・知識技能の獲得を通して、「どのような

資質・能力を身につけているのか」も伴いながら説

明されることが望ましいと考える（相澤ら，2015）。

（4） このたびのシラバス分析で行えなかったこと

の追加研究をいかに進めていくか。

このたびの分析では、シラバスから読み取れる

こと、シラバスからのみ判断すると読み損ねるか

も知れないこと、シラバスからのみ判断すると読

み誤るかも知れないこと等に配慮しながら分析を

進めた。しかし、配慮はしつつも「読み損ねる」「読

み誤る」ことはありうる。それらの問題をふまえ、

シラバス分析を補完する意味でも、今後、授業内

容やカリキュラム構成についての詳細な検討のた

めに、実地調査やインタビュー調査を広く実施す

る必要があろう。

また、教職課程の諸科目について、とりわけ、

保育内容・5領域については、「教育要領・保育指針

の内容の項目や内容の取り扱いをきちんとシラバ

ス上で取り上げるべき」「他の科目とのダブりは必

要なら行うし、そうでないなら、（たとえば、保育者

論等との重なりを）避けるべき」（無藤，2016，p.1）

との指摘もある。今後、シラバスへの記載内容の

変化とカリキュラムの整備の進展が予想されるた

め、このたびのシラバス分析における「読み取れ

ること」「読み損ねること」「読み誤ること」の状況

も変容していくことが考えられる。その点につい

ても、配慮が必要である。

（5） 「音楽」「造形」「身体」「劇」等の専門領域間の

関係性をどうとらえるか。

本研究においては、「音楽」と「造形」といったよ

うな異なる専門性をもつ複数の教員が1つの科目

を担当している場合が多く見られた。安村ら

（2010）は「既成のジャンルを超えて、その時々に

必要な技法を模索しながら発見する独自の表現法

への接近には、どのような方法を科目内容にもつ

べきかを検討することが、大きな課題といえる」
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（p.206）と述べているが、領域「表現」の学際性・総

合性に鑑みれば、このような専門性間の関連性に

ついて検討していくことは、やはり大きな課題と

なろう。

仮に、既存の専門性間の関連性を作りだすとす

れば、そのためには、たとえば、1名の授業担当者

が自身の専門領域に加え、他の専門領域の知識・

技能もある程度持ち合わせるべく研鑽に励む方法

（仮に「専門単独包括方式」と呼ぶ）、異なる専門性

をもつ教員が対話や共同実施等をとおして1つ

の科目における専門性を関連・統合させる方法

（仮に「専門相互関連方式」と呼ぶ）、異なる専門性

をもつ教員が分業・交代制で1つの科目を担当す

る方法（仮に「専門分業方式」と呼ぶ）、1つの科目

では各専門性は分業制で実施されるが、別の科目

でそれらの専門性を関連・統合させようとする方

法（仮に「総合・包括方式」と呼ぶ）等の方略が考え

られる。本研究の事例検討においては、合同での

発表会を行う、「新聞紙」という共通の素材を扱う、

シアター制作という各専門性が総合的に必要とな

る表現活動を行う等の工夫を通して関連性を作り

だす「専門相互関連方式」と「音楽」を専門とする

教員1名が科目を担当する「専門単独包括方式」が

垣間見られたが、教員スタッフの構成、地域の保育

ニーズ、全国的な保育ニーズ等により、各大学

（学科・専攻）が取りうる方略は異なってくるであ

ろう。今後、養成校での実態を広く把握する作業

を進め、それぞれの方略における意義と課題につ

いて整理していくことが必要となると考える。

あるいは、既存の専門性を出発点として単に専

門領域間の関連性を作りだすのではなく、新たな

「領域『表現』」という専門性を構築していくこと

が、今後の大きな課題となるかもしれない。

以上のような課題についての検討を今後、我々

としても進めていきたいと考えている。本稿を

お読みいただいて、賛同していただける方、ぜひ

一緒に研究を行いたいとおもってくださる方がい

らっしゃれば幸いである。
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幼保一体化移行に関する実態調査
̶園運営上の課題や保育教諭への期待に焦点をあてて̶

宮里暁美 石倉卓子 井上知香 大方美香 柿沼芳枝
（お茶の水女子大学） （富山国際大学） （常葉大学短期大学部） （大阪総合保育大学） （東京家政大学）

神長美津子 駒久美子 齊藤　崇 島田由紀子 鈴木みゆき
（國學院大學） （和洋女子大学） （日本体育大学） （和洋女子大学） （和洋女子大学）

竹田好美 永井由利子 中田範子
（富山国際大学） （東京成徳大学） （東京家政学院大学）

Ⅰ．問題の所在と研究の目的

2015年4月子ども・子育て支援新制度がスター

トし、全国で認定こども園が次々に設立されて

いる。1） その数は、2014年は1,360園、2015年は

2,836園、2016年5月現在4,001園と年々増加しつ

つある。その多くは、従来の幼稚園・保育所から

認定こども園へ移行した施設である。

各認定こども園においては、よりよい教育・保

育の在り方を求めて懸命の努力が重ねられてい

る。「保育教諭の専門性を探る研修部会」*では、

新しい教育・保育の在り方が形作られようとして

いる「今という時」に着眼点を置き、平成26年9月

より実際に認定こども園の見学を行い、園の特色

や課題、保育教諭の仕事や求められる専門性につ

いて聞き取り調査を行ってきた。事前調査を実施

した園は5園注1）で、いずれも調査時点ですでに

幼保一体化施設としての実践を行っていた園であ

る。これらの事前調査を行う中で、認定こども園

への移行に伴い、実践の場では数々の課題が生じ

ていることを確認した。

認定こども園になった経緯や背景により園運営

上の課題は様々であるが、事前調査をした認定こ

ども園の何れにおいても、園長や主任、保育教諭

が協働しながら、専門家としての「知恵」を絞り、

新しい環境の下で、より質の高い教育・保育を目

指して日々実践を重ねている姿が印象深かった。

まさに、そこには、就学前の教育・保育施設として

新たなものを創造しようとする園長や主任、保育

教諭がいて、日々実践する中で生じる様々な課題

の解決にあたっていることが見て取れた。現在、

新制度実施の下で、こうした熱く真摯な取り組み

をしている認定こども園は少なくないと考える。

これら幼保一体型施設への移行の渦中にいる

「当事者の声」を何らかの形にまとめることによ

り、幼保一体化移行がうまくいかない、あるいは

これから移行を考えている園の参考になるのでは

ないかと考える。

子ども・子育て支援新制度がスタートしたばか

りで、新制度施行当初における移行後間もない認

定こども園の課題についての調査はまだ十分にな

されていない。ましてや、園運営の工夫や本音な

どの「当事者の声」に耳を傾ける調査は少ない。

そこで本研究では、質問紙調査により、できるだ

け「当事者の声」を聞き、認定こども園における

「園運営上の課題と保育教諭への期待」に焦点を

あてて現状把握をすることを試みた。これらの調

査を通して、これからの保育教諭としての専門性

を探る上で、資料の一つになればと考える。

＊ 本研究は、「一般社団法人 保育教諭養成課程研究会」における研究部会の一つである「保育教諭の専門性を探る研修部会」の
メンバーで取り組んだものである。 

pp.31-42
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Ⅱ．先行研究の分析

認定こども園に関する調査として、ベネッセ教

育総合研究所が実施した「第2回幼児教育・保育

についての基本調査報告書［2012年］」（2013）2）

がある。この報告書では、「認定こども園への移

行に関する意識」及び「認定こども園の運営上の

課題と工夫」に関する調査結果が報告されている。

ただし、「認定こども園への移行に関する意識」は、

今後認定こども園へと移行するかどうか、また、

移行にあたっての不安や課題などについての意識

調査に限定している。「認定こども園の運営上の

課題と工夫」は、すでに認定こども園となった園

で運営上抱えている課題を明らかにしている。報

告された調査結果の中から際立った課題をあげる

と、事務的な負担が大きい（74.8%）、補助金が十分

ではない（73.4%）、保育者の確保が困難である

（64.0%）、保育者の負担が過重である（64.0%）、勤

務条件の統一やローテーションづくりが困難であ

る（51.8%）、会議や研修時間の確保が困難である

（65.5%）、保育の反省や翌日の準備を行う時間の

確保が困難である（61.2%）などであった。

また、ベネッセ教育総合研究所「幼児教育の質

を高めるための教員等の研修について～認定こど

も園における研修（園内・園外）の実情と課題～」

（2010）3）では、認定こども園を対象にした調査に

より、認定こども園の保育者に求められる資質や

保育実践上、運営上の課題について報告している。

調査結果によれば、認定こども園の保育者に求め

られる資質について、自由記述182件中、「0～6歳児

の発達を理解し、発達の見通しが持てる」（48件）、

「幼児教育・保育（幼稚園教育要領、保育所保育指

針、幼稚園・保育所）双方への理解・専門性がある」

（47件）、「前向き、謙虚で、学ぶ姿勢、努力する姿勢

や意欲が見られる」（43件）、「保護者とコミュニ

ケーションがとれ、保護者を支援できる」（26件）、

「保育者同士が理解し合い、協調性や思いやりを

持って仕事に取り組める」（23件）があげられた。

保育実践上、運営上の課題としては、「保育者の

資質の維持、向上」（40.0%）が最も多く、次に

「保育（教育）内容・方法の充実」（24.9%）であった。

また、約半数が幼稚園教諭と保育士の連携に課題

があると認識しており、連携に向けての取り組み

が行われている実態が明らかになった。具体的な

取り組み例として、約6割の園で職員会議やミー

ティングを週に数回程度行っていること、約8割

の園が保育者の給与体系や休暇日数等を統一して

いることなどが報告されている。

これらの2つの調査からは、認定こども園の

取り組みや課題、保育教諭に期待されていること

の概要を把握することができる。ただし、2015年

子ども・子育て支援新制度がスタートする以前の

調査であり、現在の子ども子育て支援法に基づく

運営と異なるため、「第2回幼児教育・保育につい

ての基本調査報告書［2012年］」における「認定こ

ども園の運営上の課題と工夫」とは、数値的に異

なることが予想される。また、幼児教育・保育の

基本調査や研修等の実態を把握するものであるの

で、園運営上の課題をどう工夫して解決しようと

しているか、あるいは個々の認定こども園で解決

できることとその限界はあるか、幼稚園教諭や

保育士ではなく保育教諭の専門性として求められ

るものは何か等、幼保一体化移行に関する実態の

把握をするには十分ではない。

Ⅲ．研究の方法

1． 質問紙調査による幼保一体化移行に関する実態

調査

幼稚園・保育所から教育・保育の一体化を目指

す認定こども園へと移行することによって、園の

実情はどのように変化しているだろうか。実態を

知るため、2015年9月より認定こども園の見学を

行い、施設や実践を参観するとともに、園の特色や

カリキュラム、課題、また保育教諭の仕事や求めら

れる専門性についてのインタビューを実施した。
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（調査の概要については、文末の注1）を参照のこと。）

調査対象園を広げ、より広く幼保一体型施設への

移行に関する「当事者の声」を把握するため、事例

調査園での参観と聞き取りの中で得た情報をもと

に調査項目を作成し、質問紙調査を実施した。質問

紙調査では、幼稚園・保育所から認定こども園への

移行による変化、各認定こども園における運営上

の工夫、園長が保育教諭に期待することを尋ねた。

2．調査対象

認定こども園43園に調査票を郵送し、設置者・

園長（施設長）に回答を依頼した。調査対象園は、

都市部と地方に分散し、また公立・私立に分散し

た。移行時期、移行のプロセス等についても多様

性をもたせるように選択した。課題解決への工夫

や本音などの「当事者の声」を大事にしたいと考

え、本研究会のメンバーの紹介から認定こども園

を調査対象とし、対象を絞っている。

そのうち、回答のあった分析対象園は26園で

あり、調査票の回収率は、61.9%であった。また、

これらの分析対象園は、属性の特徴として、認定

こども園への移行プロセスにおいて多様性がみ

られた。分析対象園の属性は以下の表1の通りで

ある。

3．調査時期

調査実施時期は、2016年1月から2016年2月の

1か月間の実施であった。

4．調査方法

質問紙調査は郵送にて実施した。

質問紙である調査票は、事前に行った聞き取り

により得た情報をもとに質問項目を作成した。

属性を尋ねる質問の他に、「事務負担」「勤務体制」

「保育内容」「子ども同士のかかわり」「園行事」

「保育者の研修」「保育者同士の連携」「在園児の保

護者との連携」「行事の参加への保護者の理解」

「地域の子育て支援」「小学校や他の機関との連携」

の各項目について、「認定こども園へ移行したこと

によって、どのような変化がありましたか」（「充実

した」「やや充実した」「変わらない」「やや課題が生

じた」「課題が生じた」の5段階評価）などを尋ねた。

また、「運営上特に工夫されていることを自由にお

書きください」「こども園の先生に期待することは

何ですか」について、自由記述による回答を求めた。

5．分析方法

「認定こども園へ移行したことによって、どの

ような変化がありましたか」の設問については、

表1.　分析対象園の属性

項　目 分　　布

設置者 公立10園，私立16園

地域 大阪府7園，東京都6園，富山県3園，神奈川県2園，静岡県2園， 
福岡県2園，栃木県1園，奈良県1園，愛知県1園，不明1園

こども園のタイプ** 幼保連携型21園，幼稚園型1園，保育所型1園，地方裁量型1園， 
その他2園

移行のプロセス 幼稚園と保育所から幼保連携型認定こども園に移行　5園

幼稚園から認定こども園に移行　9園

保育所から認定こども園に移行　7園

認定こども園として新設　　　　2園

その他の経緯で認定こども園　　3園

移行時期 平成19年度2園，平成20年度1園，平成21年度1園，平成22年度3園，
平成23年度3園，平成24年度4園，平成25年度1園，平成27年度10園，
不明1園

** 調査対象園に施設型給付の幼稚園は含まれていません。
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「事務負担」「勤務体制」「保育内容」「子ども同士の

かかわり」「園行事」「保育者の研修」「保育者同士

の連携」「在園児の保護者との連携」「行事の参加

への保護者の理解」「地域の子育て支援」「小学校

や他の機関との連携」の11項目について、それぞ

れ5段階評価（「充実した」「やや充実した」「変わ

らない」「やや課題が生じた」「課題が生じた」）ご

とに回答を集計した。集計結果及び項目間の比較

により、課題意識の傾向を捉えた。

自由記述データの分析については、「運営上特に

工夫されていること」、「こども園の先生に期待する

こと」の両設問のデータからKJ法（川喜田，1967）

を用いて、カテゴリーに分類した。

本調査で収集した記述データの中から文章ごと

に切片化し、類似したもの同士をグループ化した。

この際にグループに入らないものは、そのまま残

して、グループ化した。「運営上特に工夫されて

いること」の設問に対するデータでは、このグルー

プをカテゴリーとみなした。さらに、「こども園の

先生に期待すること」の設問に対するデータにお

いては、このグループ化したものをサブカテゴ

リーとみなし、さらにグループに集約したものを

カテゴリーとした。なお、「こども園の先生に期待

すること」の設問に対するデータについては、

カテゴリー、サブカテゴリーを生成していること

から、恣意性がないかどうかを確認するために、

KJ法と同時並行で、自由記述データの分析を

フリーソフトウエアのKH Coder注2）を使用し、

テキストマイニングの手法を用いて分析を行った。

このKH Coderを分析に用いることで、恣意的

になる可能性を秘めているカテゴリーの生成プロ

セスより、はるかに客観性が確保できるため、

本研究では、KJ法とKH Coderを併用し、共起ネッ

トワーク注3）（サブグラフ検出・媒介）の分析結果

をカテゴリー生成の結果の恣意性の確認に使用す

ることにした。

さらに、コレスポンデンス分析注4）とも呼ばれる

対応分析を行い、保育内容についての「充実した」

「やや充実した」「変わらない」「やや課題が生じた」

「課題が生じた」5段階評価によって、文章で強調

された語句や関連性の傾向がどのように異なるの

かを分析した。

6．倫理的配慮

分析対象園に対しては、書面により、インフォー

ムド・コンセントを目的とした説明文を調査票の

冒頭に入れ、調査協力に対する同意を得ることを

必須とした。質問紙調査票への回答は任意である

こと、回答の拒否や中断は可能であり、そのこと

を理由として不利益が生じることがないこと、

研究の目的以外に調査データを使用しないこと

などを前提として、調査協力を依頼することで、

倫理的な配慮を行った。

Ⅳ．結果

1．認定こども園への移行による変化

質問項目「認定こども園へ移行したことによっ

て、どのような変化がありましたか」に対する回

答結果は図1のとおりである。選択肢は「充実し

た」「やや充実した」「変わらない」「やや課題が生

じた」「課題が生じた」の5段階評価による。

「事務負担」に関しては、「課題が生じた」（76.2%）

または「やや課題が生じた」（23.8%）との回答が

あったことから、今回の調査におけるすべての園

で課題になっている。

「勤務体制」についても、「課題が生じた」（38.0%）

「やや課題が生じた」（38.0%）、合わせて76.2%で

あり、「事務負担」に次いで課題となっている。

「保育内容」については、「変わらない」（38.1%）

に対して、「課題が生じた」（19.0%）、「やや課題が

生じた」（19.0%）、「充実した」（4.8%）、「やや充実

した」（19.0%）と回答が分かれた。

「園行事」についても同様に、回答が分かれた。

「変わらない」（52.4%）に対して、「課題が生じた」

（9.5%）、「やや課題が生じた」（28.6%）の回答を合
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わせて38.0%であり、「充実した」（4.8%）、「やや充

実した」（4.8%）を合わせた回答9.5%を上回る結

果であった。

「子ども同士のかかわり」については、「変わら

ない」（52.4%）、「課題が生じた」（0%）、「やや課題

が生じた」（19.0%）、「充実した」（9.5%）、「やや充

実した」（19.0%）であった。

「保育者の研修」については、「課題が生じた」

（23.8%）、「やや課題が生じた」（23.8%）であり、全

体の半数弱の認定こども園で課題を感じている。

一方で、「充実した」（4.8%）、「やや充実した」（14.3%）

との回答が合わせて19.0%あり、保育者の研修に

ついては移行前の充実度との兼ね合いもあり、

個々の園による差異がみられるようだ。

「保育者同士の連携」については、「課題が生じ

た」（4.8%）、「やや課題が生じた」（52.4%）であり、

課題を感じている傾向が読み取れるが、その一方

で「やや充実した」（28.6%）、「充実した」（14.3%）

との回答も4割強を占めた。

「在園児の保護者との連携」については、「変わ

らない」（61.9%）の回答が最も多いが、「課題が生

じた」（14.3%）、「やや課題が生じた」（19.0%）を合

わせて33.3%であり、全体として課題を感じる傾

向が捉えられる。「行事の参加への保護者の理解」

についても類似の傾向が見られた。

「地域の子育て支援」については、「充実した」

（19.0%）、「やや充実した」（47.6%）を合わせて

66.7%であった。「小学校や他の機関との連携」に

ついては、「変わらない」（66.7%）の回答が最も多く、

次いで「やや充実した」（33.3%）であった。以上の

ことから、「地域の子育て支援」と「小学校や他の機

関との連携」については、認定こども園への移行に

よって充実したと捉えられていることがわかった。

2．運営上、工夫していること

「運営上特に工夫されていることを自由にお書

きください」として、自由記述による回答を得た。

その内容は延べ42件のうち、「職員の連携・連絡に

関すること」（12件）、「保護者との連携や保護者へ

の配慮に関すること」（11件）、「研修に関すること」

（4件）、「勤務や仕事の分担に関すること」（3件）、

「保育内容に関すること」（5件）、「施設に関する

こと」（4件）、「クラス編成に関すること」（2件）、

「地域の子育て支援に関すること」（1件）であった。

図1.　認定こども園への移行による変化
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「子ども同士のかかわり」、「小学校や他の機関と

の連携」に関しての記述は見られなかった。また、

「子育て支援」に関する記述は1件と極めて少な

かった。これらは、「移行による変化」の設問によ

り捉えた運営上の課題の大きさと比例した結果で

あった。

一方、「事務負担」については、全ての園で「課題

が生じた」「やや課題が生じた」と回答しているも

のの、運営上の工夫についてはほとんど記述され

なかった。これについては、課題がそれだけ困難

なものであることを窺わせる結果であった。

「研修」や「保育内容」に関する記述も比較的少

なかった。この項目については「充実した」との

回答もあり、移行前の園の実態により差異が生じ

ていると考えられる。また、多くの課題を抱える

中で研修や保育内容までなかなか着手できない状

況もあるものと推察する。

回答の中から、「移行による変化」の設問で課題

が見出された「勤務体制」、「保育者同士の連携」、

「在園児の保護者との連携」に関連すると思われ

る記述を抜き出し、表2に示す。

3．保育教諭に期待すること

（1）「保育教諭への期待」の内容

「こども園の先生に期待することは何ですか」

の回答である質的データを、KJ法を用いてカテゴ

リーに分類した（表3）。その結果として、「人間性」

「使命感」「情熱」「教育的配慮」「質の高い保育」

「発達の連続性の理解」「環境を構成する工夫」

「協働性」「保護者支援・指導」の9つのサブカテゴ

リーが抽出された。このうち、「質の高い保育」

「発達の連続性の理解」「環境を構成する工夫」を

保育の「専門性」と見なし、7つのカテゴリーが抽

出された。

次に、「こども園の先生に期待することは何です

か」（自由記述）の回答について、KH Coderを用

いて前処理を行った結果、総抽出語数は1,233語

（異なり語数373語）となった。その中で分析に使

用される語は、521語（異なり語数266語）が抽出

された。

図2は、共起ネットワークの図であり、グループ

分けがされている。「保育」「子ども」といった抽

出語がネットワークの中心をなしており、中心語

となっており妥当であると言える。また、KJ法に

よるカテゴリー、サブカテゴリー分けの結果と

共起ネットワークのグループ分けを比べた結果、

「大人」「人」といった人間性、「自覚」「働く」「意識」

といった使命感、「心がける」「育む」といった情熱、

「教育」「重要」「充実」といった教育的配慮の4つ

のカテゴリーは、専門性などの根幹をなす概念枠

組みのため、該当する抽出語が様々なカテゴリー

に出やすい傾向があり、結果として、該当する抽

出語が様々なカテゴリーのテキストに表れている

ことが確認できた。さらに「教育」「高める」「工夫」

のように質の高い保育、「発達」「連続」「力」「乳児」

のように発達の連続性の理解、「生活」「環境」

「過ごす」「年齢」のように環境を構成する工夫、

「チーム」「コミュニケーション」「連携」「連続」の

ように協働性、「安定」「保護」「支援」「肯定」のよ

うに保護者支援についてのサブカテゴリー、カテ

ゴリーについては、抽出語が、おおよそまとまっ

図2.　保育教諭に期待すること（共起ネットワーク）
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表2.　運営上、特に工夫していること

　勤務体制
職員の負担で対応（未解決）①②，仕事の分担明確化③

① 幼児部（3～5歳）は幼稚園教諭、保育士の2人担任制である。現在、保育士の人数の補充が不十分で、非常勤保育士で対
応しているため保育士はシフト（早・遅番、土曜日保育）には入らない。代わりに幼稚園教諭がシフトに入らざるを得ない。

② 保育時間が倍になったが、職員数が変わらないため、遅番は超過勤務手当てを出すことで長時間働いてもらっている。

③ 幼の正規職員に行事等、負担がかかってしまうことが多い。仕事の分担を明確にし、負担を少なくするように工夫している。

　保育者同士の連携
時間の確保⑥⑧⑨，　新たな会議の設定④⑤⑦，　会議・打ち合わせの進め方の工夫⑪⑫，
会議時間をとるため非常勤の確保⑩，　連携を推進するための役割分担⑬，
連携をとるため職員同士の交流機会の確保⑭，　目的を確認⑮

④乳児と幼児の情報を共有し共通理解するために、企画会議（園長・副園長・主任幼稚園教諭・主任保育士）を行う。

⑤幼は公立、保は民間委託のため連携が課題であり、週一回、月ごとの打ち合わせを大切にしている。

⑥職員会議は月2回、17：15～19：30に設定し、実施。第二職員会議に園内研究の時間を配分、位置づけ実施している。

⑦ 保育を共有するため、運営会議（園長・副園長・主幹教諭2）を月2回実施、クラス会議を月1回、食育会議（栄養士、副園長、
各クラス1）月1回、全体の職員会議を平常保育終了後月1回。他に協議事項がある時は緊急に召集。

⑧ シフト制勤務により、全体で集合する会合が持ちにくい現状の中、短い隙間時間を活用して主体的に相談・協議を行う。

⑨ 毎朝10分ほどのミーティング。当日の保育や園児の健康等の報告・確認を行い、全スタッフが子ども1人1人と関わっ
て育てることを大切にしている。

⑩話し合う時間を確保するため、非常勤を配置して学年会をもてるようにした。

⑪週案打ち合わせ、給食打ち合わせ、担任と早・遅番（保育の非常勤保育士）との連携を行うよう努めている。　　　

⑫ 職員が少人数でチームを組んで運営するよう工夫している。全体の意思統一や共通理解を図ることは主幹保育教諭が
舵取りを行う。

⑬ 園長・副園長以外に園運営をサポートする役割を主任が担い、フリー保育士とともに職員同士の連携を円滑に行えるよう
に役割分担しながら運営している。

⑭3歳児以上と未満児の保育教諭が分かれてしまわないよう、交流が自然にできるよう休憩時間やシフトを配慮する。

⑮ 旧幼稚園や旧保育園が全て一度に幼保連携型こども園になったため、価値観や法律や運用規則の違いなど、さまざまな
すりあわせができず困ることが多い。その都度、“何のために”に立ちかえる努力をしている。

　在園児の保護者との連携
園生活の伝達方法の工夫⑳㉑㉒㉓㉔，　行事についての理解・配慮㉕㉖，
保護者同士の交流・理解の促進⑰⑱，　保護者会の確保⑯，　担任配置の配慮⑲

⑯保護者会は各学期に1回、1年の中で3回実施。

⑰  1,2,3号の違いに関係なく、保護者が園の保護者会に関わり、それぞれの状況に応じた関わり方ができるよう配慮してい
る。親同士のカベは見られない。

⑱  PTA活動には「参加したくてもできない人がいるのだ」という理解を求め、できる人ができることをできる時間にすると
いう意識改革をお願いしている。

⑲3,4,5歳児クラス担任は旧幼稚園・旧保育所の職員が均等になるように配置し、保護者の不安軽減に務めた。

⑳長時間保育児の保護者に保育内容を伝えるため、毎日保育の様子を写真・コメントで掲示。

㉑�保護者に園生活を伝えるため、クラスだよりをカラーにして、写真を入れ、わかりやすく、より見てもらえるものに工夫し
ている。

㉒1号認定の降園時にはクラス担任が保護者に今日の活動や子どもの様子について話す機会をもつ。

㉓ドキュメンテーションの掲示も各クラスで行っている。

㉔1号認定や2号認定の保護者への連絡はホワイトボードに今日の子どもの様子や連絡事項を書いて玄関に掲示。

㉕ 保育短時間・標準時間認定の保護者の考え方や園に望むことも違うため、保護者との連携は（保護者同士の関係も）課題
である。年度初めに園の教育方針、内容はわかりやすく具体的に著した手紙で示す。行事については年間行事を前年度
の2月初めに配布。

㉖ 行事開催は1号、2号、3号認定の保護者が参加しやすい日時を設定。土曜日開催が多く、1号認定の子どもも振替休業
日はとらない。
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たグループのテキストに属していることが確認で

きた。

したがって、表3のKJ法で生成したカテゴリー、

サブカテゴリーについては、恣意性が少ないカテ

ゴリー分類であるといえよう。

以上のことから、表3のカテゴリー、サブカテ

ゴリーが、保育教諭として期待していることであ

ることから、確立されていない保育教諭の専門性

を探る上で、保育の質や発達の連続性、環境を

構成する工夫、協働性、保護者支援などの保育

教諭の専門性を考える際の観点を見出すことが

できた。

（2）保育教諭への期待と保育内容との関連

保育内容についての「充実した」「やや充実し

た」「変わらない」「やや課題が生じた」「課題が生

じた」の5段階評価と「こども園の先生に期待す

ること」の抽出語との関係について、対応分析を

実施すると図3のようになった。保育内容につい

て「課題が生じた」と回答した園と「充実した」と

回答した園の特徴的な抽出語は、認められなかっ

た。また、「やや充実した」と「やや課題が生じた」

は相対的に関連が弱いことが明らかになったの

と同時に、「やや充実した」園は、「高める」「育む」

「チーム」「実践」などの抽出語を使用している傾

向があるのに対して、「やや課題が生じた」園は、

「コミュニケーション」「工夫」「連携」「充実」など

の抽出語を使用している傾向があることが明ら

かになった。つまり、良かれ悪しかれ、「やや」と

意識している園は、特徴的な抽出語を使い、問題

意識に直面していることがうかがえた。さらに、

「充実した」と答えた園の抽出語と「課題が生じ

た」と答えた園の抽出語の傾向として、図3の原

点に近い位置に共に位置しているため、似たよう

な傾向があることが、明らかになった。そして、

「やや充実した」と答えた園と「やや課題が生じ

た」と答えた園とでは、原点から対極に位置して

いるため、抽出語の傾向が全く異なるという結果

となった。

図3.　保育内容で課題あり・充実した×保育教諭に期待すること
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表3.　保育教諭に期待すること

カテゴリー サブカテゴリー 回　答　例

人間性 人間性
1人の大人として、日本人として立派に成長してほしいと思う。
人間性が必要。
子どもの良い手本となるように、人としての生き方を背中で語ってほしいと思う。

使命感 使命感

養護はもちろん教育者としての自覚を持って、自分の品性を高め、こどもたちの教育・保育に取り組むこと。
保育教諭としての自覚を持つこと。
働くということの意義を自覚し、聖職者として一流を目ざして欲しい。
地域の子育て支援の拠点としての自覚と責任を感じ、誇りをもって働くこと。
保育の仕事に誇りとやりがいを持ち、経験を積み重ねていってほしい。
どんなに尊い仕事であるか、美しい姿で子どもの前に立ってほしい。
学び続ける保育者であってほしい。
0～5歳児の教育・保育のプロとしての意識を高めてほしい。

情熱 情熱

子どもたちが保育者の愛情深さを感じ、生涯にわたる自己肯定感の基を育むことができる存在であり
たい。
保育者は子どもにとって家族以外で真に信頼できる大人でありたい。
生活環境の違う子どもたちが、共に過ごすことの意義を考えながら、子どもたちと向き合うことの大変
さ、大切さを感じられる先生であってほしい。
子ども達1人1人に寄り添った保育を日々心がけて欲しいと思います。
365日子どもの成長を考える教師であってほしい。

教育的 
配慮

教育的 
配慮

すべての子どもたちの最善の利益のため、保育を行っていくことが重要である。
「子どもたちのために」を最優先に教育の充実を目指す。

専門性

質の高い 
保育

保育の質の向上。
幼稚園らしさを失わず、質の高い保育を目ざしてほしい。
幼保連携型認定こども園教育・保育要領の理解度を高めること。
コアの時間帯の指導内容の工夫を柔軟に考えていける保育者になってほしい。
保護者が子どもを育てることに喜びと自信がもてるように、子どもの心身の発達についての専門性や
カウンセリングマインド等、保護者を支える資質をもつ保育者になることを期待する。
こども園において“教育”の実施だけではなく、子どもを包括的に支援する資質。

発達の 
連続性の 
理解

0歳児から5歳児の発達を理解し、つながりのある保育をしてほしい。
幼児だけでなく、乳児から幼児教育につながるということを理解する。
0～6歳までの乳幼児期の子どもたちの育ちのすじみちを理解する。
ひとりひとりの子どもの育ちを記録し成長の様子をしっかり説明できる先生であってほしい。
各年齢の発達過程をとらえ保育・教育していくために、具体的な実践を振り返り、分析したことを記録に
残したり、検証したりする研究意欲を職場のチーム力で育んでほしい。
乳児から幼児の発達の連続性を理解。

環境を構成
する工夫

一日の大半をこども園で過ごす子どもたちにとってどのような生活環境であったらよいかを常に考えて
いく専門性をもつこと。
子どもたちひとりひとりが自己発揮できるような環境作りを心がけ、また、保育を展開するようにしている。
それぞれの年齢、発達にふさわしい環境作りを考え、工夫していくこと。

協働性 協働性

チーム保育のあり方など柔軟に考えていける保育者になってほしい。
長時間保育に関わることで、お互いの保育の相違点を理解し、連携していく。
子どもの主体性を大事にした保育を理解し合い、連携を持ってコミュニケーションを図り実践していく。
こども園を組織するスタッフが「子どものたちのために」連絡連携をするコミュニケーション力や常に
連続性を意識して協力し情報を共有し活かし合う力をもつこと。

保護者 
支援

保護者 
支援・指導

保護者が安心安定して生活が送れるよう、保護者支援（不安をとりのぞく、子育ての楽しさを感じる、 
自己肯定感を持つなどの支援）が重要であると考える。
保護者の立場になって対応できる先生であってほしい。
保護者をはじめ地域の方々の信頼を得、心のよりどころとなるような園をめざす。
保護者への指導もできるように。
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Ⅴ．考察

1．園運営における課題と工夫 

園運営上の課題は、「事務負担」に関して最も課

題意識が高い結果であり、全ての認定こども園が

「課題が生じた」「やや課題が生じた」と回答した。

しかし、「運営上、工夫していること」の設問に対

して、「事務負担」の軽減に関する具体的な工夫は

全く記述されなかった。このことから、事務負担

が大きな課題となっているものの具体的な対応策

を見出しにくく、個々の認定こども園では解決し

きれない状況ではないかと推察する。

また、「勤務体制」、「保育者間の連携」に関しても

課題を多く感じている傾向を捉えた。逆に、認定

こども園への移行によって「地域の子育て支援」

や「小学校や他の機関との連携」などは充実した

と感じていることもわかった。

「充実した」という回答がなかったのは、「事務負

担」と「勤務体制」、「行事の参加への保護者の理解」

の3項目であった。「課題が生じた」との回答がな

かったのは、「子ども同士のかかわり」と「地域の

子育て支援」「小学校や他の機関との連携」の3項目

であった。

以上のことから、課題の大まかな傾向が見えた。

「事務負担」「勤務体制」をはじめ、「保育者同士の

連携」など、園の組織としての課題が大きいことが

わかった。これは、認定こども園へ移行したことに

より、組織や職員構成、保育時間の延長等、園運営

の枠組みが大きく変更し保育教諭の働き方が変化

したにもかかわらず、それに伴った職員間の連携

や研修体制等のソフト面ができていないので、

課題となっている。自由記述の中には、会議をもち

にくい状況の中で時間を工面したり、職員間の交流

や価値観の擦り合わせに力を注いだりしている内

容がある。また、仕事の分担を明確に示し一部の保

育教諭に負担が偏らないようにしている例もあっ

た。それぞれの認定こども園において、課題解決の

道を探しているが、根本的な解決となっていない。

一方で、「子ども同士のかかわり」や「地域との

連携」については、認定こども園へ移行したこと

によって「充実した」との実感をもっていること

がわかった。また、「保育内容」や「園行事」につい

ては、課題の生じ方に認定こども園による差異が

みられた。

保護者に関する運営上の工夫は多くあげられ

た。保護者会や行事、園生活の伝達方法などにつ

いて、各認定こども園で工夫を凝らして対応して

いる様子を捉えることができた。

2．園長が保育教諭に期待すること 

「保育教諭に期待すること」として、保育の専門

性はもちろんのこと、それ以外に多くの事柄が挙

げられた。例えば、教育者としての自覚、誇りとや

りがい、責任など、職業人としての意識を求める内

容である。また、子どもたちと向き合う、一人一人

に寄り添う、学び続ける保育者など、保育教諭とし

ての姿勢に関する内容である。人としての手本と

なることや人間性といった内容もあった。これら

の事から、保育の専門性として、根底に人間性や使

命感、情熱などを重要と考えていることがわかる。

保育教諭が、子どもの最も近くで継続的に関わる

大人として、子どもの人格形成に強い影響を与え

る存在であることを意識した結果であろう。

保育の専門性としては、0歳から就学前の子ど

もの発達の連続性を保ち、質の高い教育・保育を

行うことが挙げられた。一方で、造形活動やピア

ノ演奏など具体的な保育技術には触れられていな

い。保育の専門性を、知識や保育技術だけでなく、

幼児理解や保育の質の深化に求めていることがわ

かる。

また、保育者同士の連携について、「互いの保育

の相違点を理解」することや「コミュニケーショ

ンを図る」ことなどが挙げられた。移行による園

運営の課題の一つとなっている保育者同士の連携

の難しさを意識し、解決していきたい願いが映し

出された結果と言えるだろう。



保育教諭養成課程研究　第2号（2016）

– 40 – – 41 –

保護者支援については、「保護者の不安を取り除

く」、「子育ての楽しさを感じる」、「心のよりどころ

となる」などの記述から、保護者の負担軽減に向

けた対応を期待している様子がわかる。

Ⅵ．今後の課題

今回の質問紙調査では、課題解決への工夫や

本音などの「当事者の声」を大事にしたいと考え、

本研究会のメンバーの紹介から認定こども園を調

査対象とし、対象を絞って調査を実施した。実態

調査としては対象園数が十分とは言えず、現状の

一端を捉えたにすぎない。ただし、自由記述から読

み取れる「当事者の声」をまとめ、認定こども園へ

の移行による変化の概要を捉えることができた。

「園運営の課題と工夫」からは、まさに課題解決の

ために現在取り組んでいること、当事者ならではの

取り組みが多数報告されており、移行時の混乱を

乗り越えるための知恵や努力を知ることができた。

今後は調査数を増やし、また個別のインタ

ビューも行い、各項目における具体的な内容や状

況について詳細に捉えていきたい。中でも、大き

な課題であることが判明した「事務負担」や「勤務

体制」については、さらに課題の具体的内容を調べ

るとともに、問題の所在について整理する必要が

ある。これらの課題を解決することが、結果的に、

保育教諭の教育・保育の質の向上に携わる時間を

確保することにつながり、引いては保育教諭の専

門性向上に寄与するものと考えるからである。

園長からの回答は、新たな施設として再出発し

た幼保一体化の移行期ならではの熱い思いに溢れ

ていた。それらはまさに、今後の保育教諭の理想

とする姿を思い描くものであり、保育教諭の研修

の在り方につなげていくべきものと考える。今回は

こども園へ移行した園の園長が期待する保育教諭

像のみを捉えてきたが、保育教諭自身はどうとらえ

ているのか、経験年数や職位によって保育教諭像

は異なるのかということについても、検討していき

たい。「保育内容」や「保育者間の連携」についても、

園長への調査だけでなく、保育教諭を対象とした

質問紙調査を行うことにより、実務にかかわる課題

が見えてくるものと思われる。今後の課題としたい。

さらには、地域をはじめとした園を取り巻く社

会や様々な思いを抱く保護者の層にも目を向け、

保護者はどのような期待や思いをもって保育教諭

をみているのか等、様々な角度から、保育教諭に

求められる専門性について考えていきたい。

注
注1） 事前調査を実施した園は、次の認定こども園

である。認定こども園ポプラの木，新宿区立

あいじつこども園，関東学院六浦こども園，

ゆうゆうのもり幼保園，岩屋保育園（現在岩

屋こども園アカンパニ）。園の施設等を参観

し、主に園長に対して、インタビュー調査を

行った。質問内容は、施設の概要、カリキュ

ラムなどの園運営上の課題、保育教諭に期待

していることなどである。 

注2） KH Coderとは、樋口（2004）が一般に公開し

ているフリーソフトである。樋口（2004）4）

は、テキスト型データについて、計量的に分

析する方法として、分析者のコーディング基

準に則って言葉や文書を分類するDiction-

ary-basedアプローチと多変量解析を用いて

言葉や文書を分類するCorrelationalアプロー

チのいずれかを用いることが従来の方法で

あったことを述べている。従来の方法の問

題点として、Dictionary-basedアプローチは、

分析者にとって都合のよいコーディング規

則が作成される危険性があり、Correlational

アプローチでは、自動的な言葉の切片・要約

には限界があり、分析者がもつ理論や問題意

識を自由に操作し追究することも難しい。

そのため、KH Coderは、Dictionary-basedア

プローチとCorrelationalアプローチを統合

したデータ分析方法を取り入れている。
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注3） 共起ネットワークとは、自由記述データの中で

も、相対的に強く結びついている傾向のある、

つまり出現パターンが似通った抽出語同士を

自動的に抽出し、線で結んだネットワークが検

出される結果図のことである。線で結ばれた

抽出語同士は共起関係を示しており、強い共起

関係ほど太線で表されており、出現数が多い抽

出語ほど大きな円で描画されて、グループごと

に色分けをされて表現される。 

注4） コレスポンデンス分析とも呼ばれる対応分析

は、対応分析の結果図から、語句相互の位置関

係からテキストの傾向が推測できる分析であ

る。原点に近い語句ほど、どのテキストからも

抽出できる傾向のある、あまり特徴のない語句

ということができ、原点から離れている語句ほ

ど、特徴的な語句であり、考察の対象となる。 

引用・参考文献
1） 内閣府子ども・子育て本部報道発表（平成27

年5月8日）　「認定こども園の数について」に

よる．

2） （株）ベネッセ教育総合研究所（2013）　「第2回

幼児教育・保育についての基本調査報告書

［2012年］」，p.84-85．

3） （株）ベネッセコーポレーション ベネッセ次世

代育成研究所（2010）　「幼児教育の質を高め

るための教員等の研修について～認定こども

園における研修（園内・園外）の実情と課題～」，

p.55-65．

4） 樋口耕一（2004）　「テキスト型データの計量

的分析－2つのアプローチの峻別と統合－」 

理論と方法，19（1），p.101-115．
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研究ノート

保育職における結婚および結婚後の 
保育職継続のための困難と求められる支援

Difficulties to get married and to continue working after marriage,  
and required supports for them among child care workers.

若尾良徳
（こども教育宝仙大学）

本研究は、現職保育者（幼稚園教諭、保育士）を対象に質問紙調査を行い、保育者が結婚するにあたって

の困難や問題、また結婚後も保育職を続けるための問題や障害、さらに結婚後も保育職を続けるために必

要なことや必要な支援についての意識を調査した注1）。現職保育者239名（女性223名、男性16名）が質問

紙に回答した。結婚をするにあたっての困難や問題、結婚後の保育職継続の問題や障害に共通して、家事

育児と仕事の両立、持ち帰りの仕事、残業・サービス残業といった回答が多くみられた。また、未婚者では

給与水準の低さも問題となっていた。結婚後の保育職継続の問題や障害として、既婚者では自分の子ども

の病気時の対応や自分の子どもの行事参加が挙げられていた。結婚後の保育職継続のために必要なこと

や必要な支援としては、休みを取りやすい環境が多くみられた。また、未婚者では給与水準の改善、既婚者

では職場の理解や協力体制、職員数の増加、家族や周囲の理解と協力、自分の子どもの保育園・学童が多く

みられた。保育者がキャリア形成、家族形成に希望を持てるための仕組み作りの必要性について議論した。

キーワード：  保育職、結婚、未婚化、ワーク・ライフ・バランス、両立支援

序論

近年、保育者（幼稚園教諭、保育士、保育教諭）不

足が問題とされているが、その要因として、保育

職において、特に若い年齢での離職率が高いこと

が挙げられる。幼稚園教員においては、離職者の

うち75.4%が35歳未満（25歳未満25.3%、25歳以

上30歳未満37.6%、30歳以上35歳未満12.5%）で

あり、若い年齢層での離職率が高い（文部科学省 

平成25年度学校教員統計調査）。保育士において

は、保育所保育士（正規）の年齢構成をみると、

20歳代が32%、30歳代が25%と若い年齢層に偏っ

ており、特に全体の半数をしめる私立の保育所に

おいては、保育士の43%が20歳代である（全国保

育協議会，2012）。また、常勤の保育所保育士のお

よそ半数が7年以下で退職しており（厚生労働省 

平成24年社会福祉施設等調査）、若い年齢層での

離職が多いことがうかがえる。

保育職の早期離職の理由には様々なものが挙げ

られているが、大きな割合を占めているのが結婚

である。幼稚園教員の離職理由としては、「家庭の

事情」が32.8%と最も多く（文部科学省 平成25年

度学校教員統計調査）、そこには結婚や出産が多

く含まれていると考えられる。保育士の離職理由

としては、厚生労働省による調査においては、

「家庭との両立が難しい」（25.6%）、「近い将来結婚、

出産などを控えている」（18.6%）といった理由が

多く挙げられている（株式会社ポピンズ，2011）。

また、東京都の調査では、正規の保育士の離職理

由として最も多いのが結婚（28.9%）である（東京

都福祉保健局少子社会対策部保育支援課，2014）。

すなわち、保育職は、結婚後に家庭と両立しながら

保育職を継続することが難しいという現状がある。

保育職において仕事と家庭の両立が難しいのは、

pp.43-54
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給与水準や労働環境の問題がある。正規の保育士

の離職理由として、結婚以外には給料が安い

（28.4%）、仕事量が多い（27.2%）、労働時間が長い

（25.5%）といったことが多く挙げられている（東京

都福祉保健局少子社会対策部保育支援課，2014）。

保育職においては、仕事量が多く、労働時間が長い

ため、結婚後に仕事と家庭の両立ができず、離職せ

ざるを得ないのであろう。つまり、若年の保育者

は、結婚かキャリア継続かの二者択一を迫られる

という状況があると考えられる。しかし、結婚後

の保育職継続の問題について、現職保育者を対象

とした調査はあまりみられない。そこで、本研究

では、現職保育者を対象に、結婚後の保育職の継続

にどのような困難や問題があると考えられている

のかを調査する。

それでは、結婚後の家庭と仕事の両立のため

には、どのような支援が必要なのであろうか。中根

（2014）は、育児中の保育所保育士7名へのインタ

ビューから、保育職の継続や両立の条件を「親とし

ての育児時間の確保」「夫や祖父母等の日常的な

協力・支援」「保育所等の社会的資源の有効利用」の

3点に要約している。しかし、中根の調査は、既婚

者7名の限られたサンプルであるため、保育者の意

見を十分に集約できていない可能性がある。また

どのような意見が多くみられるのかが不明である。

そこで、本研究では、より多くの現職保育者を対象

に調査を行い、結婚後も保育職を継続するためにど

のようなことが求められているのかを調査する。

ところで、給与水準の低さや労働時間の長さな

どは、若者の未婚化の背景として指摘されている

要因でもある。近年、若者の未婚率は年々上昇し

ており、2010年には30歳代前半の男性の47.3%、

女性の34.5%が未婚となっている（2010年国勢調

査報告）。未婚化の要因として、現代の若者は異性

と出会う機会がないこと、所得が低下しているこ

と、長時間労働や非正規雇用など雇用環境が悪化

していることなどが指摘されている（平成25年度

厚生労働白書；岩澤・三田，2005など）。未婚女性

を対象とした調査でも、結婚の障害として、「結婚

資金」（41.5%）や「職業や仕事上の問題」（17.6%）

という回答が多くみられている（国立社会保障・

人口問題研究所，2012）。また、結婚していない理

由として、未婚女性は「適当な相手にめぐり会わ

ないから」（55.1%）という出会いの問題や、「結婚

後の生活の資金が足りないと思うから」（19.2%）、

「結婚資金が足りないから」（15.4%）という金銭的

な理由を挙げている（内閣府政府統括官，2016）

保育職は、これらの未婚化の要因となる要素を

多く持っている。雇用環境としては、保育職は他

業種と比べて給与水準が低く、長時間労働である

ことが明らかになっている（平成27年賃金構造基

本統計調査）。さらに、保育職は女性がほとんど

であるため、職場においても、保育者養成課程の

学校においても、未婚の異性と出会う機会が限ら

れていると思われる。

このような現状から、未婚の保育者は、将来結婚

できるのかどうかについても不安を抱きやすいので

はないかと考えられる。しかし、現職保育者が結婚

するにあたっての不安に注目した研究はこれまで

行われていない。そこで、本研究では、現職の保育

者を対象に、保育職が結婚するにあたってどのよう

な問題や困難があると考えているのかを調査する。

研究目的
以上のように、本研究では、「保育者が結婚するに

あたっての問題や困難」および「結婚後の保育職の

継続にあたっての困難や問題」、さらに「結婚後も保

育職を継続するのに必要なことや必要な支援」につ

いて現職保育者の意識の実態を明らかにすること

を目的とする。現在保育職として勤務している既

婚者と未婚者の意見を比較検討しながら、保育者の

結婚や家族形成、キャリア形成にどのような困難や

課題があると考えられているのかを明らかにする。

また、若い未婚の保育者が将来のキャリア形成、

家族形成に希望を持てるように、どのような支援

が必要とされているのかを検討する。
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方法

調査協力者
社会福祉法人・学校法人Aの保育所、幼稚園、

子育て支援センターに勤務する職員（保育士、幼稚

園教諭等）239名（女性223名、男性16名）が質問

紙の回答に協力をした。調査協力者の平均年齢は、

38.5歳（SD＝12.1）であった。調査時点での勤務先

は、保育園224名、幼稚園7名、その他5名、無回答

3名であった注2，3）。婚姻状況は、未婚78名（女性

69名、男性9名）、既婚160名（女性153名、男性7名）、

不明1名であった。保育経験年数の平均は10.9年

（SD＝8.43，Range＝0-43）であり、5年未満から

20年以上まで分布していた（Table 1）。

調査内容
質問項目は、（1）「保育職の人が結婚をするにあ

たって困難なことや問題となること」、（2）「結婚

後も保育職を続けるために問題や障害となるこ

と」、（3）「結婚後も保育職を続けるために必要な

ことや必要な支援」のそれぞれについて、自由記

述により回答を求めた。

また、未婚者には、結婚・出産後も保育職を続け

たいかどうかについて、「続けたい」（保育職継続

希望）、「一度辞めて再就職したい」（再就職希望）、

「辞めて家事や育児に専念したい」（専業主婦希望）

のいずれかで回答を求めた。

その他、年齢、性別、婚姻状況、保育職経験年数、

現在の職場（保育園、幼稚園、その他）についてた

ずねた。

調査方法
平成27年5月にA法人の職員研修の前に調査

を依頼し、調査票を各施設より職員に配布しても

らった。研修当日または研修後に回収した。

分析方法
自由記述については、得られた回答を意味的な

まとまりによって切片に分けた。なお、1人の回

答者が意味的に同一の内容について複数回述べて

いる記述はまとめて1つの切片とみなした。それ

らの切片について、質問項目ごとに、KJ法に準じ

た手法を用いて分類した。

結果と考察

保育職継続希望
未婚の調査協力者が、結婚・出産後も保育職の

継続を希望しているかについて男女別に集計をし

た（Table 2）。女性においては、保育職継続希望が

全体の3分の1ほどであり、およそ半数が結婚・出

産を期に一度は保育職を辞めようと考えていた。

Table 1.　調査協力者の保育経験年数の分布

人数 割合

5年未満 54 22.6%

5年～10年未満 57 23.8%

10年～15年未満 53 22.2%

15年～20年未満 26 10.9%

20年以上 37 15.5%

無回答 12 5.0%

Table 2.　未婚の協力者における結婚後の保育職継続希望

　
　

女性 男性 合計
人数 割合 人数 割合 人数 割合

保育職継続希望 21 30.4% 6 66.7% 27 34.6%

再就職希望 19 27.5% 1 11.1% 20 25.6%

専業主婦希望 17 24.6% 0 0.0% 17 21.8%

無回答・その他 12 17.4% 2 22.2% 14 17.9%

合計 69 100% 9 100% 78 100%
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一方、男性においては、 3分の2が保育職継続を希

望していた。

保育職の人が結婚をするにあたっての困難や問題
「保育職の人が結婚をするにあたって困難なこ

とや問題となること」の記述の1人当たりの平均

切片数は、未婚者では1.88（SD＝1.30）、既婚者で

は1.67（SD＝1.28）であり、婚姻状況による差はみ

られなかった（t（236）＝1.22，ns.）。これらの切片

を【出会いの機会】【給与水準】【両立・協力】【業務

負担】【勤務時間・休日】【出産・育児】【周囲に迷惑

をかける心配】【その他】【ない・わからない】の

9の大分類、25の小分類に分類した（Table 3）。

各カテゴリについて未婚者と既婚者とで回答率に

差がみられるかを検討するため、Fisherの正確

確率検定を行った。

【出会いの機会】として、〈プライベートな時間

の少なさ〉、〈出会いのなさ〉が挙げられていた。

Table 3.　婚姻状況ごとの結婚をするにあたっての困難や問題の回答人数と割合

大分類 小分類
未婚

（N＝78）
既婚

（N＝160）
全体

（N＝238）
人数 割合 人数 割合 人数 割合 　

出会いの機会
プライベートな時間の少なさ 8 10.3% 9 5.6% 17 7.1% 　
出会いのなさ 4 5.1% 5 3.1% 9 3.8% 　

計 11 14.1% 12 7.5% 23 9.7% 　
給与水準 給与水準の低さ 13 16.7% 10 6.3% 23 9.7% *

両立・協力

家事育児と仕事との両立 32 41.0% 44 27.5% 76 31.9% *
家族や周囲の理解・協力 3 3.8% 29 18.1% 32 13.4% **
仕事を続けられるか 4 5.1% 3 1.9% 7 2.9% 　

計 33 42.3% 62 38.8% 95 39.9% 　

業務負担

持ち帰り仕事 23 29.5% 21 13.1% 44 18.5% **
仕事量の多さ 7 9.0% 9 5.6% 16 6.7% 　
妊娠・出産時の身体への負担 0 0.0% 5 3.1% 5 2.1% 　

計 27 34.6% 34 21.3% 61 25.6% 　

勤務時間・休日

残業・サービス残業 17 21.8% 22 13.8% 39 16.4% 　
早番・遅番の勤務 4 5.1% 18 11.3% 22 9.2% 　
休みがとりにくい 7 9.0% 14 8.8% 21 8.8% 　
拘束時間の長さ 1 1.3% 4 2.5% 5 2.1% 　
休日出勤 2 2.6% 3 1.9% 5 2.1% 　
居住場所・通勤 1 1.3% 17 10.6% 18 7.6% *

計 27 34.6% 60 37.5% 87 36.6% 　

出産・育児

自分の子どもの病気への対応 1 1.3% 9 5.6% 10 4.2% 　
自分の子どもと関われない 6 7.7% 3 1.9% 9 3.8% 　
子どもの預け先 2 2.6% 4 2.5% 6 2.5% 　
産休・育休取得への不安 2 2.6% 2 1.3% 4 1.7% 　

計 11 14.1% 17 10.6% 28 11.8% 　

周囲に迷惑を 
かける心配

園に迷惑をかける心配 2 2.6% 3 1.9% 5 2.1% 　
結婚・出産のタイミング 2 2.6% 9 5.6% 11 4.6% 　
代わりが見つかるか 2 2.6% 1 0.6% 3 1.3% 　

計 6 7.7% 12 7.5% 18 7.6% 　

その他
保育者へのイメージへのプレッシャー 1 1.3% 1 0.6% 2 0.8% 　
その他 1 1.3% 6 3.8% 7 2.9% 　

計 2 2.6% 7 4.4% 9 3.8% 　
ない・わからない ない・わからない 2 2.6% 16 10.0% 18 7.6% *

Note. * p < .05  ** p < .01
Note. 各大分類の合計は、小分類のいずれかに回答した者の合計であるため、各小分類の回答数の合計と必ずしも

一致しない。
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【出会いの機会】を挙げた者は多くはなかったが、

「まだまだ女性の多い職場なので、出会う機会が

少ない」といった職場での出会いの問題だけでな

く、「職場やプライベートで市内で食事をするに

も、保育者、教職という事を気にかけなければな

らず、出会いは少ないと思われる」「プライベート

の時間が削られてしまう」といったように保育職

特有の問題を挙げる者がいた。

【給与水準】として、〈給与水準の低さ〉が挙げら

れており、「賃金があまり高くないので、経済的な

理由で結婚にふみきれない人も多いと思います」

「仕事量に比べて給料が安い。結婚して家庭を

持った時にやっていける気がしない」といった回

答がみられた。未婚者の方が既婚者より回答率が

高く、未婚の保育者にとって給与水準が低いこと

が将来の結婚への不安につながっていることがう

かがえる。

【両立・協力】として、〈家事育児と仕事との両立〉

〈家族や周囲の理解・協力〉〈仕事を続けられるか〉

が挙げられていた。〈家事育児と仕事との両立〉

には、「仕事と家庭との両立ができるか一番悩む」

「家庭と仕事の両立ができない気がする。家計と

時間のやりくりが大変そう」といった回答がみら

れた。未婚者、既婚者のいずれにおいてもすべて

のカテゴリの中で最も回答率が高く、また未婚者

の方が既婚者より回答率が高かった。〈家族や周

囲の理解・協力〉には、「相手の方やその家族が保

育職の仕事の理解をしてくれるかどうか」「家族の

協力が大事となってくる」といった回答がみられ

た。既婚者の方が未婚者より回答率が高かった。

このことから、未婚者は、結婚した後に両立ができ

るのかを漠然と不安に感じているのに対して、

既婚者では現実的に結婚して仕事と両立してやっ

ていけるかどうかは周囲の理解や協力次第である

と自らの体験から考えているのであろう。

【業務負担】として、〈持ち帰り仕事〉〈仕事量の

多さ〉〈妊娠・出産時の身体への負担〉が挙げられ

ていた。〈持ち帰り仕事〉には、「持ち帰りの仕事

が多いため、家に帰っても仕事をしなければなら

ない」といった回答がみられ、すべてのカテゴリ

の中で回答率が2番目に高かった。また未婚者の

方が既婚者より回答率が高かった。保育職におい

て持ち帰り仕事が多いことは、特に未婚者におい

て結婚を考える余裕をなくし、結婚後の生活に不

安を生じさせる要因になっているといえよう。

【勤務時間・休日】として、〈残業・サービス残業〉

〈早番・遅番の勤務〉〈休みがとりにくい〉〈拘束時

間の長さ〉〈休日出勤〉〈居住場所・通勤〉が挙げら

れていた。〈残業・サービス残業〉には、「時間勤務

であっても、定まった時間に終われず、残業したり

……」「以前勤めていた保育園はサービス残業あた

り前、保育終了後のサービス残業が多く……」と

いった回答がみられ、未婚者、既婚者ともに回答率

が高かった。残業が多いことは、未婚者にとって

は結婚してやっていけるのかという不安につな

がっており、既婚者にとっては現実に結婚後の生

活に支障をきたす要因になっているのであろう。

また、〈居住場所・通勤〉には、「結婚を機に住む場

所が変わることも多いと思うが、職場から遠くな

ると、通勤時間がかかり、大変になることもある」

といった回答がみられ、既婚者の方が未婚者より

回答率が高かった。結婚することで職場からの

距離が離れてしまい、通勤に困難を抱えることは、

未婚の段階ではイメージされにくいのであろう。

【出産・育児】として、〈自分の子どもの病気への

対応〉〈自分の子どもと関われない〉〈子どもの預

け先〉〈産休・育休取得への不安〉が挙げられた。

自分の子どもの育児が仕事と両立できるのかとい

う問題や、「いちばんかわいいであろう我が子の成

長をみれずに他の子の成長を応援しなくてはなら

ないこと」といったように、自分の子どもと関わ

る時間をとれないことも問題と考えていた。

【周囲に迷惑をかける心配】については、〈園に

迷惑をかける心配〉〈結婚・出産のタイミング〉

〈代わりが見つかるか〉が挙げられていた。保育職

は責任の重い仕事であるため、自分が結婚や出産、
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育児で休んだり、辞めたりすることで周囲に迷惑

をかけてしまうことを心配しているのであろう。

結婚後の保育職継続の問題や障害
「結婚後も保育職を続けるために問題や障害と

なること」の記述の1人当たりの平均切片数は、

未婚者では1.49（SD＝1.24）、既婚者では1.99（SD

＝1.36）であり、既婚者の方が有意に多かった

（t（236）＝2.75，p < .01）。これらの切片を、【給与

水準】【両立・協力】【業務負担】【勤務時間・休日】

【出産・育児】【周囲に迷惑をかける心配】【その他】

【ない・わからない】の8の大分類、31の小分類に

分類した（Table 4）。各カテゴリについて未婚者

と既婚者とで回答率に差がみられるかを検討する

Table 4.　婚姻状況ごとの結婚後の保育職継続のための困難や問題の回答人数と割合

大分類 小分類
未婚

（N＝78）
既婚

（N＝160）
全体

（N＝238）
人数 割合 人数 割合 人数 割合 　

給与水準 給与水準の低さ 8 10.3% 6 3.8% 14 5.9% 　

両立・協力

家事育児と仕事との両立 20 25.6% 36 22.5% 56 23.5% 　
家族親族の理解・協力 5 6.4% 26 16.3% 31 13.0% *
配偶者のライフスタイルとの不一致 1 1.3% 2 1.3% 3 1.3% 　
職場等の理解・サポート 0 0.0% 10 6.3% 10 4.2% *

計 24 30.8% 66 41.3% 90 37.8% 　

業務負担

持ち帰りの仕事の多さ 20 25.6% 22 13.8% 42 17.6% *
肉体的、精神的疲労 4 5.1% 3 1.9% 7 2.9% 　
妊娠中のリスク 0 0.0% 4 2.5% 4 1.7% 　

計 22 28.2% 27 16.9% 49 20.6% 　

勤務時間・休日

残業・サービス残業 15 19.2% 17 10.6% 32 13.4% 　
勤務時間の長さ・時短勤務 9 11.5% 10 6.3% 19 8.0% 　
勤務時間（早番遅番・シフト勤務） 1 1.3% 10 6.3% 11 4.6% 　
土日祝日の出勤 1 1.3% 5 3.1% 6 2.5% 　
休みがとりにくい 7 9.0% 23 14.4% 30 12.6% 　
自由がない 3 3.8% 5 3.1% 8 3.4% 　
早退がとりにくい 0 0.0% 5 3.1% 5 2.1% 　
転勤 0 0.0% 7 4.4% 7 2.9% 　
通勤時間 0 0.0% 6 3.8% 6 2.5% 　

計 28 35.9% 67 41.9% 95 39.9% 　

出産・育児

出産・育児全般 1 1.3% 9 5.6% 10 4.2% 　
自分の子どもの保育園の送迎 0 0.0% 3 1.9% 3 1.3% 　
自分の子どもの預け先 5 6.4% 11 6.9% 16 6.7% 　
自分の子どもの病気時の対応 1 1.3% 28 17.5% 29 12.2% *
自分の子どもの土日や時間外の預かり 0 0.0% 4 2.5% 4 1.7% 　
自分の子どもの行事に参加できない 0 0.0% 24 15.0% 24 10.1% *
産休・育休の取得・充実 5 6.4% 6 3.8% 11 4.6% 　
子どもを預けて保育の仕事をすることの葛藤 1 1.3% 2 1.3% 3 1.3% 　

計 12 15.4% 63 39.4% 75 31.5% 　

周囲に迷惑をか
ける心配

周囲に迷惑をかける心配 2 2.6% 12 7.5% 14 5.9% 　
人手不足・代わりがいない 1 1.3% 6 3.8% 7 2.9% 　
出産のタイミング 2 2.6% 5 3.1% 7 2.9% 　

計 4 5.1% 22 13.8% 26 10.9% 　

その他
介護 0 0.0% 2 1.3% 2 0.8% 　
その他 1 1.3% 6 3.8% 7 2.9% 　

計 　 　 　 　 　 　 　
ない・わからない ない・わからない 3 3.8% 3 1.9% 6 2.5% 　
Note. * p < .05 
Note. 各大分類の合計は、小分類のいずれかに回答した者の合計であるため、各小分類の回答数の合計と必ずしも

一致しない。
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ため、Fisherの正確確率検定を行った。

【給与水準】として、〈給与水準の低さ〉が挙げら

れ、「（子育てをするには）お給料が少ない」「一般企

業と比べ給料が安く、子どもを育てたり、家を建て

る上で大変」といった意見がみられた。未婚者、既

婚者とも、結婚するにあたっての困難や問題に比

べて回答率が低く、給与水準の低さは、結婚後の保

育職継続よりも結婚しようとする段階で問題や困

難としてイメージされやすいようである。

【両立・協力】として、〈家事育児と仕事との両

立〉〈家族親族の理解・協力〉〈配偶者のライフス

タイルとの不一致〉〈職場等の理解・サポート〉が

挙げられていた。〈家事育児と仕事との両立〉は、

未婚者、既婚者のいずれにおいてもすべてのカテ

ゴリの中で最も回答率が高かった。〈家族親族の

理解・協力〉には、「結婚後は家族の協力がないと

職を続けることが難しい」「周囲の理解がないと

続けられない」といった回答がみられた。また、

〈職場等の理解・サポート〉には、「上司の子育てと

仕事の両立の理解が得られない時がある」「職場の

皆の協力が必須」といった回答がみられた。〈家族

親族の理解・協力〉と〈職場等の理解・サポート〉

については、既婚者の方が未婚者より高かった。

既婚者では現実的に両立していけるかどうかは家

族や職場の理解や協力次第であると自ら経験から

考えているのであろう。

【業務負担】として、〈持ち帰りの仕事の多さ〉

〈肉体的、精神的疲労〉〈妊娠中のリスク〉が挙げ

られていた。〈持ち帰りの仕事の多さ〉は回答率

が高く、結婚後に保育職の継続を妨げる大きな要

因と考えられている。また、未婚者の方が既婚者

より高かった。これは、既婚者は持ち帰り仕事を

配慮されることがあるため、未婚者は既婚者に

比べて実際により多くの仕事を持ち帰っており、

負担を感じているのかも知れない。〈妊娠中のリ

スク〉には、「妊娠後は流産や園児の流行の感染症

が伝染らないように注意が必要」といった保育職

に特有のリスクに関する回答がみられた。

【勤務時間・休日】として、〈残業・サービス残業〉

〈勤務時間の長さ・時短勤務〉〈勤務時間（早番

遅番・シフト勤務）〉〈土日祝日の出勤〉〈休みが

とりにくい〉〈自由がない〉〈早退がとりにくい〉

〈転勤〉〈通勤時間〉が挙げられていた。〈残業・サー

ビス残業〉〈休みがとりにくい〉〈勤務時間の長さ・

時短勤務〉が多くみられ、家事育児との両立をする

ための時間が問題とされているようである。

〈残業・サービス残業〉には、「正規で仕事を続けて

いくには残業など多く負担が大きい」といった回

答がみられた。〈休みがとりにくい〉には、「休みを

とりたい場合にも、勤務先の行事と重なったり、な

かなか休めない」「クラス担任だと、クラスのこと

が気になり、行事等があると休みづらい」といった

回答がみられた。〈勤務時間の長さ・時短勤務〉に

は、「時間的に無理がある（早番遅番・会議・研修な

ど）」「時短が取れるか取れないか」といった回答が

みられた。

【出産・育児】として、〈出産・育児全般〉〈自分の

子どもの保育園の送迎〉〈自分の子どもの預け先〉

〈自分の子どもの病気時の対応〉〈自分の子どもの

土日や時間外の預かり〉〈自分の子どもの行事に参

加できない〉〈産休・育休の取得・充実〉〈子どもを

預けて保育の仕事をする葛藤〉が挙げられていた。

〈自分の子どもの病気時の対応〉〈自分の子どもの

行事に参加できない〉について、既婚者は未婚者よ

り回答率が高く、出産後も保育職を継続するにあ

たって、子どもの病気時の対応や子どもの行事へ

の参加が課題となっていることが明らかになっ

た。〈自分の子どもの病気時の対応〉には、「子ども

が急に体調を崩した時に対処できない」といった

回答がみられた。〈自分の子どもの行事に参加で

きない〉には、「家事、子育て、学校等の行事など重

なることも多い」「子どもと園行事が重なり子ども

の行事に参加できない」といった回答がみられた。

【周囲に迷惑をかける心配】として、〈周囲に迷

惑をかける心配〉〈人手不足・代わりがいない〉

〈出産のタイミング〉が挙げられていた。
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結婚後の保育職継続のために必要な支援
「結婚後も保育職を続けるために必要なことや

必要な支援」の記述の1人当たりの平均切片数は、

未婚者では0.99（SD＝0.92）、既婚者では1.52（SD

＝1.03）であり、既婚者の方が有意に多かった

（t（236）＝3.86，p < .001）。これらの切片を【給与

改善】【両立のための協力や支援】【業務負担の配

慮】【勤務時間・休日の配慮】【育児支援】【その他】

【ない・わからない】の7の大分類、19の小分類に

分類した（Table 5）。各カテゴリについて未婚者

と既婚者とで回答率に差がみられるかを検討する

ため、各小分類についてFisherの正確確率検定を

行った。

【給与改善】として、〈給与・手当の改善〉が挙げ

られており、「手当や給料の見直しが必要だと思い

ます」「パートとなってもきちんと責任を持って

働くためにもそれなりのお給料は欲しい」といっ

た回答がみられた。未婚者の方が既婚者より回答

率が高かった。未婚者の方が、給与水準の低さが

結婚するにあたっての問題になると考えており、

結婚後に保育職を継続するために給与や手当の改

善が必要と考えているようである。

【両立のための協力や支援】として、〈家庭と仕

事の両立支援〉〈職場の理解や協力体制〉〈職員数

の増加〉〈家族や周囲の理解と協力〉が挙げられて

いた。既婚者において、〈職場の理解や協力体制〉

Table 5.　婚姻状況ごとの結婚後の保育職継続のために必要なこと・必要な支援の回答人数と割合

大分類 小分類
未婚

（N＝78）
既婚

（N＝160）
全体

（N＝238）
人数 割合 人数 割合 人数 割合 　

給与改善 給与・手当の改善 11 14.1% 8 5.0% 19 8.0% *

両立のための 
協力や支援

家庭と仕事の両立支援 4 5.1% 15 9.4% 19 8.0% 　
職場の理解や協力体制 2 2.6% 25 15.6% 27 11.3% **

職員数の増加 7 9.0% 24 15.0% 31 13.0% 　
家族や周囲の理解と協力 6 7.7% 36 22.5% 42 17.6% **

計 17 21.8% 80 50.0% 97 40.8% 　

業務負担の配慮
持ち帰り仕事の削減 2 2.6% 4 2.5% 6 2.5% 　
仕事量の削減 6 7.7% 6 3.8% 12 5.0% 　

計 8 10.3% 10 6.3% 18 7.6% 　

勤務時間・休日
の配慮

休みを取りやすい環境 11 14.1% 31 19.4% 42 17.6% 　
定時で終われること 7 9.0% 7 4.4% 14 5.9% 　
勤務時間の配慮 7 9.0% 23 14.4% 30 12.6% 　
勤務地の配慮 0 0.0% 7 4.4% 7 2.9% 　

計 21 26.9% 62 38.8% 83 34.9% 　

育児支援

産休・育休の保障・充実 4 5.1% 19 11.9% 23 9.7% 　
自分の子どもの保育園・学童 5 6.4% 26 16.3% 31 13.0% *

病児保育の拡大 0 0.0% 3 1.9% 3 1.3% 　
計 9 11.5% 43 26.9% 52 21.8% 　

その他

相談できる窓口（カウンセリング等） 0 0.0% 3 1.9% 3 1.3% 　
スキルアップのための支援 1 1.3% 1 0.6% 2 0.8% 　
個々の自覚・能力 1 1.3% 2 1.3% 3 1.3% 　
その他 0 0.0% 2 1.3% 2 0.8% 　

計 2 2.6% 8 5.0% 10 4.2% 　
ない・わからない ない・わからない 3 3.8% 1 0.6% 4 1.7% 　
Note. * p < .05  ** p < .01
Note. 各大分類の合計は、小分類のいずれかに回答した者の合計であるため、各小分類の回答数の合計と必ずしも

一致しない。



保育教諭養成課程研究　第2号（2016）

– 50 – – 51 –

〈職員数の増加〉〈家族や周囲の理解と協力〉の回

答率が高かった。〈職場の理解や協力体制〉には、

「上司や職員に理解してもらえれば続けていける

と思います」「上司のみでなく、他職員の結婚・出

産・育休・復帰後の休みの取り方への理解が必要」

といった回答がみられた。〈職員数の増加〉には、

「保育の準備や書類などの仕事ができる時間が

とれるように職員数を配置してほしい」「育休や

時短などまわりに迷惑をかけている感を持たずに

とれるようにその分の補充をする」といった回答

がみられた。〈家族や周囲の理解と協力〉には、

「夫の理解力が必要」「親の援助が欲しい」といった

回答がみられた。〈職場の理解や協力体制〉〈家族

や周囲の理解と協力〉について、既婚者の方が未

婚者より有意に高かった。現状では結婚後に保育

職を継続するために、周囲の理解や協力が得られ

るかどうかがもっとも大きな要因と考えられてい

ることが明らかになった。

【業務負担の配慮】として、〈持ち帰り仕事の削減〉

〈仕事量の削減〉が挙げられていた。持ち帰り仕事

は、結婚や結婚後の保育職継続にあたっての困難

や問題として多く挙げられていたが、必要な支援

としては持ち帰り仕事の削減という回答はあまり

みられなかった。

【勤務時間・休日の配慮】として、〈休みを取りや

すい環境〉〈定時で終われること〉〈勤務時間の配

慮〉〈勤務地の配慮〉が挙げられていた。〈休みを

取りやすい環境〉には、「家や子どもの用事でも、

すぐに休みが取れる職場環境」「1人担任になった

場合、適切な支援（休みの体制）が受けられる環境

が必要」といった回答がみられた。〈定時で終われ

ること〉には、「仕事を続けたい気持ちもあるが、

時間内に仕事が終わるような配慮が必要」「家族と

保育職の両立をしていく為に、勤務時間で仕事を

終わらせられる」といった回答がみられた。〈勤務

時間の配慮〉には、「時短など使いやすい環境にな

ること」「家庭の事情に合わせた勤務体制」といっ

た回答がみられた。〈勤務地の配慮〉には、「家庭

の事情に合わせた勤務場所」「職場で、子どもがい

ることをもう少し考慮し、配置、異動を考えてほし

い」といった回答がみられた。既婚者において、

〈休みを取りやすい環境〉〈勤務時間の配慮〉の回

答率が高く、自分の子どもの病気の際や行事の際

に対応しやすい環境を求めているのだと考えられ

る。〈勤務地の配慮〉については、本研究の協力者

である社会福祉法人・学校法人Aは複数の園を有

しており、そのなかで異動があるため、居住地に近

い園への配属を希望していると思われる。

【育児支援】として、〈産休・育休の保障・充実〉

〈自分の子どもの保育園・学童〉〈病児保育の拡大〉

が挙げられていた。〈産休・育休の保障・充実〉に

は、「育児休暇を長く取れると良いと思う」「出産

後、育児休暇を長く取ることに抵抗のない雰囲気

があるとよいかもしれない」といった回答がみら

れた。〈自分の子どもの保育園・学童〉には、「子ど

もが生まれた際、復帰のために預け先の確保」

「一時保育が、自分の園ですぐ利用できると良いと

思いました」といった回答がみられた。既婚者に

おいて、〈産休・育休の保障・充実〉〈自分の子ども

の保育園・学童〉の回答率が高かった。また、〈自分

の子どもの保育園・学童〉について、既婚者の方が

未婚者より有意に高かった。出産後も保育職を

継続したくても、自分の子どもを保育所に入れられ

ないため、あるいは自分の子どもが小学生になっ

たときに学童保育に入れられないため、保育職を

続けられないという実態があることがうかがえる。

総合考察

結婚後の仕事と家庭の両立と労働環境
仕事と家庭の両立の問題が、結婚するにあたっ

ての、また結婚後の保育職継続においての困難や

問題になると考えられており、特に未婚者では

4割が回答していた。仕事と家庭の両立が問題に

なるのは、持ち帰り仕事や残業・サービス残業が

多いために、労働時間が長く、プライベートな
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時間がとれないという労働環境の結果と考えられ

る。しかし、結婚後の保育職継続のために必要

なことや必要な支援として、持ち帰り仕事の削減

や定時で終われることを挙げた者は少なかった。

これは、現実的には仕事量や労働時間を減らすこ

とは容易でなく、1人の保育者の仕事量や労働時

間を減らすことで他の人に負担がかかったり、

園の運営に支障がでたりと、周囲に迷惑をかける

と感じるからであろう。一方、結婚後の保育職継

続のために必要なことや必要な支援として、既婚

者においては家族や周囲の理解と協力が最も多

かった。これは、先行研究（中根，2014）において、

育児中の保育所保育士が保育職の継続や両立の

条件として挙げている「夫や祖父母等の日常的な

協力・支援」と一致している。保育職の仕事と家庭

との両立が制度や仕組みのなかで十分に保障され

ていない中で、園に迷惑をかけたり、保育に支障

を来さないためには、家族や職場などの周囲の

人びとの理解や協力でやっていかざるを得ない現

状があるのだろう。

また、既婚者においては、結婚後も保育職を継続

するにあたって、自らの子育て、特に病気時の対応

や行事への参加が課題となっていることが明らか

になった。この問題は、休みが取りにくいという

問題とつながっており、必要な支援として、休みを

取りやすい環境を作ることが求められている。

以上のような仕事量や労働時間の削減、自らの

育児への対応の問題に対して、最も有効な支援は、

「職員数の増加」であると考えられる。職員が増

えれば、仕事量、勤務時間を分散させて、1人当た

りの負担を削減することができ、保育職と家庭と

の両立がしやすくなるであろう。

また、結婚後の保育職継続のために必要なこと

や必要な支援として、自分の子どもの保育園・学

童という意見も多く見られた。これは、先行研究

（中根，2014）において示された「親としての育児

時間の確保」「保育所等の社会的資源の有効利用」

と一致している。出産後も保育職を継続したくて

も、自分の子どもを保育所に入れられないため、

あるいは自分の子どもが小学生になったときに学

童に入れられないため、保育職を続けられないと

いう実態があるのであろう。保育者が自分の子ど

もの預け先がなく、保育職を継続できないのであ

れば、保育者不足につながり、待機児童問題を悪

化させることになる。保育職に就いている者が、

自分の子どもを優先的に保育所や学童保育にいら

れるような仕組みや、勤務先の園に自分の子ども

を預けることができるような制度を充実させるこ

とも必要であろう。

給与水準
給与水準が低いことは、未婚者において将来の

結婚への不安につながっており、給与の改善が結

婚後に保育職を継続するために必要なことの1つ

と考えられていた。現職保育士が保育士を辞めた

い理由として「給料が安い」（65.1%）が最も多いと

いう調査結果もあり（東京都福祉保健局少子社会

対策部保育支援課，2014）、保育士の給与改善は大

きな課題である。しかし、既婚者の回答をみると、

結婚や結婚後の保育職継続の問題として給与水準

をあげたものは未婚者に比べて少なく、結婚後の

保育職継続のために必要なこととして、給与の改

善をあげたものも多くなかった。結婚後も何らか

の形で保育職を続けている者にとっては、給与は

そこまで大きな問題となっていないのであろう。

すなわち、給与水準の改善は、若い未婚の保育者

が将来の保育職継続に希望を持つために有効な支

援といえよう。一方で、現状保育職を継続してい

る既婚の保育者においては、給与の改善よりも、

人員を増やして、仕事量や労働時間を改善するこ

との方が有効な方法であるといえる。

出会いの問題
出会いのなさは保育者の結婚を妨げる要因に

なっていると予想されたが、結婚をするにあたっ

ての困難や問題として出会いのなさを挙げた
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者は少なかった。その理由として、男性が結婚し

たいと思う女性の職業として幼稚園教諭や保育

士が最も高い割合であるという調査結果もあり

（アニヴェルセル株式会社，2016）、保育者は職場

や学校での出会いは少ないが、職場や学校以外で

の出会いの機会を作ることは難しくないのかも

知れない。そうはいっても、プライベートの時間

が限られているという問題が挙げられており、

その背景には、持ち帰りの仕事や残業・サービス

残業、休日出勤といった保育職の労働環境がある

と考えられる。

本研究の限界と今後の展望
本研究の協力者は一法人の保育職員であるた

め、すべての保育職にそのままあてはめることは

できない。保育職の労働環境は、運営主体や規模

によって大きく異なっていると考えられるためで

ある。今回対象となったA法人は私立であるが、

職員の年齢構成や労働環境は、国公立と私立では

大きく異なっている。また、A法人は複数の保育

所、幼稚園等を運営し、200名以上の保育職員を抱

える大規模な法人であるが、小規模園では異なる

点も多くみられるであろう。さらに、本研究の協

力者は、保育所保育士が中心で、幼稚園教諭は非

常に少ない。保育所と幼稚園では労働環境や慣習

は異なっているであろう。今後は、様々な保育現

場を対象に調査を行い、結婚の困難、結婚後の保

育職継続の困難や支援のあり方に違いが見られる

か、明らかにしていく必要があろう。

さらに、本研究は保育職における結婚や結婚後

の保育職継続の困難やその支援について、現職保

育者の意識を明らかにしたが、今後はそれらの困

難が、実際に結婚や保育職継続にどの程度影響し

ているか明らかにしていく必要がある。

まとめ
保育職においては結婚後に保育職を継続するこ

とに困難があり、仕事か家庭かを選択せざるを得

ない状況におかれている。保育者が将来のキャリ

ア形成、家族形成に希望を持てるようにするため、

給与水準を改善するとともに、仕事量や労働時間

を削減するために人員を増やし、仕事と家庭の両

立をできるようにしていくことが求められる。

注
注1） 本研究は、科学研究費助成事業（基盤研究（C））

「保育職のキャリア形成と結婚・家族形成の

ライフコース経路とその促進・阻害要因」

（課題番号15K04090、研究代表者：若尾良徳）

による研究成果の一部である。

注2） A法人は、保育園、幼稚園以外にも、高齢者

支援や障害者支援の事業を展開しており、

法人内の異動により保育、幼児教育以外

の職種を経験している職員もいる。また、

A法人の所在地域は、地方の中核都市で、調

査年度の4月1日時点で400名を超える待

機児童が存在する。

注3） 本調査はA法人の研修に参加した職員に、

事前に各園を通して配布をしているため、

実際の配布数が把握できておらず、正確な

回収率は不明である。ただし、研修に参加

した職員数が、243名であるため、回収率は

90%を越えていると推測される。
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記念講演

幼保の養成校のこの2年間の課題を整理する

保育教諭養成課程研究会理事長 

無 藤　隆（白梅学園大学）

ここでは、養成校として何をなすべきかという

ことで改めて議論を整理したいと思います。

具体的に考えるべき事柄が幾つかあるというこ

とで、10個ほどの課題にまとまることができます。

おそらく平成28年度と平成29年度、そして多分

30年度に入るぐらいの課題となるのだろうと思

うので、その準備が必要です。

養成校として教職課程の動向等の研修をする
第1は、養成校としてしっかり研修していくべ

きだということです。私は危機を感じるのです。

養成校として例えば今後の教職課程とか保育士

養成課程とかがどうなっていくかについての強

い関心をもって、常にそれに向けて工夫をしよう

としているところもあるけれども、必ずしもそう

いうところばかりではないわけです。その辺の

ことで文科省も厚労省も救済措置とか移行措置

を用意するものだとは思います。しかし、今回は

さまざまな事情で余りゆとりがない時間設計の

中で動く感じがいたしますので、本年度から十分

いろいろな意味での研修をなさったほうがよい

のではないかと思うわけです。

養成校の教員として、今の時代ですから幾らで

も情報はとれるはずではありますが、自動的に

養成校にさまざまな情報が行く仕組みが整って

いないわけです。もちろん実際には通知が行っ

ているわけですし、インターネットで、1ヵ月おく

れかもしれないけれども、資料を読むこともでき

ます。それから保育士は、保育士養成協議会で

一応伝達講習はあることはあるわけですけれど

も、私がみたり聞いたりしている限りでは、そう

いうことについてのアクセスをそもそもしない

ところもありますし、正直いって、してもよくわ

からないだろうと思うこともあります。そうい

う意味で、立ち入った研修というのがやはり必要

だと思います。これが第1の課題で、これは本年

度中になさったほうが安全だろうとみていて思

います。

カリキュラム編成を進める
2番目が最大の課題です。カリキュラム編成を

ちゃんとやりましょう。まだ細かいことは決まっ

ていないのですが。一番わからないのは、再課程

の認定の細かい基準なのです。これは多分やっ

てみないとわからないところがあります。来年

度は準備だということかと思いますが、その準備

の中には、各養成校としてこういうカリキュラム

をやるとか、こういう教員構成をやることを整え

なさいということとともに、文科省としての認可

の基準の程度のめどを出したりするので、その辺

にも気をつけながら一緒に考えましょうという

趣旨だと考えていただいていいと思います。

モデルカリキュラムなども出てくるかも知れ

ませんが、そういうのが出て、完成してから自分

の養成のカリキュラムを整えるのだと厳しい時

間になるという気がするので、並行しながら議論

し、学内を整えていったほうがいいのではないか

と思います。例えばインターンシップを導入さ

pp.55-64
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れる動きがありますが、あれはオプションなの

で、義務ではないのですが、教育実習の中に学校

インターンシップも含むことができると書いて

あります。意味合いとしては、そういうものを入

れたほうが望ましいという意味です。ですから、

入れないともちろん課程認定がだめになるわけ

でもないし、入れないと高校から受験生が来なく

なるということでも必ずしもないと思いますけ

れども、選ばれると考えたときに、高校生がどう

いう基準で選ぶがわかりませんが、偏差値が高け

ればどこでもともかく行くのかもしれませんが、

養成の中身としてインターンシップがあるかな

いかが多分幾つかのポイントの1つとしては重視

されるだろうと思うのです。

インターンシップがどのぐらい有効かという

話はまた別ですけれども、ごく常識的に考えれ

ば、教育実習期間を長くすることに近いことであ

るわけです。そもそも文科省も、実をいうと保育

士のほうの厚生労働省保育課もそうですけれど

も、実習期間を長くしたいということは20年前

からいっていますが、現実的に長くするのは無理

です。我が国の教員なり保育士なりの養成のカリ

キュラムのやり方を根本から変えないと無理なの

です。だけれども、これは非常に深刻な問題で、

例えば厚生労働省の頭にあるのは主に看護師だ

と思うのです。そうすると、看護師の養成モデル

を考えたときに、保育士などの専門性というのは

歴然と低いわけです。実務的に、あしたから役立

つという意味ですけれども、それは圧倒的に実習

時間が少ないということでもあります。でも、教員

もたかだか4週間ですから、これも非常に少ない。

少ないというのは幾つにも響いてくるわけで、就

職した1年目、初任の段階から担任をもつような

仕組みにおいては非常にまずい事態であるとい

うこと。それから、文科省の参考資料みたいなも

のにも出ていると思うのですけれども、諸外国の

教員養成の実習時間と比べれば、日本は非常に時

間が少ないことも明らかです。

もちろん解決策は幾つかあるわけで、一番単純

な解決策は、例えば4年生の場合に、普通の授業は

全部3年間でとり終えて、4年目、全部実習に

当てるというのが一番単純な解決方法ですけれど

も、それを実行するのには幾つかの障害があるの

です。中高の場合には開放性なものですから、

要するに教育学部とは限りませんので、医学部だ

の工学部だから取れるわけですから、そういうと

ころでそういうやり方はまず不可能なのです。

小学校課程が一番可能性があると思うのですけれ

ども、一部の教育学部はそれに近い形をとる可能

性があります。教育実習プラスインターンシップ

という形です。だけれども、国立大学教育学部で

インターンシップをかなり導入しているところ

も、多分週にたかだか1日ぐらいですか、それ以上

はいろいろな理由でなかなか増やせない。それは

大学教員側の手間の問題やら受け入れる現場側の

問題やら、いろいろあるのです。

1つの問題は、それだけ手間をかけて実習して、

採用されて働くならまだいいのですけれども、

就職率が半分ぐらいだとすれば、やはりそういう

人たちを現場もそこまで丁寧に指導したくないは

ずです。という問題もあるし、現場側のゆとりも

それほどあるわけではない。これは誰も触れない

問題ですけれども、教育実習や保育実習を引き受

ける現場側に若干の謝礼金は行きますが、それ以

上の一切の補助金や人員配置はないわけですか

ら、実習を受ける園とか学校側は、いうなれば

ボランティアでやっているという気分です。その

気分は間違っていないわけです。今のように補助

金や人員の配置もないし、各園や学校は実習を引

き受ける義務づけがはっきりしていないのです。

何となくやっているわけです。だから、法令で

義務づければいいのです。ただ、義務づけると、

お金を出さなければならなくなるので、おそらく

誰もそこに踏み切ろうとしないのかも知れませ

ん。ということで、暗黙のうちに触れないで、

なあなあでやろうとする。なあなあでやれる範囲
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が2週間から4週間で、それ以上はみんな嫌だと

いうことになるのだろうと思います。なかなかそ

れを越えられないということです。

もう1つの手だてが実はあって、それは就職し

てから、担任ではなくて副担任にするというやり

方なのですけれども、これは一部、小学校で試行さ

れておりますが、当然ながら人件費がふえるので、

多分全国化はできないと思います。機械的に試算

して、100億どころではなかったと思うのです。

ものすごくお金がかかるので、これは無理なので

す。でも、それに近い仕組みは、例えば保育所の

場合には必ずしも主担任に新任がならなくても

できるとか、中学校の場合には教科担任をするけ

れども、学級担任はしなくていいと大体やれるの

で、部分的には可能なのですが、幼稚園、小学校

の場合にはなかなか無理だろう。そういう意味

で我が国の教員養成、それから保育士も根本的矛

盾を抱えておりまして、それを解決できないので

す。これからの10年、今のところ解決の見込み

がないのではないかと思います。

では、どうすればいいかということなのですけ

れども、いい手だてはないので、国立大学の教育

学部でこの10年ぐらいいろいろな改革をしてい

る中の1つがインターンシップを増やしています。

いわばインターンシップはただですから、国とし

てもやってくださいと乗ってきたというのが本当

のところかなと思うのです。インターンシップ

をやったからといって、人はつけてくれません。

補助金はふえません。ただ、ひたすら担当教員の

手間がふえていきますので、どうしたらいいのか

と思いますが、やらざるを得ないと私は踏んでお

りますので、どういう形でやっていくか。

また、お願いしますの電話一本では済まないの

で、お願いの手間というだけではなくて、受ける

側の負担があります。インターンシップというの

は、必ずしも保育するとか授業する必要はなくて、

見学でもいいし、極端にいえば事務のお手伝いで

も何でもいいわけですから、受け入れる側もだん

だんやり方がわかってくると思いますので、そう

いう意味で、各養成校として近隣のいろいろなと

ころにインターンシップをやるとすれば、それが

どのように実現可能で、学生にとって意味のある

形で実習、インターンシップを受ける側に多大な

手間を必ずしも与えなくて、しかし、養成校の教職

員にとってもまあまあそこそこの負担で済むよう

になどと都合のいいことはないのですけれども、

何とかそっちを目指すしかないではないか。その

試行錯誤には2年は最低かかるので、来年度始め

ないとまずいのではないかと率直に思うわけであ

ります。この辺がカリキュラム編成の問題です。

もう1つ私が心配しているのは、カリキュラム

編成には当然ながら教員配置が伴うわけで、教員

配置のうち非常勤はいいですけれども、常勤がし

かるべき数、しかるべき専門の人が配置されなけ

ればいけないわけです。この細かいこともまだ

教職員課は決めておりませんけれども、この辺で

適切な専門の人がちゃんと配置されなければいけ

ない。幼稚園養成は保育士と連動することはある

けれども、幼稚園養成の担当者は幼稚園（ないし

幼児教育）養成が専門でなければいけない。小学

校の養成の人を幼稚園に配置することについては

かなり問題があると、そういう意味のことと受け

取られる趣旨です。それが教科と教職の科目が

同じ欄に入ったことの1つの意味です。この辺、

具体的にどこまで厳しくいくかということが、

さっきからいっているようにわかりませんけれ

ども、そういうことも念頭に置いてカリキュラム

編成を考える必要がある。そういうことで、自分

の養成校の教員配置、あるいは本年度、来年度、

再来年度採用の予定があるなら、どういう形でそ

れを持っていくかを含めたことを考えながらカリ

キュラム構成を進める必要があると思います。

指導法の研修
第三に、研修がいる。養成校として個別の教員

の指導法や個別の授業の進め方の研修を進めま
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しょう。個々の教員が問題意識を持って、自らの

授業実践を改善しようとする中で、研修を役立た

せることが必要です。そのためにも、全国の養成

校のいわば優秀教師の授業のノウハウを公開し、

伝え、共有する場を作りましょう。

保育士資格の行方
第四、次に幼保の問題なのですけれども、これ

からの2年、3年で幼稚園の教諭と保育資格が統合

されることはないわけです。これは時間的に無理

で、そもそも議論を開始すらしていませんので、開

始してから2、3年でやっと方向が出るものなら出

る。これはついでにお話ししておけば、現在、幼稚

園教諭と保育士資格の統合で、例えば保育教諭に

するという案はもちろん生きているわけですけれ

ども、議論はストップしたままであります。それ

をストップさせてしまうことはいろいろな要因が

絡んでいますけれども、一番大きな要因は保育士

資格というものをどのようにしていくかという

問題があります。保育士資格の問題は2つありま

して、1つは、幼稚園、あるいは小学校などと同様

の二種、一種、専修というある種のランキング、

あるいは高度資格をつくるか否かが第1の問題で

す。もう1つの問題は、保育士というのは児童福

祉法に基づく福祉の基礎資格ですので、それに対

して保育所保育はその一部を構成しているわけで

すから、保育所保育と特化することで幼稚園教諭

と一緒になる可能性は生まれますけれども、特化

するか否か。例えば小学校以降の子どもたちへの

保育の問題とか、さまざまな児童施設、特に児童養

護施設にも保育士が働く場がありますけれども、

そういうことについてどうしていくかということ

です。それと連動して、保育士資格が福祉の基礎

資格だとしたら、例えばそれに介護とか社会福祉

などの資格を組み合わせて高度化するという案も

現に議論されているものですので、つまり、保育士

という資格がどっちにいくか。福祉全般のほうに

広げていくのか、幼稚園のような学校教育、幼児教

育側に近づけていくのかという分かれ道にいて、

まだ決まっていないわけです。そういったことに

ついては、厚生労働省のほうで内部的にある程度

めどを立ててくれなければ動きようがないと思い

ますけれども、その問題が1つあると思うのです。

ともあれ、これからの今年度を含めた2年ない

し3年ぐらいの話では、統合にいくとしてももっ

とその先になりますので、いずれにしてもその

手前となります。そうすると、まず厚生労働省と

文科省が話し合って、養成課程について幼稚園教

諭の養成の国としてのカリキュラムと、保育士の

養成課程の国としてのカリキュラムの整合性を

しっかりとってもらわなければいけないわけで

す。教職課程を変えてくれるのはいいけれども、

保育士のほうをそれに合わせてくれないと、似た

科目が幼稚園、保育士に読みかえできなくなりま

す。そうしたら、非常に科目がふえてしまいます

ので困るし、学生にとっても二重にとらなければ

いけなくなりますから困ります。これは調整し

てくれると思いますけれども、本当は本年度終わ

りまでにやってくれないといろいろな養成校が

困ると思うのですが、間に合うかどうかは微妙な

時間になってきています。でも、それは何かして

くれると期待したいと思うのです。

幼保共に免許・資格を取ることの体制へ
その上で、幼保のとり方の問題です。課題は、

今後、幼保というものが保育教諭にならなくて

も、幼稚園教諭免許と保育士資格の両方を養成課

程で取得して、卒業していくということが多分原

則になっていくと思うわけです。それが世の中

の動きだと思うのです。必ずしも認定こども園

にならなくても、もしかしたら認定こども園にな

るかもしれないと採用側の多くが思うので、幼稚

園教諭免許も保育士資格も両方もっている人を

優先的にすることになるだろうと思います。

そういたしますと、1つの問題は、今、片方しか

出していない養成校がありますので、それをどう
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していくかということです。特に保育士養成だ

け出していて、幼稚園教諭養成についてはできて

いないところがある。これは大きくいうと2種類

ありまして、1つは、専門学校の大部分は幼稚園

教諭養成がやれていないのです。大きな理由は、

幼稚園教諭を含めて小学校、中学校、高校も教職

課程は学士課程に附属するものとして位置づい

ているので、学士がとれないところに原則として

幼稚園教諭はとれないとなっています。一部例

外があります。数十年前に非常に幼稚園教諭が

必要なときに臨時的に出した専門学校に例えば

幼稚園教諭が養成できるようにしたところがあ

るのですが、それを取り消すわけにもいかないの

で生きているということは一部にあります。そ

れを過ぎてからは、学士課程でないところに幼稚

園教諭養成を許可した例はないと思うのです。

これをどうしていくかというのは1つあります。

もう1つは、福祉系の学部、学科などの大部分は、

要するに保育士は出せても幼稚園教諭が出せな

いという縛りがおおむねあります。おおむねあ

るというのは非常に微妙なのですけれども、幼稚

園、小学校については、その専門、学生の所属する

学科があります。一番いいのは教員目的学部だっ

たのですけれども、そうでないにしても、それに

近い性質をもったものである必要があるという規

定が入っています。例えば、子ども学部はオー

ケーになるというのが大分前に文科省としては教

職員課として認めていますが、では、福祉学部は

いいかというとちょっと難しいわけです。実際の

申請の認可をみるといろいろ複雑ですけれども、

基本原則でいえばそういうことです。

これへの対応なのですけれども、専門学校は、

現在、中教審で既に決まったものとして職業専門

大学への転換への道が開けます。これについて

は詳細な認可基準はまだ決まっていませんので、

今年度のどこかで決まると思いますけれども、

それを待たないと何ともいえませんが、多くかど

うかわからない、ある範囲の専門学校は職業専門

学校に転換できます。これは学士課程になりま

す。そういたしますと、幼稚園教諭養成が可能に

なります。ちなみに、職業専門大学というのは、

普通の短大、大学と違って、実習期間が非常に長

い、実務的な養成をするものという位置づけです

が、今の専門学校に対しては教員数をふやさなけ

ればいけないとか、教員の業績審査が入ってくる

とか、多少厳しくなっていますので、それは細か

いところをみないといけないと思いますけれど

も、そのあたりの文科省の対応によって幼保両方

が可能になるかもしれません。これが1つです。

卒業までの総単位数の制限
もう1つは、幼保をとれるとして、その総単位

数をどの程度に置くかという問題で、これは幼保

に加えて小学校免許をとらせている場合があり

ます。これは学生からみてなのです。幼保をとっ

て、さらに小もとる、さらに特別支援学校の免許

もとるみたいな大学、学部があると思いますけれ

ども、そういうところの総単位数がどのぐらいに

なっていくかという問題です。場合によっては

170単位とか、そのように非常に多い場合がある

わけですけれども、これが許されるか否かという

問題です。これについては、中教審の中では大学

側の審査で、私はそこに入っていないので結論が

よくわかりませんけれども、少なくとも教員養成

部会では卒業単位の124単位に意味はあるわけだ

から、それを大幅に超えることはおかしいだろう

というもっともな指摘がありまして、では、どう

するということはまだ決まっていませんが、それ

についても常に文科省からの情報を十分チェック

しておく必要があるのではないかと思います。

私は、個人的な意見としては、150単位、160単

位とらせることについては極めて大きな問題が

あると思います。一番大きな問題は何かという

と、今、養成校だけではなくて、いろいろなとこ

ろで学生の自己学習時間をふやすようにしよう、

宿題とか、レポートとか、自分で調べるとか、ゼミ
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のようにグループ学習とか、いろいろなものを

もっとふやせという話が出ておりますけれども、

それは要するに狭い意味での授業時間に対して

自分たちが学ぶ時間をその2倍、3倍確保すると

いうことなのです。それはそもそも大学の90分

といった授業時間の規定の根拠になっているも

のなので、大学の授業は90分出ていれば、そして

試験に通れば単位が出るという今の多くの大学

のやり方が間違っているわけですから、それを戻

さなければいけない。本来に変えなければいけ

ない。大学生が高校みたいに朝から晩まで5日間

びっしり授業を埋めるようなことが認められて

はいけないことになるわけですので、この辺は

非常に深刻な問題です。このままおさまるとは

私は余り思っていないので、最終的結論はどうな

るか私も判断できないのですが、非常に難しいと

ころに来ていると思います。

平たくいえば、幼稚園も保育園も小学校も特別

支援もとらせるやり方は、いつまでも通用すると

は限らない。できるかもしれません。それが可能

かもしれないけれども、可能でないかもしれない

ので、気をつけたほうがいいということと、これ

は特に私立大学の事情的にいえば、高校生に広報

活動をして入ってしまって4年かかると、変革に

5年間かかります。全部とれると宣伝して入って

きたら保証しなければいけません。だから、変え

るのは大変で、文科省から突然来て、来年度から

自粛しろなどといわないとは思うのだけれども、

いわれても対応しようがないわけです。そうい

う意味で、移行措置を認めるとは思いますけれど

も、十分警戒していただきたいと思います。それ

は逆にいえば、幼児教育としての専門性の確立と

いうことでもあるわけで、幼児教育が専門的であ

るとするならば、もちろん小学校もとっていいで

すけれども、小学校免許をとる必要は必ずしもな

い。小学校の事情がわかる幾つかの授業科目を

履修すれば済むはずですから、そういうことを考

える必要があるということだと思います。

教職センター等の設置
さて、次のことですけれども、そういった養成校

のカリキュラム全体を考えたときに、各養成校に

おいて、それを全学的に管理運営する組織をつく

りなさいとなっています。これは平たくいうと、

教職センターのようなものを全学の部分、あるい

はその学部にしかないのならその学部でもいいと

思うのですけれども、独立した組織をつくれとい

う意味です。これは別に教職を担当する人が独立

のセンター所属の専任でなければいけないといっ

ているわけでは必ずしもなくて、養成課程のカリ

キュラムを管理する場所です。管理運営する場所。

つまり、その中身に責任をもってきちんとやって

いく部署と、そこでちゃんとやる人が必要なのだ

ろうという意味です。名称は何でもいいのですけ

れども、別に小さい大学で独立の部屋が必要だと

もいっていないので、どんな小さいところにも教

職委員会のようなものはあるわけだから、極端に

いえば、教職委員会はあしたから教職センターと

看板を変えればいいのですが、ただし、そこに責任

をもたせる。学長直属か学部長直属で学科の意向

に一々左右されないで、教職としての自立性を確

保しなさいという意味です。この辺が特に教科専

門と従来いわれた部分などもきちっと教職に有用

な知識・技術あるいは考え方を指導する場にしよ

うということが今回の狙いの1つでもあるので、

重要な意味をもつと思います。

外部評価の導入
今のことと関連して、自己評価と外部評価という

ものが入ってまいります。これについては、国立大

学にしても私立大学にしても7年に一遍でしたか、

外部評価が入ります。ああいうものが教職課程とし

て入るというイメージでいてください。そのために、

当然さまざまな資料を収集し、情報公開していくこ

とが問われるようになります。情報公開するという

ことは、例えば免許をとる人が何人いて、そのうち

学校で幼稚園などに採用される人が何人いて何と
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かかんとかというさまざまな情報の公開ですし、

そこでのもちろんシラバスとか、教職課程などの授

業をよくするための内部の勉強会をどうやっている

か何とかかんとかについて自己評価システムをつく

ろうということで、これが教職課程の質保証と呼ん

でおりますけれども、それをきちっとやろう。これも

すぐにないでしょうが、動き出すのだと思います。

そのように考えていきますと、その中の1つと

して、保育士でもそうですけれども、教員養成に

携わる教員の専門性確保の問題が出てきます。そ

れぞれが何らかの専門だから教員として採用され

ているはずでありますが、その授業科目にかか

わった専門性である、あるいは教員養成なら教員

養成としての専門性をなし得るというのは別な話

であると思います。そうすると、非常に極端にい

えば、小学校とか中学、高校の理科免許を出す先

生だとして、理科担当の人だとして、専門が例え

ば天文学でも何でもいいのですけれども、それと

別に理科教育の専門性をもちなさい、その専門性

を示す証拠としての論文とか、そういう研修にか

かわったとか、そういう履歴をちゃんと出しなさ

いということになります。これは既に数年前から

教職課程の審査上はそういうことになっていまし

て、要するに、今、理科教育の専門の人で、別に天

文学者に恨みがあるわけではないですが、仮に天

文学だけの国際的業績があっても、それだけだっ

たら落とされる可能性が高いわけで、やはりそれ

とともに、理科教育についての何らかの実績ある

いは専門がいるわけです。そうすると、今、動き

としては小学校課程と幼稚園課程は比較的独立し

て、幼稚園はむしろ保育士を含めた幼児教育とし

てしっかりやっていこうという方向に進んできて

いるわけです。そういたしますと、幼稚園か保育

所かという専門は余り分けないようになると思う

のですけれども、乳幼児期、幼児期の何らかの専

門性をもつべきだということになります。さらに

もう少し細かい専門性に入るかどうかはわかりま

せんけれども、私がよく知っている分野でいうと、

例えば保育内容「人間関係」というのは私の知り

合いの発達心理系の人たちが結構もっています

が、保育内容「人間関係」というのが例えば乳幼児

期の人間関係の発達、社会性の発達の講義でオー

ケーかといえば、厳密にいえばだめなはずです。

保育内容「人間関係」というのは5領域の中に規定

されているものを指しているわけですから、そこ

に含まれている項目を基本的には教えなければい

けない。もちろん背景としての基礎知識はもちろ

ん教えていいのですけれども、延々と心理学の講

義をしていいものでは多分ないです。その範囲が

非常に微妙なところではあって、保育内容「人間

関係」の項目もそれほど明瞭に書いてあるわけで

はありませんので、基礎的なことを教えてだめと

いうことは余りないと思いますけれども、その辺

をよく考える必要がある。あるいは、別な例でい

えば、保育内容「環境」というもので、生物の先生

が延々と動植物の採取と栽培だけやっていてあり

かといわれると、多分ありではないと思うのです。

保育内容「環境」というのは、よくみなくても社会

性が入っています。要するに保育内容「環境」とい

うのは自然環境と社会環境の両方を含むのだとよ

り強調するわけです。あるいは、保育内容「言葉」

でいうと、15こま絵本の話をしたらやはりだめで

すとなります。絵本はもちろん入れていいです。

2こま、3こま、4こま、5こまやっていいと思いま

すけれども、それ以外のさまざまなことをどうす

るかということをちゃんと考えなさいと。当然な

のですけれども、それがより強調されていきます。

でも、それはいいかえれば、養成課程の教員の

専門性は幾つかあるにしても、一番重要な専門性

は養成としての専門なわけで、しっかり養成する

ということ。それは単に基礎知識があれば、それ

をしゃべっていればいいのではない、中身をわ

かって、現場の幼稚園、保育所、認定こども園な

どに適応できる形で学生を育成しなければいけ

ないとすれば、そこに当然さまざまな専門性がか

かわっていくわけであります。
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教員育成指標
さらに、育成指標の問題が関与いたします。

正確にいうと教員育成指標というのは主に研修

の場に使うもので、初任の人はこの程度の力を

もっている、5年目ならこの程度、ミドルリーダー

としてはこの程度、要するに適当な時期を分けま

して、そこに必要な力量を何らかの形でこれと

これとと記載して、それを満たすためにどういう

研修を組んだらいいかを考えて研修していきま

しょうということです。

その育成指標の始まりは採用時点です。育成

指標というのは主に都道府県教育委員会が中心

になってつくることになっているので、都道府県

教育委員会としてはまずは採用段階で考えます。

採用といったら4年生、短大なら2年生ですから、

簡単にいえば卒業時点での育成指標です。いい

かえれば、それが今度は養成校を縛りますので、

各養成校としてそれを目指して育成していかな

ければいけないと思っています。ただし、育成指

標は、試行は、横浜市教育委員会とか東京都教育

委員会が試作版を出していますけれども、それを

みるとすごく抽象的に書いてありますので、何を

やっても満たすといえば満たすのだということ

かもしれないと思うのですが、それを満たしてい

るようなことを4年の後半のゼミの中でしっかり

示していきなさいということです。どうすれば

できるのかよくわかりませんが、そういうことが

関係してくるのです。

ただし、育成指標で想定されているのは小中高

です。公立学校です。要するに都道府県教育委

員会が関与するのは小中高ですので、そちらなの

です。では、幼稚園、保育所はどうしたらいいの

かですけれども、幼稚園、保育所は民間が非常に

多くて、民間の園も小さいところばかりですか

ら、そういうところが全体として育成指標に類し

たものをつくるのは非常に難しい。難しいけれ

ども、例えばその県なり市を代表する団体はある

のですから、そういうところと養成校の幾つかが

集まって、卒業段階でこういうことを目指す指標

をつくることはできるはずです。それを目指し

てカリキュラムを立てることになります。

これは実は話が戻るのですけれども、大学その

もの、あるいは教職課程そのものが入学時、ある

いはカリキュラム、卒業時にこういう学生をとり

たい、こういうカリキュラムがある、こういう

学生を送り出すことについての何らかの文書をど

こもつくっています。文科省がつくれといったか

らつくって、大抵インターネットサイトに出して

いると思うのです。あれを実質化する、もう少し

きめ細かくすると考えていただいていいと思うの

です。ですから、文科省がつくったからつくって

適当に出しておいたけれども、何だっけなという

話ではなくて、それぞれの担当する授業科目との

関連性を考える必要が出てくると思います。

以上が基本的な養成校として私が思う多分こ

の2年ぐらいの基本的な課題だと思うのですけれ

ども、その上でプラスの課題を申し上げたいと思

います。

養成校の使命の拡大
1つは、養成校の使命が今広がりつつあるとい

うことなのです。1つは、さまざまな形での現職

の人たちへの研修への協力。例えば免許更新講

習というのを多くの養成校がやっているとすれ

ば、それは現職の人たちの研修に養成校としてい

わば協力しているわけです。研修の一端を担っ

ているわけです。ああいうものというのは、例え

ば教育委員会が全部仕切っても本当はいいと思

うのですけれども、教育委員会としては特に幼稚

園までといわれても手元に人材がいないから、

しょせんそういう人たちに今度は投げるしかな

いわけで、そういう人はどこにいるか。養成校に

いるのですから、そちらでやってもらったほうが

手っ取り早い。簡単にいえば、そんな仕組みで養

成校が主には担う。免許更新講習は別に養成校

である必要はないので、いろいろな公的団体が文
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科省の許可を受ければできるわけですけれども、

ともあれ、そういうことだとか、きょう出てきた

10年次研修をミドルリーダー研修に変えていく

ときにどうかかわっていくか、いろいろな形で

研修を充実させていくときに、教育委員会とか、

あるいは幼保の場合なら幼保団体です。例えば

私立幼稚園の団体とか、保育士の保育士会である

とか、保育者の集まりの団体だったり、そういう

ところと例えば特定の養成校が連携し、協定を結

んでそちらの研修のある部分を引き受けるみた

いなことができます。

そういたしますと、どういう研修をやればいい

か、そこで養成校としてできる部分が何かを考え

なければいけないし、もう1つ、まだ誰もちゃん

と考えていないと思うのですけれども、考えるべ

きは養成校の誰がやるかということなのです。

免許更新講習や、幼稚園教諭とか保育士の特例で

とらせるのがあります。それから、さまざまな

公開講座があるわけです。そうすると、広い意味

での研修はたくさんあって、専任教員がさまざま

やっているわけであります。もちろんそれぞれ

謝礼はちゃんと出てはいるわけですけれども、

そして少しでもお金をもらえたらいいという方

はいるのかもしれませんけれども、同時にそれは

どんどん時間を奪っていくわけで、これ以上研修

に協力すべきだといわれてどうするのだという

ことを真剣に考えたほうがいいと思います。

私はそんなのことは簡単だと思うのです。その

ための教員を雇えばいいだけで、常勤と同じ給与

である必要はないでしょうし。だって、それだけ

やる人ですからというふうに私は思いますし、

実はそういうやり方をとっている大学もごくごく

一部にありますが、やはりそれは真剣に考えたほ

うがよくて、常勤教員をこれ以上使っても大丈夫

ですかということです。一部のエリート大学は違

うのかもしれませんけれども、多くの養成校では、

今のようなこともあるし、オープンキャンパスも

あるし、高校訪問もあるし、実習校、実習訪問もあ

るわけで、みかけの授業こま数の倍ぐらい働いて

いる感じがあるわけです。これ以上働いたら、

それでなおかつ研究しろだの科研費をとれだのい

われても、ある人が、科研費をとれとかいわれて

うかつにお金が来ても困る、時間はくれないのだ

しといっていましたけれども、そうかもしれない

ですから、やはりそこを考えていかないと本当に

倒れていくと真剣に思うので、これもこの2年で

考えたほうがいいですといいたいと思います。

大学院修士課程の増設
もう1つの問題は、特に大学院の修士課程のあ

り方なのです。もちろん4大でないと無理ですけ

れども、そういうところで専門職大学院をつくる

のは専任の教員が多数必要なので難しいと思いま

すが、専修免許をもっと実習を含めていくような

形の修士課程、専修免許を出す仕組みをポイント

制でできないかみたいなアイディアもあり、そう

いう仕組みです。それに乗り出していくことで

す。つまり、地域のリーダー教員、リーダー保育

者養成としての大学院のあり方ということです。

当然現職の人たちが対象になりますと、これは通

信教育か、土日・夏休みなどで開く形か、夜間大学

院かをやって、それをどのようにつくっていくか

とか、どういう場所で開けばいいのか、夜間大学

院を私どもの大学はやっていますけれども、私の

大学はそう便利な場所ではないので、現職の人た

ちが勉強してくる、よほどの人でない限りは厳し

いのです。授業が終わるのは9時半ですから、9

時半でバスに乗るのに走らなければいけない。バ

スが間に合わなかったから駅まで15分暗い道を

歩けばいいのですけれども、下手したら夜中の12

時ごろに家に着くような人たちが出てくるわけで

すから、なかなか厳しいのです。

また、東京など首都圏や関西圏はそういう大学

院がそれなりにありますけれども、それ以外の地

域はなかなか難しいわけですので、私は全国の養

成校が大学院修士課程ないしそれに近いような
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仕組みをつくっていったらいいのではないか。

リーダーレベル、主任とか副園長、園長レベルの

人たちが原則としてそういうところで勉強して

出ていくようなことをぜひお考えいただきたい。

これは2年という課題ではないけれども、10年先

ではちょっと間に合わなくなると思っています。

地域に乳幼児がいること
最後に、認定こども園のお話や保育所反対運動

などのニュースを聞くについても、やはり地域に

乳幼児がいることを普通にしていかなければい

けない。今さらいうのはおかしいのですけれど

も、かつ子どもたちを育成する場所としての幼稚

園、保育所、認定こども園、そういうものがあっ

て地域ができる。小学校は、人口が減って統廃合

して引っ越すというと大反対です。つまり、小学

校があることはみんなありがたいのです。なぜ

幼稚園あるいは保育所は地域からそうみられな

いのか。もちろんうちはそうみられていますと

いうところがあると思うのですけれども、保育所

が迷惑施設のように扱われるのは根本的におか

しいと思います。そう考えてみたときに、改めて

乳幼児を保育し教育する施設が地域の核となる、

コミュニティーづくりの中にあるという視点は

非常に大事だと思うので、そういうものを養成校

の中にどう入れていくかというと、特定の授業を

思いつかないのですけれども、その視点は、いろ

いろなところで養成にかかわる教員が考えるこ

とは、今、大事だと改めて思います。与えられた

幼稚園という枠、保育所という枠、認定こども園

という枠の中で上手に保育者としてやるだけで

はなくて、地域にどう結びつくかということを含

めた保育教育のあり方を考える場をつくれると

いうことで結論にしたいと思います。

ということで、多分10点ほどになったと思い

ますので、きょうのまとめという形でお話しさせ

ていただきました。

（2016年6月26日　保育教諭養成課程研究会で

の記念講演を収録）
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現職研修

ブロック別研修支援の取組

高知県教育委員会

1　ブロック別研修支援ができるまで
高知県では、平成15年に保育所・幼稚園等の行政窓口を教育委員会事務局幼保支援課に一本化し、「子ど

もの健やかな育ちのために、どこにいても質の高い保育・教育を受けることができるよう、就学前の保育・

教育の充実を図る」ことを目的に取り組んでいる。そのため、県で行う全ての研修及び支援が、保育所・幼

稚園・認定こども園の保育者を対象としており、国・公・私立の別を問わない。

高知県は、東西に広く交通網も充分に発達していないことから、県中心部で開催する研修会への参加は、

東部や西部から車で約3時間の移動時間となり、運転に自信のない者や小規模園で代替えの保育者を終日雇

うことが難しい園においては、保育者の参加につながらず充分な研修機会が得られないのが課題であった。

そのため、中央部での集合研修だけではなく、各園での課題や保育実践に基づき、互いの保育を見合う等

の園内研修への支援の充実に努めてきた。しかし、このような園内研修の経験が少なかった地域も多く、

園内研修や公開保育に抵抗感をもっている保育者が少なくなかった。

そんな中、平成18年度に高知県を地域別及び保育所等数で均等になるよう13のブロックに分けて、園

内研修と公開保育を行うブロック別研修支援の取組を始めた。開始当初は、本研修支援への理解も十分で

なく、市町村においても体制づくりが整っていなかったため、本研修支援を実施する園がなかなか決まら

ない状況であった。5年目でようやく13のブロック全てで実施園が決定し、ブロック別研修会（公開保育）

も実施することができた。

この5年を1つの節目と捉え、平成23年度にブロックを再編成するとともに、市町村訪問等で研修の必

要性と研修協力を依頼しながら、市町村の輪番制を整えて実施園が決定しやすい仕組みを作った。現在は、

それまでなかなか決まらなかった実施園も前年度の12月には決定し、実施に向けた準備もスムーズに行わ

れている。また、ブロック別研修会（公開保育）を市町村と県の共催で開催し、市町村の担当課にも園内研

修の成果を参観してもらうとともに、子どもの遊びを通した学びについて学ぶ機会となっている。

このブロック別研修支援は、臨時・パート職員を含む保育者の研修機会の保障につながるだけではなく、

保育者として学ぶ姿勢を磨くものとなっている。

2　研修の概要
ブロック別研修支援は、各地域において研修を受けやすくするとともに、ブロック内における主体的な

実践研修のためのネットワーク化の推進を図るため、県内13の各ブロックにおいて「ブロック別研修会

（公開保育）」を開催するものである。また、「ブロック別研修会（公開保育）」を中心に園内研修の企画・立案・

運営力をミドルリーダー（高知県教育センター開催のミドル研修※1受講者）が身に付けられるよう、実践研

修の場として提供し、その後の各園における園内研修の充実による教育・保育の質の向上にもつなげてい

くものである。

pp.65-77
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ブロックの編成と輪番制及び研修支援の流れは以下のとおりである。

◆ブロックの編成と輪番制

◆研修支援の流れ

各実施園が4月に立てた園内研修の年間計

画をもとに、幼保支援課の指導主事等が日程

や内容の調整を行い、園内研修への支援が始

まる。各園が平均して年間6～7回の園内研

修を実施している。

園内研修の終了後は、毎回記録票として「学

んだこと」「明日からの保育に向けて、園や自

分の保育に取り入れていきたいこと」等を記

入してもらい、各自の学びの履歴を残すよう

にしている。提出も、県へ直接ではなく、必ず

市町村主管課を経由して出してもらってい

る。こうすることで、市町村主管課の保育者

研修への理解が深まり、研修体制の構築が図

られることを願っている。

「ブロック別研修会（公開保育）」では、ブロック内の園を中心

に保育者が参加し、提供された保育を基に実施園の研修目標に

沿った協議を行う。ミドルリーダーが、実践研修の場として参加

し、グループ協議の進行や協議内容の発表等を行う。このような

他園での経験を積み重ねることで、ミドルリーダーが園や地域の
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リーダーとして育っていくことができるよう

にしている。

公開保育や園内研修の終了後、実施園で

は1年間のまとめをするとともに、2月に行う

13ブロック交流会※2において、次年度実施

園に向けて実践発表を行ったり、自主的・主

体的な園内研修の在り方について協議を行っ

たりする。

そして、次年度の研修に向けて計画案を作

成する。

※1 ミドル研修：専門性やリーダー性を高め、全園的

な視野をもった中核となる保育士・幼稚園教員

等として、園経営に参画できる資質・専門性を身

に付けさせることを目的に実施している研修。

3　研修の実際
12月、次年度においてブロック別研修会を実施する園が決定する。その決定を受けて、2月に13ブロック

交流会を開催し、各実施園が4月のスタートに向けて研修目標と研修計画を立てられるよう、支援を始めていく。

※2 13ブロック交流会：ブロック別研修会の充実を図るため、当該年

度及び次年度の「ブロック別研修会」実施園が一堂に会し、自主

的・主体的な園内研修の在り方について協議を行うもの。

〇目的 

〇研修の流れ 

           

１３ブロック交流会 

 当該年度及び次年度「ブロック別研修会」実施園が一堂に会し、自主的・主体的な園内研修の在り方

について協議を行うことにより、ブロック別研修会の充実を図る。 

実践発表：当該年度の実施園１３園による実践発表 

・発表時間：各園 10分 

・事前提出された実践発表資料を配付 

（各園Ａ４用紙 2枚） 

・発表方法は各園が決定 

・会場には、年間取り組んできた園内研

修資料の一部を各園展示 

研修することや保育を観て

もらうことに少しずつ慣

れ、子ども理解に基づく環

境構成の工夫と改善を行っ

たことで、子どもの遊びが

変わったこと等が発表され

ました。 

２月 
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・当該年度実施園にとっ

ては、園内研修の継続が

教育・保育の質を高める

ことにつながることを再

認識する場となる。 

２　研修目標

３　研修目標設定の理由

実践発表資料

平成〇年度　ブロック別研修会「１３ブロック交流会」　

（　　　　　　　）ブロック　（　　　　　　　　　　）

１　園・所の概要

４　年間取組内容

５　成果

６　来年度に向けて

実践発表資料 園内研修資料 

・当該年度実施園は、他

園の取組内容を聞き、驚

いたり感心したり、次へ

のヒントをもらったり

していました。 

・次年度実施園は、具体

的な取組方法や内容の

イメージにつながった

ようです。 

分散会：当該年度実施園と次年度実施園に分かれて実施 

【分散会 1】当該年度実施園 

・来年度の園内研修についての説明 

・次の交流会に向けて、来年度の実施園

へのアドバイスを考える（近くの 6人

程度で意見交流しながら考える）。 

【分散会２】次年度実施園 

・来年度の取組についての説明 

  ブロック別研修会の流れ 

  提出物 

  園内研修と公開保育の取組 

当該年度実施園は、園内研修が教

育・保育の質の向上につながるこ

とを再確認し、ブロック別研修会

終了後も継続した園内研修の取組

につながるようにします。 

交流会：当該年度実施園と次年度実施園合同のグループ協議 

【グループ編成】 

・1グループ ８～10人 

・園の規模や保育の考え方が同じ園ばかりに

ならないように配慮し、多様な実践に触れ

られるようにする。 

・複数で参加している園は、できるだけ多く

の園と交流できるように、複数のグル―プ

に分散させる。 

・所長・園長、主任・教頭等の管理職グルー

プを作り、園内研修を実施していくうえで

の工夫と配慮等について意見交換すること

で、研修体制の充実につなげる。 

【参加者へのお土産】 

・当該年度実施園が公開保育時に作成した指

導計画（日案）を全ての参加園が持って帰

る。 

・次年度実施園は、当該

年度実施園の不安や緊

張がどのように変容し

てきたのか、実施して良

かった点などを詳しく

聞いていました。 

・当該年度実施園は、次

年度実施園の質問に丁

寧に答えていました。 

・実践発表では聞けなか

った内容をお互い詳し

く知ることができ、学び

が深まったようでした。 

次年度実施園は、一年間の研修の

流れや研修を充実させるための資

料作成（提出物）について知り、

担当職員が4月当初からスタート

できるように準備を始めていきま

す。 

次年度実施園は、様々な

様式の指導計画がある

ことを知り、既存のもの

を見直したり、新たな様

式や内容を検討したり

することにつなげてい

きます。 
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〇ねらい 

 

 

 

〇実施内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研修
目標

月 計画
幼保支援課

(○）
内容

４月 ■園内研修
・今年度の研修目標の決定と年間研修計画の作
成

５月 ■園内研修 ○
・一年間の研修の方向性についての共有
・指導案の作成（形式等）について

６月
■園内研修【５歳児研究保育】
■園内研修

○
・本日の保育を通しての研究協議
・幼児理解について　・環境の構成について

７月
■園内研修【２、４歳児研究保育】
■園内研修

○
・本日の保育を通しての研究協議
・週日案について　・事例研究　など

８月
■研修会への参加
■他園への視察

・研修会の内容を職員で共有し、自園の公開保育
に活かす

９月 ■園内研修【３歳児研究保育】 ○ ・本日の保育を通しての研究協議

10月
■○○園　公開保育への参加
■園内研修

○
・他ブロックの公開保育に参加し学ぶ
・公開保育に向けての職員研修

11月
■公開保育・研究協議【４、５歳児】
■公開保育の反省

○
・公開保育
・本日の保育を通しての研究協議

12月 ■園内研修 ・第○期保育に向けての取組について

１月
■園内研修【０、１歳児研究保育】
■研修会への参加

○
・本日の保育を通しての研究協議
・研修会の内容を職員で共有し、自園の保育に活
かす

２月
■園内研修
■１３ブロック交流会への参加

○ ・研修目標に基づいた成果と課題、振り返り

３月 ■園内研修
・研究の成果や課題についての総括から、次年度
に向けての計画づくり

平成〇年度ブロック別研修会　年間研修計画書

園・所名（　　　　　　　　　　　　　）

・子ども一人ひとりが主体的に遊びや生活にかかわっていけるような
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　保育者の援助や環境構成について

 

園・所名 　　　○○　　○○

園・所長名 　　　○○　　○○

研修担当者名 　　　○○　　○○

電話番号 　　　　　　　　－　　　　　　　－

ＦＡＸ番号 　　　　　　　　－　　　　　　　－

研修目標
（主に研修で深めたいこと）

　・子ども一人ひとりが主体的に遊びや生活にかかわっていけるよう
　　な保育者の援助や環境構成について

研修目標設定の理由

○園の実態
　　本園の子どもたちは、・・・・・

○育てたい力
　　このような子どもたちの姿から、子ども一人ひとりが自ら興味や
　関心をもって環境にかかわり、試行錯誤しながら充実感・満足感
　が得られるような多様な体験をさせていきたい。

○具体的な取り組み
　　そこで子どもたち一人ひとりが自らかかわってみたくなるような
　環境づくりや保育者の援助について研究し、保育者間で保育内
　容の共通理解をして保育にあたっていけるよう研修を深めていき
　たい。

平成〇年度ブロック別研修会　研修実施計画書

ブロック別研修会に係る研修を下記のとおり計画します。

記

研修計画 

 

文書名 提出期限 提出先

研修実施計画書 ４月２０日（〇）
　実施園→各市町村主管課→幼保支援課
　　　　（ＦＡＸまたは電子メール）

年間研修計画書 ４月２０日（〇）
　実施園→各市町村主管課→幼保支援課
　　　　（ＦＡＸまたは電子メール）

研修実施希望書 ４月２０日（〇）
　実施園→各市町村主管課→幼保支援課
　　　　（ＦＡＸまたは電子メール）

公開保育実施内容書
公開保育当日の
７週間前まで

　実施園→各市町村主管課
　　　　（ＦＡＸ・電子メールなど）

開催要項
公開保育当日の
６週間前まで

　各市町村主管課→幼保支援課
　　　　（電子メール）

平成〇年度ブロック別研修会実施園　提出書類

【書類の作成を通して】 

・話し合うことで、誰がどのように園のよさや課題

を捉えているのかが分かる。 

 ・研修目標の設定の仕方が分かる。 

 ・どこでどのような研修を行うと、研修目標を達成

できていくのかを考えることができる。 

【実施園】 

・13ブロック交流会で確認した書類を締切日に合

わせて順次提出する。 

・提出は 4 月になっているが、園の実態について

は前年度職員がよく分かっているため、作業は

できるだけ前年度に行っておく。最終決定は、

新年度の職員で行って提出する。 

 

【指導主事等の支援】 

・指導主事等が担当する園を決めて継続的に支援

を行い、支援内容の充実を図る。 

・園内研修の経験の少ない園や作業の進め方に不

安を感じている園については、希望により前年

度から園内研修支援を行う。 

 前年度末から新年度初めに園のよさや課題を全職員で捉え直すことにより、園の実態に沿った研修目

標を設定し、それに基づく年間の研修計画を立てることにより、計画的な研修の実施につなげる。 

また、今年度末における成果と課題のまとめを踏まえて次年度の研修目標や取組内容の充実を図る。 

４月 
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〇支援のポイント 

  

 

 

 

 

 

 

○園内研修の実践例 

   

 
◆年度末の目指す子どもの姿から保育の在り方を考える     ◆研修目標についての共通理解を図る 

＜田の字法＞ 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【実施園における園内研修・公開保育の実施日の調整】 

・年間研修計画を基に、県の指導主事等の支援を受けな

がら実施する園内研修と公開保育について、実施希望

日をそれぞれ第 3希望まで記載し、提出する。 

・提出された研修実施希望書に基づき、13 園の実施日

を決定する。 

 

【公開保育の案内】 

・実施日が決定次第、市町村主管課を通して県内全 

ての保育所・幼稚園等に知らせる。 

※詳しい実施要項は、公開保育日６週間前頃に、該当のブロ

ック内の保育所・幼稚園等に通知する 

 

ブロック名
ブロック内

市町村
実施

市町村名
実施園名 研修目標

公開保育実施日
公開クラス

平成〇年度　ブロック別研修会　　公開保育実施日　一覧表　　　　　（高知県教育委員会事務局　幼保支援課） 

1 安芸郡東ブロック
室戸市
東洋町

東洋町 〇保育園
遊びを通して、子ども一人ひとりの心が育つような環境構成に
ついて

１０月４日（火）
全クラス

１０月２７日（木）
４歳児、５歳児

3 香美ブロック 香美市 香美市 〇保育園
異年齢保育の中でいろいろな経験を通し、子ども一人ひとりが
のびのびと遊びや生活が出来る保育者の関わり方について

　１１月１５日（火）
４・５歳児

2 安芸郡西ブロック
安芸市・奈半利町

北川村・田野町・安田町
馬路村・芸西村

北川村 〇保育所
友だちの中で自分らしさを発揮して、遊びや生活ができるように
なるために、保育者が子ども一人ひとりをどのように受け止め、
援助し、環境構成をしていくとよいか

　１１月４日(金）
２歳児、３歳児、４歳児、５歳児

5 土長南国北ブロック
大豊町・本山町
大川村・土佐町

土佐町 〇保育園

　
発達の過程をもとに、一人ひとりの発達を大切にした保育を
考える

１１月８日（火）
４歳児

4 香南ブロック 香南市 香南市 〇保育所
遊びの充実をめざして
　　　　～夢中になって遊ぶための環境構成と援助の在り方～

１１月２９日（火）
２歳児、３歳児、４歳児、５歳児

7 高知ブロック 高知市 高知市 〇保育園
「あしたもまたあそぼうね！」と続けていける保育の環境づくり
や、保育者のかかわり方について

１１月１７日（木）
２歳児、４歳児、５歳児

6 土長南国南ブロック 南国市 南国市 〇保育園
子ども一人一人が自分で考えて行動できるための環境構成と保
育者の援助の在り方

１０月２５日（火）
３歳児、４歳児、５歳児

9 高岡北ブロック
日高村・土佐市
佐川町・越知町

土佐市 〇保育園
心と体を育て、一人ひとりが自分らしさを発揮して遊びこむ環境
構成と保育者の援助の在り方

１１月１８日（金）
１歳児、２歳児、３歳児、４歳児、５歳児

8 吾川ブロック
いの町

仁淀川町
いの町 〇保育園

子どもが安心して・遊びたくなる・育ち合える保育環境について
ー子どもの実態・発達段階に添った保育者の援助ー

１１月１１日（金）
１歳児、５歳児

11 高岡南ブロック
中土佐町
四万十町

中土佐町 〇保育所
異年齢保育の中で子ども一人ひとりが主体的に遊びこめる環境
構成や保育者の援助について

１１月９日（水）
全クラス

10 高岡中央ブロック
須崎市
津野町
梼原町

津野町
幼保連携型認定こども園

〇園
０歳児から５歳児までの発達を見通して、今の時期に見合った生
活や遊びの援助について探る

１１月１０日（木）
２歳児、３・４・５歳児

13 幡多南ブロック
宿毛市・三原村

土佐清水市・大月町
土佐清水市 〇保育園

０歳児から５歳児の発達を理解し、一人一人が自分らしさを発揮
して遊ぶための保育者の援助や環境構成について

６月２９日（水）
１歳児、２歳児、３歳児、４歳児、５歳児

12 幡多北ブロック
黒潮町

四万十市
黒潮町 〇保育所

友だちと触れあいながら、異年齢で楽しむ遊びの展開と、保育
者のかかわり

 

園・所長名

ＦＡＸ

                       

第１希望　　　　月　　　日（　　　） 保育時間 　　　　　　　　　　　　～

第２希望　　　　月　　　日（　　　） クラス

第３希望　　　　月　　　日（　　　） 協議時間

第１希望　　　　月　　　日（　　　） 保育時間 　　　　　　　　　　　　～

第２希望　　　　月　　　日（　　　） クラス

第３希望　　　　月　　　日（　　　） 協議時間

第１希望　　　　月　　　日（　　　） 保育時間 　　　　　　　　　　　　～

第２希望　　　　月　　　日（　　　） クラス

第３希望　　　　月　　　日（　　　） 協議時間

第１希望　　　　月　　　日（　　　） 保育時間 　　　　　　　　　　　　～

第２希望　　　　月　　　日（　　　） クラス

第３希望　　　　月　　　日（　　　） 協議時間

第１希望　　　　月　　　日（　　　） 保育時間 　　　　　　　　　　　　～

第２希望　　　　月　　　日（　　　） クラス

第３希望　　　　月　　　日（　　　） 協議時間

(例） 第１希望　　　６月　　１日　（水） 保育時間 　　　９：００　～　　１１：００

第２希望　　　６月　１０日　（金） クラス ５歳児　（男児１２名・女児１０名・計２４名）

第３希望　　　６月　２３日　（木） 協議時間 　　１３：００　～　　１５：００

公
開
・
園
内

※実施日につきましては、日程調整が必要になりますので、第３希望日までにご記入ください。

１
回
目

□新採研【　　　　　　回目】

☑基礎研（Ⅰ期　　Ⅱ期　　Ⅲ期）【 　　２　 回目】
□１０年研【　　　　　　回目】
□ミドル研（１年次　　２年次　　基本　　発展）【　　　　　　回目】

教育センター研修
との重なり

※高知県教育センターでの新採研・基礎研・１０年研・ミドル研と園内研修が重なる場合は、「教育センター
　　研修との重なり」の欄にチェック☑と○印（基礎研とミドル研）、本実施希望書における園内研修等の何
　　回目の希望日かの記入をお願いし ます。

　
　
回
目

公
開
・
園
内

　
　
回
目

公
開
・
園
内

　
　
回
目

公
開
・
園
内

園・所名

ＴＥＬ

Ｅ－mail

平成〇年度ブロック別研修会　　研修実施希望書
ブロック別研修会に係る研修を下記のとおり希望します。

記

教育センター研修
との重なり

□新採研【　　　　　　回目】
□基礎研（Ⅰ期　　Ⅱ期　　Ⅲ期）【 　　　　　 回目】
□１０年研【　　　　　　回目】
□ミドル研（１年次　　２年次　　基本　　発展）【　　　　　　回目】

　
　
回
目

公
開
・
園
内

　
　
回
目

公
開
・
園
内

公開保育一覧 

園内研修支援 

年度初めの園内研修 

・実施園の研修目標と実態に合わせた内容と方法を検討する。 

・実施園の不安や緊張、困り感に寄り添い、やってよかったと思えるような支援に努める。 

・保育参観を伴う園内研修支援では、提供された保育を中心に協議は行うが、実践者への指摘や指導を

行うのではなく、園の保育を考えていくことを参加者と確認しながら進めていく。 

・研修の最初と最後に研修目標を確認し、全ての園内研修が研修目標につながっていることを意識でき

るようにする。 

・学びを生かした環境構成や保育者の援助の工夫と改善によって子どもの姿が変容してきたことを、実

施園の保育者が実感できるような資料提示や協議を行う。 

１．研修目標の子どもの姿について具体的に考える 

  ①ポストイットに書く 

  ②書いた意見を発表する 

（似た意見を同じところに貼りながら） 

  ③分類したものにタイトルを付ける 

２．１の子どもの姿になるために求められる保育者の役割

（援助・環境構成）を考える 

３．具体的に取り組めることを考える（各自・園） 

  ※たくさん出た時は、ランキングする 
≪研修目標の子どもの姿例≫ 

・主体的な子ども 

・自ら考える子ども 

・自分らしさを発揮して遊ぶ 

随時 

ポストイットに書き出してまとめる 

①園児のよいところ 

②年度末の目指す子ども像 

③求められる保育者の援助と環境構成 

次回園内研修までに園でやっておく 

④取り組んでみたこと（③の中で） 

① 

② ③ 

④ 
園の規模や参加者数に応

じて、年齢別に意見を出

してまとめるなど工夫す

る。 
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◆指導計画（日案）の書き方を学ぶ                   ◆指導計画（週日案）の交流を通して学び合う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

◆特別支援担当者（加配保育者）の専門性を高めるⅠ       ◆特別支援担当者（加配保育者）の専門性を高めるⅡ 

◆特別支援担当者（加配保育者）の専門性を高めるⅡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆クラス担任の特別支援教育の学びを高めるⅠ           ◆クラス担任の特別支援教育の学びを高めるⅡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お互いの思いや考えを交流することで同僚性が高ま

る。出された意見から大事な視点を確認しながら、積

極的に意見交流をしようとする意識を高めることを大

切にする。 

１．「指導計画・園内研修の手引き」で手順や視点を学

ぶ 

・今日の子どもの姿を含め、この頃の子どもの姿を記

載する 

・子どもの姿を基に、ねらいや内容を考え、一日の生

活を記載する 

・混合保育は 1 枚にまとめて記載するが、各年齢に

おけるねらい・内容を考えるとともに、クラス全体

の視点と各年齢ならではの視点をもつことに留意

する 

２．今日の子どもの姿から明日の計画を立てる 

①項目ごとに記載していく 

②できたものを見せ合う 
指導計画の作成が初めての園や保育者は、不安が

大きいため、話し合いながら一緒に作るようにす

るとよい。1 クラス分を皆で一緒に作ることも考

えられる。 

１．持参した自分の週日案について振り返る 

①作成してよかったこと・課題面をポストイットに書く 

②該当の所に貼る 

２．同僚の週日案から学ぶ・考える 

①自分の週日案をグループ内で回覧する 

②ポストイットによいところ・疑問点・改善点を書き、

貼る 

３．シェアリング 

①もらった意見を読む 

②グループ内で記載事項について協議する 

③グループ発表 

④今後、週日案で取り組んでみたいことや演習の感想を

発表する 
同僚の良さから指

導計画を修正する

ことで、今後の助け

合いも生まれやす

くなる。 

複数担任で自分が書いたものがない場

合は、同じクラスのものを持参する。 

特別支援担当者（加配保育者）は、個

別の指導計画や月案にし、グループを

分けて行う等、工夫する。 

１．保育の在り方について学ぶ 

・子どもの主体性を大切に保育すること 

・子どもの興味・関心や良さに着目して保育する 

２．特別支援担当者の役割を学ぶ 

・クラス担任と共に保育を考える役割を担っている 

・支援児を中心にしながらクラス全体を見る 

・1対 1対応になりすぎないように、クラスや他年

齢の子どもとの関わりを生み出す 

・支援児の興味・関心・楽しんでいることの記録を

取る 

３．具体的場面から援助や環境構成を考える 

４．記録を取る提案をする 

・記録用紙の提示 
３は、動画や写真を活用し、具体的場面を共有して考

えられる工夫をするとよい。 

４は、次回園内研修で見せ合うようにすると継続した

取組になりやすい。 

１．前回の学びの確認 

２．気になる幼児の発達や参加を促す支援の在り方を知る 

３．記録を基に支援児への理解を深める 

①支援児の記録を基に、興味・関心や困っていることを

まとめる 

②継続できる記録の取り方を考える 

４．具体的場面から援助や環境構成を考える 

≪具体的場面例≫ 

・保育者の援助で支援児の遊びが変わってしまった場面 

・クラスの幼児との自然なかかわりが生まれた場面 

・クラスの幼児が特別支援担当者のかかわりを見ている

場面 

 

１．指導計画から支援児を含む全ての子どもとともに作

る保育の在り方を考える 

①支援児がクラスにいることの良さを考える 

②日案に支援児とのかかわりの記述がどのようにさ

れているかを確認する 

２．支援児とクラスの子どもの自然なかかわりが生まれ

る工夫を考える 

①ポストイットに書く 

②書いた意見を発表する 

（似た意見を同じところに貼りながら） 

③大事な視点をまとめる 

加配保育者に支援児を任せっぱなしになっていな

いか、支援児を含むクラス運営を考えていくよい機

会となるようにしていく。 

１．前回の学びの確認 

２．気になる幼児の発達や参加を促す支援を学ぶ 

３．特別支援担当者（加配保育者）との連携で大切なこ

とを確認 

①特別支援担当者との連携で大切にしていることを

ポストイットに書く 

 ②書いた意見を発表する 

 ③大事な視点をまとめる 

指導計画についての学びを深める園内研修 

特別支援教育に関する園内研修 
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◆保育の振り返り方を学ぶ 

 

 

◆指導計画から保育を考えるⅠ ◆指導計画から保育を考えるⅡ 

◆就学前における保育の在り方を考える ◆動画を通して今日の保育について振り返る 

 

 

◆今日の保育から明日の保育を考える 

（オリエンテーション） 
※保育を見る視点が決まっている場合は、保育参観前にオリエンテーションを開くようにすると、協議の視点が
絞られやすい。 
※オリエンテーションが無理な場合は、趣旨説明を園長や研修担当者にしておき、参観者に記録用紙と共に伝え
てもらうようにする。 
※協議に慣れてきたら、協議までにポストイットへの記入をしてもらうようにすると、協議の時間をより多く確
保できる。 

１．保育の振り返りの視点を学ぶ 

①「指導計画・園内研修の手引き」Ｐ８を読み合う

・子ども理解から始まる保育の流れを確認する

・子ども理解の 8つの視点を確認する

２．今日の保育を振り返る 

①１で学んだ視点に基づき今日の保育の動画を視聴

する

②ポストイットに書く

③書いた意見を発表する

（似た意見を同じところに貼りながら）

④分類したものにタイトルを付ける

よかった視点をしっかりと押さえ

られるようにする。昼食時等を利用

して支援者間で打ち合わせをして

おくと、学びが深まりやすく、園で

伝達する際の視点もはっきりする。 

≪分類の視点≫ 

・子どもの内面で育っていること 

・楽しんでいること 

・経験していること  など 

１．指導計画から各項目の視点や書き方を学ぶ 

①各項目について説明する

②今日の指導計画のよさから具体的な書き方を伝え

る

２．今日の保育の動画や写真から子ども理解を深める 

①記録を取りながら視聴する

②子どもの楽しんでいること等をポストイットに書

く

③発表する

子どもの内面を読み取りやすい動画がよい。実施

園の保育が撮れない場合や抵抗感がある場合は、

他園のものを準備しておく。2回視聴してポスト

イットへの記入をすると、記録も取りやすく達成

感も得られやすい。 

１．実践者の自評 

・保育や指導計画について 

２．日案の記載内容について考える 

①「いいなと感じるところ」

「聞いてみたいこと」

「私だったら」をポストイットに書く

②書いた意見を発表する

（似た意見を同じところに貼りながら）

③分類したものにタイトルを付ける

１．保育のねらいを考える 

①１つの遊びを通して保育者として願うことを考え

る

・どんな育ちを願うのか

・何を育てたいのか

（ポストイットへの記入 →発表する →まとめる）

②その他の遊びや生活で、①でまとめたことにつなが

るものはないか考える

２．幼児理解の仕方を知る 

  １で考えた遊びについて、子どもの姿を振り返る 

・遊び（活動）への取り組み方 

・遊具・用具・道具の扱い方 

・友達とのかかわり方 

・楽しんでいたこと 

・つまずいていたこと 

（ポストイットへの記入 →発表する →まとめる） 

１．保育の振り返りの視点を確認する 

（「指導計画・園内研修の手引き」Ｐ８） 

２．今日の保育を振り返る 

①記録を取りながら動画を視聴する

②子どもの姿から内面を考える

（ポストイットへの記入 →発表する →まとめる） 

③保育者の援助でよかったところ

④子どもの育ちと今日のねらいを確認する

⑤ねらいを達成するために、明日の環境構成と援助を

考える

他の遊びや生活に視野を広げること

で、活動からねらいを考えることで

はないことが分かりやすくなる。 

保育参観を伴う園内研修（保育参観後の協議） 
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１．研修目標に基づく子どもの姿について考える 

  ①○○していた子どもの姿を出し合う 

（ポストイットへの記入 →発表する →まとめる） 

②まとめた子どもの姿から今の育ちを確かめる

  ③①につながった環境構成と保育者の援助について 

出し合う 

（ポストイットへの記入 →発表する →まとめる） 

２．今日の子どもの姿を明日の保育につなげる 

①より豊かな経験につながるように意見を出し合う

 

◆公開保育について考える 

 

◆一年間の振り返り（まとめ）から来年度の方向性を考える 

【パターン１】個人から全体 【パターン２】全体 

 

 

≪子どもの姿の視点例≫ 

・楽しんでいた子どもの姿 

・主体的にかかわっていた子どもの姿 

・意欲的に楽しんでいた子どもの姿 

・いきいきと生活をしていた姿や楽しんで遊んでいた姿 

表出された子ども

の姿と内面の読み

取りとを分けて考

えられるよう、２色

のポストイットに

書き分ける方法も

ある。指導主事等が

見本を見せると分

かりやすい。 

③で出された視点を

意図的・計画的に行

うことで、保育の質

が向上する。良さへ

の着目を大事にする

ことで、同僚性も向

上する。 

≪意見を出し合う視点例≫ 

・より豊かな保育につなげるために 

・研修目標の姿につなげるために 

・ねらいを達成させるために 
  自分だったらどうするか  

  プラスしたい環境構成と援助 

話し合われたことが、可視化される

ようにする。 

・模造紙の余白に書き加える 

・環境構成図に書き込んでいく 

・子どもの動線を環境構成図に書き

込んでみる 

協議に慣れていない園で

は、２の視点の意見が一番

出にくい。環境構成と援助

に分けたり、例示を示した

りする工夫が求められる。 

１．４つの視点で一年間の取組を振り返る 

①各自プリント＜田の字法＞に記入する

②書いた内容を発表する

⇒２人組や４人組など参加者数、協議時間を考えて

工夫する

⇒全体で共有できなかった場合は、各自が書いた紙

を回覧・掲示等行い、共有できる期間を設ける

２．来年度における園の取組内容を考える 

①ポストイットに書く

②書いた意見を発表する

（似た意見を同じところに貼りながら）

③分類したものにタイトルを付ける

④取組順位を付ける

（上位３位ぐらいまでナンバリングする）

１．４つの視点で一年間の取組を振り返る＜田の字法＞ 

①ポストイットに書く

②視点ごとに書いた意見を発表する

（似た意見を同じところに貼りながら）

③分類したものにタイトルを付ける

２．来年度における園の取組内容を考える 

①４つ目の視点で出たもののうち、全体で取り組むこ

とに印を付ける

②それ以外で取り組みたいことを書き加える

③取組順位を付ける

（上位３位ぐらいまでナンバリングする）

公開保育に向けた園内研修 

一年間の取組を振り返る園内研修 

１．担任の思いを聞く 

・今日の遊びの経緯 

・各年齢における保育のねらい 

・今悩んでいること  など 

２．今日、子どもが楽しんでいたことを確認する 

・参観者が捉えた子どもが楽しんでいたことを発表する 

・ねらいの在り方を考える 

・この時期に子どもに経験させたいことから環境構成を考える 

・子どもが楽しんでいたことがより楽しめるような環境構成を考

える 

３．指導計画について確認する 

・これまでの指導計画から改善点を伝える 

・公開保育ならではの配慮事項を確認する 

（表紙、園名、帽子・名札の色、園舎等の見取り図） 

【４つの視点例】 

①よかったこと、成果

②難しかったこと、課題

③来年度の継続に向けて不安に思うこと

④これから取り組んでいきたいこと

（継続も含む）
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〇目的 
 
 
 
 
 
〇ブロック別研修会までの流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇ブロック別研修会の実践例 
（例） 

9:00  9:15                     11:30  13:30                  15:30    

受 
 

付 

  

オ
リ
エ
ン
テ
ー 

シ
ョ
ン 

《 公開保育 》 

公開保育対象クラス 

3歳 女児○名  男児○名 

4歳 女児○名 男児○名 

5歳 女児○名  男児○名 

昼 

食 

 

各 

自 

《 全体協議 》 

 友達の中で一人一人が自分らしさを発揮して

遊ぶようになるためには、どのような環境の構成

や保育者のかかわりが必要か（幼児理解をもとに

して） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 月 日 （ ）

住所

ＴＥＬ ー ー

※　所在地のわかる地図を添付してください。

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

時 分 ～ 時 分

年齢 （ 歳児）

クラス名 （ ）

園児数 （ 女児 名 男児 名 計 名 ）

駐車場の
場　所

その他

協議内容・特記事項など

公開保育

の内容

日　　程

)

昼食（休憩）

午前中の
公開保育

午後からの
協議

記

（　　　　　　　　　　　　　　保育所・園　　　　　　　　　　　　幼稚園　）

開催期日 平成

会　　場
（住所）
（電話）     (

平成〇年度ブロック別研修会の公開保育内容は下記のとおりです。

平成〇年度ブロック別研修会　公開保育実施内容書

ブロック別研修会（公開保育） 

① 

② ③ 

④ 

【プリント例】 

一年間を振り返って（名前） 園全体で取り組む内容を書き加える時

は、色の違うポストイットを用いる等、

視覚的にも目立つように工夫する。 

【４つの視点例】 

①取り組んで良かったこと、学んだこと 

②実践に生かしたこと、生かせたこと 

③難しかったこと 

④来年度にやってみたいこと、学んでみ

たいこと 

 近隣の保育士・教員等による自主的な研修の開催に向けたネットワーク化の実現のため、実施園（県内

１３ヵ所）でのブロック別研修会（公開保育、研究協議）に地域の保育士・教員等が集うことにより、地

域における就学前の保育・教育の充実を図る。 

 

7週間前【実施園】「公開保育実施内容書」の作成 

 

6週間前【市町村主管課】「実施要項」の作成 

 

    【県】「実施要項」の発送 

       ミドルリーダーへの連絡 

 

1週間前（申込締切日） 

 【参加者】実施園へＦＡＸ等で申込 

 【実施園】受付名簿・グループ名簿の作成 

      指導計画（日案）の作成・印刷 

 【県】  ミドルリーダーとの打合せ 

      市町村主管課・園との打合せ 

１ 開始まで 

・受付、必要なところの手伝い等 

・ミドル受講者集合（9：00～ 職員室奥）、打ち合わせ 

２ オリエンテーション（9：15～ 職員室） 

・挨拶：〇〇市教育長 

・保育をみるにあたって：県 

３ 協議（13:30～15:30 ホール） 

①担任より保育の振り返り（今日のねらいに対して） 

②演習の進め方の説明 

③ポストイット記入 

④視点に沿って保育の振り返りを行う（グループ協議：ミドル 

リーダーが進行） 

・（桃色）よかった環境構成や保育者の援助 

・（黄緑）理由となる子どもの姿 

（2つをセットで発表し、上記の視点でまとめる）   
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◆参加者アンケート 

公開保育及びグループ協議に参加した保育者は、子どもを見る視点や環境構成、保育者の援助等について
学びや気付きを得て、自園に持ち帰り活かしていこうとする姿がうかがえる。

大変参考

になった 

77.3%  

参考に

なった

21.6% 

あまり参

考になら

なかった 

0% 

参考にな

らなかっ

た0% 

無回答

1.1% 

１ 保育参観・協議は参考になったか 

4(1.5%)

66(25%)

69(26.1%)

95(36%)

139(53%)

201(76%)

211(79.9%)

0 50 100 150 200 250

⑦その他

①指導計画（日案等）

⑥園内研修の進め方

⑤保育の振り返り

②幼児理解

③保育者の援助

④環境構成

２ 研修会に参加して学んだことは何か（複数回答） 

2(0.8%) 

4(1.5%)

98(37.1%)

190(72.0%)

204(77.3%)

0 50 100 150 200 250

④市町村主催等の研修会で報告する

⑤その他

③資料や記録したものを回覧または配布する

②職員会等で報告する

①学んだことを実践し、園内で伝えていく

３ 本研修会で学んだことを、園内等で今後どのように共有するか(複数回答） 

アンケート結果：ブロック別研修会（公開保育）参加者と実施園の保育者（Ｈ27年度） 

参考になった主な理由 

・子どもを見る視点。子どもの内面をとらえる見方。  

・子どもが主体で、子ども自ら選択し、やりたいと

いう思いが実現できるような見守りや環境。   

・子どもの思いを受け止めながら接する保育者の関

わり方や、一人ひとりの子どもに寄り添うことの

大切さ。 

・異年齢混合保育の中でそれぞれの発達をとらえ、

自主性を持たせていく言葉がけや援助の仕方。 

等 

全保育者数に対する割合（以下同じ） 

【ミドルリーダーの振り返りと実践交流】研修修了後 

・グループ協議の進行や協議内容の発表等について、成果と課題を確

認する。 

・ミドル研修修了者については、各園や地域における取組について実

践交流を行う。 

  ・（水色）明日の保育につなげるためにプラスしたい環境構成 

と保育者の援助 

⑤グループ発表

⑥まとめ

⑦園長挨拶

⑧アンケート回収
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◆実施園アンケート（年度末に実施） 

 

  ブロック別研修支援を実施した園では、計画的・継続的に園内研修を行うことにより、幼児理解や環境構

成、保育者の援助の在り方について多くの学びを得て保育を改善・向上させているのみならず、職員間の連

携の重要性に気付き、組織的な取組を目指そうとする姿がうかがえる。 

0(0%)

30(22.2%)
24(17.8%)

49(36.3%)
66(48.9%)

71(52.6%)
75(55.6%)

81(60%)
86(63.7%)
86(63.7%)

113(83.7%)
114(84.4%)

119(88.1%)
119(88.1%)

0 50 100 150

⑭その他
⑩保育課程・教育課程の見直し

⑬他園の情報収集
⑤園内研修年間計画の必要性

⑥指導計画の見直し
⑪記録の取り方

⑧園内研修の必要性
④研修目標の大切さ

⑦園内研修の取り組み方
⑫自園のよさや課題への気づき

⑨職員間の連携
①幼児理解

②保育者の援助
③環境構成の在り方

１ どのような気付きや意識の変化があったか（複数回答） 

1(0.7%)
23(17%)

31(23%)
35(25.9%)

49(36.3%)
58(43%)

66(48.9%)
107(79.3%)

117(86.7%)
120(88.9%)
122(90.4%)

0 50 100 150

⑪その他

⑨保育課程・教育課程の見直し

⑤園内研修年間計画の設定や見直し

④研修目標の設定や見直し

⑩記録の取り方

⑥指導計画の設定や見直し

⑦園内研修の取り組み方

⑧職員間の連携

①幼児理解

③環境構成の在り方

②保育者の援助

２ 具体的に改善・向上したことは何か（複数回答） 

★感想・意見 

＜所長・園長＞ 

  ・一年間続けて取り組むので、職員の意識が途切れず保育をすることができ、より学びを保育に活かしやすいと思

った。 

  ・自園や自分の保育を見てもらい、他園の方々の意見をいただくことは、大変自分のためになることが分かった。 

＜教員・保育士等＞ 

  ・公開保育は自分の保育に偏りがあることに気づく機会にもなるので、保育の質の向上には必要だと思う。  

  ・幼児を理解しているつもり（寄り添っているつもり、ありのままをとらえているつもり）が、いろいろな捉え方

があることに気づき、客観的に幼児を捉えることで良さも見えてくることが分かった。  

  ・一つ一つの遊びや活動にもねらいや育ってほしい姿などを意識しながら保育することで、環境を再構成していく

ことも日々の保育の中で活かせるようになってきた。  

  ・子どもとの関わりや自分の保育の仕方に自信が持てず悩むこともあったが、同僚や先輩の保育を見て違いを知り、

自分になかった考えや保育の視点を学ぶことができた。 
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4　成果と課題
　○成果

• 園内研修後の記録票から研修による学びや保育者の思いを知ることができ、園の実態に応じた研修支援

を行うことができた。 

• 園によっては、臨時やパート職員等も研修に参加できるよう配慮したり、全保育者が参加できるような

研修時間を設定したりする等の工夫が見られ、研修への意識の変化にもつながっていた。 

• ミドルリーダーには事前に協議内容を知らせるとともに、当日も打合わせを行ってグループ協議の進行

をしてもらった。協議後の振り返りでは、「ミドルリーダーが複数で話し合うことで自分と違う視点で

の気づきが発見できる」「進行の反省を生かしたい」「もう少し意見を広げたり、深めたりできる引き

出しを増やしたい」などの感想が聞かれ、ミドルリーダーとしてのファシリテ－ション力等の向上への

意欲が感じられた。

• 『13ブロック交流会』の実践発表に向けて、一年間の取組を振り返ることで園内研修等の成果や課題が

分かり、来年度の取組を考えることにつながっている。また、来年度の実施園についても、本年度の

実施園の実践発表を聞いたり、交流会で情報交換をしたりしたことで、取組の見通しをもつことにつな

がっている。

　○課題

• 臨時職員やパート職員等が園内研修に参加できた園もあるが、交代制であったり参加回数が少なかった

りするため、研修の機会が十分保障されているとはいえない。保育者の資質向上のためには、研修の機会

が少しでも確保できるよう呼び掛けていくことが必要である。 

• 公開保育への参加率の低い市町村があり、ブロック内への参加率に差が見られる。市町村主管課へも

働きかけをし、ブロック内のネットワークを構築していきたい。  

• 教育センターで二年間の研修を修了したミドルリーダーが、ブロック内で連携し、地域の中での役割が

果たせるよう働きかけていくことが必要である。

高知県では、前述のとおり保育所・幼稚園・認定こども園及び国・公・私立の別なく、本研修支援を実施して

いる。ブロック別研修支援終了後は、園内研修支援※3に切り替えて支援を行っているが、今年度園内研修

を継続実施している園が12園あり、継続率は上昇傾向にある。また、園内研修支援は、県が委嘱している

アドバイザーを中心に行っており、様々な支援者を迎えての園内研修にも取り組むことができている。

今後は、組織的・計画的な園の研修体制が確立され、教育・保育の質の向上が図られるよう、保育所・幼稚園

等が実施する園内研修への支援を充実させるとともに、園内研修の中核的な役割を担う保育者を育成して

いきたい。

※3 園内研修支援： 園内研修を実施する保育所・幼稚園等の希望を受けて、年2回程度訪問支援するもの。 
ブロック別研修支援の実施園は、翌年に限り希望に応じて回数を問わず支援する。

（文責：溝渕　智栄子）
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研究部会報告

養成校の学びと幼稚園での実践（表現等）研究部会

メンバー：

相澤千枝子 赤津裕子 東ゆかり 今川恭子 大西頼子
（竹早教員保育士養成所） （竹早教員保育士養成所） （鎌倉女子大学短期大学部）  （聖心女子大学） （淑徳大学）

岡澤陽子 木村充子 斉木美紀子 新開よしみ 杉原真晃
（武蔵野短期大学） （桜美林大学） （田園調布学園大学） （東京家政学院大学） （聖心女子大学）

長井覚子 村上康子 山原麻紀子 山本直樹 吉永早苗
（白梅学園短期大学） （共立女子大学） （東京家政学院大学） （有明教育芸術短期大学） （岡山県立大学）

◆はじめに
本部会は、養成校での学びが子どもたちの学び

の充実に資するものとなることを願い、メンバー

の専門性に鑑み領域「表現」に焦点を当てた研究

を進めている。「育成すべき資質・能力を踏まえ

た教育目標・内容と評価の在り方に関する検討

会」の議論・整理を受けて、部会では次のことが必

要であると考えている。

①  保育の中でこれに対応して（とくに領域

「表現」の観点から）どのように目標がたてら

れ、実践が展開されているのかを実践から読

み取り分析・整理する。

②  幼児期に育成すべき資質・能力に対応して

保育者に求められるものは何か、そしてこれ

を養成校の授業はどのように捉え具現して

いるのか、実態を分析・整理する。

部会発足以来、まず領域「表現」をめぐる養成校

の現状分析、すなわち②から着手している。養成

校では、領域「表現」の観点から保育者をいかに育

成しようとしているのか。具体的には、カリキュ

ラム・授業に具現されているものを明らかにする

ための一歩として、シラバス分析・カリキュラム

分析に取り組んでいる。関東地区における養成校

（四年制大学、短期大学）における保育内容「表現」

にかかわる科目がどのようなカリキュラムのもと

でどのような目的を謳い、どのような教育内容を

担保しているのか分析を進め、その結果を第3回

研究大会におけるポスター発表、本研究会の紀要

原稿投稿というかたちでまとめた。

◆活動内容
第3回研究大会では「領域『表現』をめぐる養成

校の現状と課題――シラバス分析の報告――」と

題してポスター発表を行った。本研究では、領域

「表現」のもつ学際性・総合性に着目し、自身の

専門領域を超えて広く領域「表現」の概念を捉え、

その教育内容について考える手がかりとして、

領域「表現」にかかる科目の授業が養成校でどの

ように実施されているのかをシラバスの分析か

ら探った。研究の対象は、幼稚園教諭養成課程お

よび保育士養成課程を併せ持つ首都圏（1都6県）

の4年制大学を、「指定保育士養成施設一覧（平成

27年4月1日時点）」および「幼稚園教員の免許資格

を取得することのできる大学（平成27年4月1日

時点）」から抽出。その中から、インターネット上

でシラバスの確認ができた56大学、59学科・専攻

等、133科目（領域「表現」に該当すると判断される

科目）を分析の対象とした。そしてインターネッ

pp.79-80
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ト上よりカリキュラムおよびシラバス（平成27年

度版）を閲覧し、①当該科目の学習内容、②授業

担当者の人数およびその専門領域について、分析、

検討を行った。 

ここまでの研究を通して、養成校における領域

「表現」の教育実践の特徴の一端を明らかにするこ

とができたと言える。しかし一方で、シラバスか

らは読み取れない、あるいはシラバスからのみ判

断すると読み誤るかも知れない事柄があることも

確かであり、各養成校のカリキュラムや科目構成

の調査、授業担当者へのインタビュー調査などを

併せて行っていく必要がある。そのため、研究会

紀要に投稿した「保育教諭に求められる資質・能力

を検討するための基礎的研究――幼稚園教諭と

保育士の養成課程における領域『表現』にかかる

科目のシラバス分析――」においては、シラバス

分析をより詳細に進めると同時に、このたび対象

とした大学の中での詳しい状況を知るため、本研

究の共同研究者が所属する4大学を選択し、その

カリキュラム構成や担当教員、学科・専攻全体で

どのようなカリキュラムの特徴があるのか、どの

ような工夫がなされているのか等について事例

検討も行った。

◆今後の課題
以下5点が今後の課題としてあげられる。

①  領域「表現」にかかる科目の学習内容をいかに

構成していくか。

②  「音楽」「造形」「身体」「劇」等の専門領域がもつ

社会文化的実践を、乳幼児の総合的な遊びの

支援という側面から、いかに再構築していくか。

③  育成すべき資質・能力をふまえた保育者養成

課程での領域「表現」の教育の在り方はいか

にあるべきか。

④  ここまでのシラバス分析で行えなかったこと

の追加研究をいかに進めていくか。

⑤ 「音楽」「造形」「身体」「劇」等の専門領域間

の関係性をどうとらえるか。

ポスター発表の際には、「学生自身の表現を高め

る授業内容と、子どもの表現の育ちについて知る、

考えるという内容を有機的に関連させるような授

業展開を目指しているのだが、そういったことに

関して学内外の先生方ともっと情報交換をしてい

きたい」等、上記にあげた課題に関連するような

内容のご意見やご質問等を頂戴した。共通の問題

意識をもって学生指導に取り組まれる先生方も多

いことが感じられ、そのような方々とも連携しな

がら研究を進めていきたい。

（文責：長井覚子）
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研究部会報告

幼小接続研究部会

メンバー：

掘越紀香 白川佳子 松嵜洋子 佐久間路子
（国立教育政策研究所） （共立女子大学） （千葉大学） （白梅学園大学）

原　孝成 吉永安里 塩野谷祐子 今井康晴
（鎌倉女子大学短期大学部） （國學院大學） （和洋女子大学） （東京未来大学）

福田洋子 鈴木美枝子 横山真貴子 田中　幸
（常磐短期大学） （玉川大学） （奈良教育大学） （千葉敬愛短期大学）

1．活動内容
「幼小接続研究部会」では、幼小接続に関する実

態調査や幼小接続期の発達研究を行い、保育教諭

の養成に資することを目的としている。幼小接続

に関する保育教諭養成の在り方、保幼小連携や接

続カリキュラムによる保育者・教師や子どもへの

影響などについて検討する。

1） 幼小接続に関する保育者養成校と学生への質問

紙調査

全国の保育者養成校へ質問紙を配布した「幼小

接続に関する授業調査」と、15校の養成校学生を

対象にした「幼小接続に関する理解調査」を実施

した。 昨年度、幼小接続に関する養成校学生理解

の論文が紀要に掲載され、今年度は、養成校学生

の理解（クラスター分析）と、幼小接続に関する養

成校カリキュラムの分析を進めて学会発表した。

詳細は「2．研究概要」参照。

2） 保幼小連携と就学前後の子どもの育ちや学びと

の関連に関する調査

今後2年ほどを目安に、保幼小連携の先進地域

とその他の地域において、就学前後の子どもの育

ちや学びの関連等について、保育者・教師への

インタビュー、行政へのインタビュー、子どもの

観察等から検討することを計画している。

2．研究概要：幼小接続に関する保育者養成校
と学生への質問紙調査（ポスター発表）

1） 保育者養成校における「幼小接続」に対する学生

理解の実態

本研究では、保幼小連携・幼小接続の用語と内

容の項目がどのカテゴリーに分類されるのかにつ

いて、クラスター分析を用いて明らかにすること、

用語と内容のクラスターと学年の関係について検

討することを目的とする。

調査対象は、幼稚園教諭免許の取得可能な保育

者・教員養成大学15校に在籍する1～4年生2,337

名（男127名、女2210 名）。調査時期は、2014年

12月から2015年1月。調査方法は、各大学の授業

等で調査用紙を配布し、基本的にその場で回答を

求めて回収した。調査項目として①基本属性：学

校種、学年、性別、実習経験、取得予定免許・資格、

②保幼小連携・幼小接続に関する用語に対する理

解を問う項目27項目、③保幼小連携の内容に対す

る理解を問う項目15項目を4件法で回答を求め

た。結果として、以下の3点を挙げる。

（1） 保幼小連携・幼小接続に関する用語の理解：

保幼小連携・幼小接続に関する用語の理解に

対してクラスター分析（ウォード法）を行っ

た。その結果、第1クラスターは「教育要領・
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保育指針（用語C1）」、第2クラスターは「接続

期のカリキュラム（用語C2）」、第3クラスター

は「学びの捉え方（用語C3）」、第4クラスター

は「育ちと学びの連続（用語C4）」とした。

（2） 保幼小連携の内容の理解：　保幼小連携の内

容の理解に対してクラスター分析（ウォード

法）を行った。その結果、第1クラスターは「連

携の体制づくり（内容C1）」、第2クラスター

は「具体的な交流（内容C2）」とした。

（3） 学年による用語クラスターと内容クラスター

の理解度の違い：　学年と用語クラスターと

内容のクラスターの関連をみるため、四年制

大学11校に所属する被験者のみを抽出し、

学年（4）と用語クラスター（4）及び学年（4）と

内容クラスター（2）の分散分析を行った。両

分析とも主効果及び交互作用すべて有意で

あった。結果の概要は、用語については用語

C1、用語C2、用語C4、用語C3の順、内容は

内容C2、内C1の順に理解度が高かった。

2） 保育者養成校における「幼小接続」に関する授

業の実態

本研究では、保育者養成校の授業の中で、保幼

小連携・幼小接続に関する事項がどのように取り

上げられているかについて検討することを目的と

する。

方法として、調査対象は全国の幼稚園教諭免許

の取得可能な保育者・教員養成大学と短期大学

457校。有効回答数は148校（短期大学70校、4年

制大学78校）。調査時期は、2014年12月～2015年

2月。調査方法は、各大学や短期大学へ調査用紙を

郵送・回収した。調査項目は、①基本属性　②保幼

小連携・幼小接続にかかわる授業：保幼小連携や幼

小接続の内容を取り上げている授業（生活科を含

む）について、授業名、受講学年、免許・資格科目、

全15回授業での該当コマ数を尋ね、該当授業の

シラバスを提出するよう求めた。分析方法は、

保幼小連携・幼小接続を取り上げた授業科目につ

いて、シラバスの目標・概要、15回の講義内容に、

掘越ら（2015）の「保幼小連携・幼小接続に関する用

語」がどの程度含まれているかを検討した。今回は、

「保幼小連携・幼小接続に特化して取り上げた授業

（冠科目）」のシラバス（6授業）について分析する。

結果として、保幼小連携・幼小接続に関する用

語は、保幼小連携・幼小接続を主に取り扱う冠科

目や生活科のほか、保育内容総論、保育内容各領

域、保育指導法、小学校各教科、教育課程論、教育

原理、教育方法学、心理学、障害児関連科目等、

多様な授業で見られた。そこで、保幼小連携・幼小

接続に関する用語の種類や頻度を分析した。最も

多く見られたのが「連携」である。冠科目で関連

用語が見られたのは目標・概要で13、講義内容で

68だったが、「連携」は目標・概要6、講義内容40

だった。続いて「小1プロブレム」目標・概要2、講

義内容2、「交流」講義内容3、「接続」目標・概要1回、

講義内容2回だった。 冠科目は、他の授業より

関連用語の出現頻度が高く、保幼小連携や幼小接

続に関する内容が多く取り扱われていた。しか

し、既存の授業でも、保幼小連携・幼小接続の理念

や原理、具体的な方法について今後取扱いを拡充

していく必要性があるだろう。

図1.　学年ごとの各用語クラスターの平均評定得点

図2.　学年ごと各内容クラスターの平均評定得点
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研究部会報告

幼稚園教育実習研究部会

メンバー：

伊瀬玲奈 大神優子 粕谷礼乃 岸井慶子
（和洋女子大学） （和洋女子大学） （青山学院女子短大 非） （青山学院女子短大）

齊藤　崇 清水道代 本田由衣 松浦浩樹
（日本体育大学） （田園調布学園大学） （武蔵野短期大学） （和泉短期大学）

松山洋平 宮﨑信子 八代陽子 山下佳香
（和泉短期大学） （十文字学園大学 非） （和泉短期大学） （聖ヶ丘教育福祉専門学校）

活動内容：
本部会は、発足して三年を経過し、現在では養

成校の実習担当教員を中心に部員も定着し、1～2

か月に1度の例会では活発な議論、情報交換が行

われている。これまで共有してきた各校の実態や

実習及び実習指導の問題点を踏まえて、昨年度か

らは、実習園及び実習生に対する調査項目につい

て検討してきた。先行研究を踏まえつつ、実習指

導担当者の関心と現場での実習受入経験のある者

からの意見をすりあわせて項目を精選し、本年度

は当初からの希望であった幼稚園実習に関する実

態調査を実施することができた。

養成教育の要である実習が、幼稚園教諭を目指

す学生の育ちにとって実効あるものとなるよう、

まずは実態を把握し、課題を見出し、実習園・養成

校・実習生の三者それぞれに資する提言を行って

いきたいと考えている。調査は現在、実習園対象

のものと実習生対象のものの2方向から進めてい

る。以下に具体的な状況を示す。

＜調査に関連して＞
調査A：実習を受け入れている幼稚園に対する調査

対象及び手続き：関東近県（東京都、神奈川・

埼玉・千葉県）の国・公・私立幼稚園計2717園。

平成28年7月上旬に調査用紙を送付し、1159

園から回答を得た（回収率42.7%）。

調査項目：園の規模・教員数等の基本情報の

他、養成校の受け入れ基準、実習担当者の選

定基準、実習指導の際の配慮事項、実習生及

び養成校への要望等。

結果：現在、入力業務を依頼した調査会社から

の集計データをもとに、概要把握と考察を

部員で分担しながら行っている。部会メン

バーの養成校の配属事情に応じた地域別

の検討や実習園の規模別の分析も行う予定

であるが、今年度は第一報として、全体像に

ついての分析を中心に行う。次年度の保育

学会にて、以下の計3件の発表を行う予定で

ある。

（保育学会発表予定）

・ 岸井他　 幼稚園教育実習実態調査－実習受入

園に対するアンケートから－

・ 伊瀬他　 幼稚園教育実習受入園の実態 

（1）受け入れ態勢

・ 松浦他　 幼稚園教育実習受入園の実態 

（2）実習生・養成校にのぞむもの
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調査B：実習直後の学生に対する調査

対象及び手続き：実習部会に所属するメンバー

校にて、プレ調査として実施中である。専門

学校／短期大学／四年制大学の別、共学／

女子校の別、地域のバランス等を考慮し、

今年度中に、最終の幼稚園実習を終了した

学年に対して実施している。各校の実情に

応じて、共通の項目について、調査用紙の配

布またはwebアンケート方式で行った。

調査項目：園の規模・教員数等の基本情報の

他、配属クラスの公表時期、出退勤の指示と

実態、部分実習及び責任実習における指示

や準備状況、実習日誌に対する指摘事項等。

結果：前期中に実施した各校でのまとめがほぼ

終了した段階である。今後、プレ調査として

の項目の検討を行い、来年度に本調査を実施

する予定である。今年度は第一報として、各

校のプレ調査の総合結果について、次年度の

保育学会にて、以下の発表を行う予定である。

（保育学会発表予定）

・ 松山他　幼稚園教育実習生の実態

本実態調査が、調査結果の分析・考察にとどま

らず、実習生を受け入れる幼稚園と実習生を送る

養成校との間に活発な論議をおこすきっかけと

なり、養成教育の質の向上とともに幼稚園教育の

質の向上につながることを目指していきたいと

考えている。

幸い、忙しい中を研究会に駆けつけるメンバー

の士気は盛んで、チームワークもよく、充実した

研究会になっており、今後に期待が感じられる

（自画自賛 !）

（文責：岸井慶子）

（公立 /私立×地域の回答園）

公立 
（含国立） 私立 無回答 総計

東京都 72 330 402

千葉県 43 168 211

埼玉県 25 222 247

神奈川県 21 263 284

無回答 15 15

総計 161 983 15 1159
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研究部会報告

質的研究部会

メンバー：

伊藤理絵 内田千春 岡本かおり 鬼頭英里 境愛一郎
（名古屋女子大学短期大学部） （共栄大学） （洗足こども短期大学）（白梅学園大学大学院）（宮城学院女子大学）

塩野谷祐子 白川佳子 新開よしみ 杉原真晃 富山大士
（和洋女子大学） （共立女子大学） （東京家政学院大学） （聖心女子大学） （秋草学園短期大学）

野口隆子 原　孝成 広瀬美和 吉永安里 和田美香
（十文字学園女子大学）（鎌倉女子大学短期大学部） （城西国際大學） （國學院大學） （東京家政学院大学）

活動内容：

「質的研究部会」は、質的研究に関心のある初心

者の集まりである。質的研究の基礎的理解を深

め、実際に特定の方法を使用する実践研究を行う

ことを目的としている。

これまでの活動では、Uwe Flick（編）の「Quali-

tative Data Analysis」の文献購読からはじまり、

PAC分析やテキストマイニングの方法に触れて

ソフトウェアを使用したデータ整理のデモンス

トレーションなどを行ってきた。

平成28年度については、講師を招き、TEMの基

本概念や複数の作品事例を学んだ後、実際にTEM

図を作成してみるというワークショップを開催し

た。また、今年度内にスタートさせる実践研究に

関して話し合いを行い、具体的研究案を考えた。

2016年6月18日　質的研究部会ワークショップ

講　師： 境愛一郎 先生

参加者： 浅川茂実（武蔵野短期大学）・伊藤理絵

（名古屋女子大学短期大学部）・内田千春（共栄大

学）・岡本かおり（洗足こども短期大学）・齋藤崇

（日本体育大学）・白川佳子（共立女子大学）・新開

よしみ（東京家政学院大学）・杉原真晃（聖心女子

大学）・富山大士（秋草学園短期大学）・原 孝成（鎌

倉女子大学短期大学部）・広瀬美和（城西国際大

學）・本田由衣（武蔵野短期大学）・目良秋子（白百

合女子大学）・吉永安里（國學院大學）の14名。
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ワークショップの概要：

まず、TEM（複線経路・等至性モデル）が持続す

る時間の中での対象の変容を捉える方法であり、

プロセスの表現技法であるという方法論的な特

徴について概要の説明をうけた。また、「非可逆

的時間」、「等至点と両極化した等至点」、「必須通

過点と分岐点」、「社会的方向づけと社会的ガイ

ド」などTEMの概念装置について解説をうけた。

その後、保育に関するTEMを使った先行研究の

紹介があった。最後に、TEMのグループ・ワーク

として小グループに分かれ、子どもが遊んでいる

ビデオ画像をみながら、STEP1：対象児の経験を

付箋に書き出す、STEP2：付箋を並べてゴールま

での道筋を描く、STEP3：対象児の経験をもとに

考える、STEP4：気づきを共有する、という流れで

実際にTEM図を作成する演習を行った。

今後の調査：

保育場面の観察や保育者へのインタビューに

よる調査を実施し、M-GTAやTEM、SCAT、質的

データ分析法などのいくつかの手法を用いた分

析を実践していく予定である。



保育教諭養成課程研究　第2号（2016）

– 87 – – 87 –

研究部会報告

「遊び」指導・援助研究部会

メンバー：

伊坪有紀子 鈴木　隆 鈴木康弘 砂上史子
（昭和学院短期大学） （立教女学院短期大学） （十文字学園女子大学） （千葉大学）

町山太郎 森田陽子 吉田伊津美
（まどか幼稚園） （日本女子体育大学） （東京学芸大学）

活動内容：
Ⅰ．活動方法

①  「遊びマトリックス」作成と試行のため適宜、

部会員が集まり協議を行った。今後はオン

ラインのビデオ会議の実施も検討している。

Ⅱ．日本保育学会第69回大会における発表

①  発表内容  

『保育者養成校における「遊び」指導の実態 

「遊びマトリックス」作成と試行』

日本保育学会第69回大会にて上記表題につい

てのポスター発表を行った。学生の遊びに関す

る学びの偏りや不足を解消し、遊び指導の実践力

を高める保育者養成校での指導を検討するため

に、保育者養成校の授業における指導の実態を整

理・把握することを可能にする、領域にとらわれ

ない形式の「遊びマトリックス（指導内容）」を開

発し、養成校教員を対象として試行した結果につ

いて発表した。保育実践の場における遊びに関

する養成校での指導内容は、様々な科目を通して

取り上げられていることや各校経験レベルの偏

りはあるもののほぼすべての項目について授業

で取り上げていることがわかった。また、各養成

校の比較から、学年ごとのばらつきや取り上げて

いる科目の偏りの違い等を知ることができ、マト

リックスによる一覧化によって各養成校での遊

び指導の実態と特徴、特に指導内容の範囲と偏り

を知ることができた。

②その時のやり取り（質疑）

「遊びマトリックス」に対する関心は高く、領域

を超えることで様々な専門分野の方から質問が

あった。実際にこのマトリックスをどのように

活用するのかその活用法に期待を寄せていただ

いた。

③今後の予定（方向性）

今後は、学び（授業内容）から整理し開発した

「遊びマトリックス」を用いた学生の自己学習把

握や教員の担当以外の科目を含めた横断的把握、

養成校での教えと現場でのニーズとの一致また

は相違の把握といった、遊び学習の総合的指導を

具体的に分析する取り組みに向け見直しや分析

を行うとともに、「遊び」の充実に向けた実践や研

修等の提案（養成カリキュラム、現職教育への提

案など）を試行錯誤しながら目指していく。

（文責：伊坪有紀子）
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研究部会報告

カリキュラム研究部会

メンバー：

伊藤理絵 後田紀子 大佐古紀雄 太田敬子 小野順子
（名古屋女子大学短期大学部） （松蔭大学） （育英短期大学） （鎌倉女子大学短期大学部） （中国短期大学）

佐久間路子 砂上史子 寺田清美 村井尚子 山下佳香
（白梅学園大学） （千葉大学） （東京成徳大学） （京都女子大学） （聖が丘教育福祉専門学校）

活動内容：

① 活動内容

本部会では、「子ども・子育て支援新制度」実

施以降の保育・幼児教育をめぐる動向をふまえ、

「保育教諭」養成を視野に入れて、保育者養成課程

のカリキュラムの内容等について検討すること

を活動趣旨としている。

平成27年度に新たに研究部会メンバーを募り、

部会で研究するテーマについて意見交換を行い、

検討を進めてきた。

② 今後の予定（方向性）

今後は、現在議論が進んでいる幼稚園教育要

領・保育所保育指針・幼保連携型認定こども園教

育・保育要領の改訂（改定）、及び幼稚園教諭養成

を含めた教職課程と保育士養成課程の改革を

視野に入れ、幼稚園教諭養成及び保育士養成の

カリキュラムの歴史を検討する「保育者養成課程

のカリキュラム史」に取り組む予定である。

まずは資料・文献調査をもとに、我が国の

保育・幼児教育の歴史における、幼稚園教諭及び

保育士養成課程の歴史を概観し、それぞれの変遷

や両者の関連等を検討する。その過程で、海外の

養成カリキュラムとの比較、保育内容の領域別の

検討など、観点を増やすことも検討する。

その上で、今後の保育者養成校のカリキュラム

に関する実証的調査を下支えする基盤及び長く資

料的価値を持つような研究を目指す。

（文責：砂上史子）
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研究部会報告

特別支援教育研究部会

メンバー：

相沢和恵 浅川茂実 太田俊己
（山村学園短期大学） （武蔵野短期大学） （関東学院大学）

金谷公子 酒井幸子 広瀬由紀
（兵庫大学） （武蔵野短期大学） （植草学園大学）

藤井恵美子 前田泰弘 守　巧
（兵庫大学） （和洋女子大学） （東京家政大学）

活動内容：
Ⅰ　研究の目的

幼稚園等における特別支援教育は、巡回相談等

の支援体制に関する課題、園（校）内委員会や

コーディネーター設置率の低さなどから、小・中

学校に比し支援体制が十分に整えられていない

現状がある。また、幼稚園等における特別支援

の内実が十分に把握されていないことも実態と

して挙げられる。本部会はこうした状況を受け、

幼稚園、保育所、こども園等への実態調査を通し

て、保育現場における特別支援教育の内実を把握

し、特別に配慮を要する子供への手立てを検討・

研究し、もって保育教諭の養成に資することを目

的としている。

Ⅱ　研究の方法

1.　 当面の調査対象を公・私立幼稚園及び幼保

連携型認定こども園とし、保育者が対応に

困った子供に関する事項や相談先等につい

て、担任・介助教諭及び園長等管理職を対象

として質問紙調査等を実施する。

2.　 調査結果の分析・考察等を通して目的の達

成を目指すとともに、適切な機会をとらえ

て、研究の経過や成果を報告・発表する。

Ⅲ　活動の経過

1.　 定例会  

研究の推進を図るため、年3～4回程度定例

会を開催している。平成26年11月に第1回

開催以来、平成28年9月までに10回開催する。

2.　主な調査実績

①  平成27年1月：関東近県N市公立幼稚園・

こども園の教員を対象に「気になる幼児の

教育に関する調査」として質問紙調査を

実施する。13園73名からの回答を得る。

表面をフェイスシート、裏面を質問シート

とした。【対応に困った行動や気になった

子どもの行動】と、その行動に対して【どう

対応したか。誰かに相談したり、何かを調

べたりしたか】を記述式で回答するもの。

②  平成27年7月：関西近県A市・K市公立幼稚

園の教員を対象に「気になる幼児の教育の

実態に関する調査」として実施する。前回

実施したN市の調査を踏まえ、フェイスシー

ト、質問シートともに改善を加えて実施す

る。20園152名からの回答を得た。

③  平成27年12月： 7月に実施した質問紙調査

で事前にインタビュー許諾を得たK市公立

幼稚園、3園6名の教員にインタビュー調査
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– 92 –

を実施する。質問紙調査では曖昧であった

り不明であったりした事柄を協力者の語り

から探ること、協力者の経験年数・保育観・

保育の場面や事情に沿った対応を探ること

を目的とした。　  

○半構造化形式の面接調査   

○「気になる幼児の教育の実態に関する調査」 

　を基盤とした詳述  

○所要時間は1時間程度　とした。

3.　主な研究成果の報告・発表

①  平成26年11月  

≪日本乳幼児教育学会第24回大会≫での

発表：  

テーマ…「幼稚園における気になる子の実

態に関する調査研究」　  

内　容…幼稚園教諭が対応に困った行動や

気になった子供の行動を19のカテゴリー

に分類

②  平成27年5月  

≪日本保育学会第68回大会≫での発表：  

テーマ…「幼稚園における気になる子の実

態に関する調査研究 (2）」　  

内　容…幼稚園教諭が子供の困った行動や

気になる行動にどう対応しているかを調査

による自由記述を基に考察

③  平成27年6月  

≪保育教諭養成課程研究会第2回研究大会≫

での報告：  

テーマ…「研究の成果及び今後の研究の展望」

④  平成27年11月  

≪保育教諭養成課程研究第1号≫論文掲載： 

テーマ…「幼稚園教諭が感じる気になる幼

児の行動―『かかわりの育ち』の視点からの

検討」　紀要pp41-49参照

⑤  平成28年6月  

≪保育教諭養成課程研究会第3回研究大会≫

でのポスター発表：  

テーマ…「幼稚園教諭らが感じる『気になる

子』とその対応について（第1報）―テキスト

マイニングによるアンケート調査分析―」　 

内　容…調査による記述部分をテキストマ

イニングソフト（k h corder）を用いて処理

し考察

⑥  平成28年6月  

≪保育教諭養成課程研究会第3回研究大会≫

でのポスター発表：   

テーマ…「幼稚園教諭らが感じる『気になる

子』とその対応について（第2報）―K市の

特別支援教育に係る支援体制との関連に関

する考察―」　  

内　容…K市への質問紙調査後に実施した

実地調査及びインタビュー調査から、K市

の特別支援教育に係る支援体制が保育者の

気になる子に対する感じ方や対応にどのよ

うな影響を及ぼしているかを検討

Ⅳ　今後の活動予定

1.　 今後、幼稚園教育要領等の改訂や養成課程

における教科及び教職に関する科目の見直

しが予定されることから、養成課程におけ

る特別支援教育 (障害児保育）に関するカリ

キュラムのミニマムスタンダード作成を検

討する。

2.　 関西近県K市に関する特別支援教育支援制

度の発端、現状、課題等についての実地及び

聞き取り調査、併せてA市へのインタビュー

調査を実施する。

（文責：酒井幸子）
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研究部会報告

保育教諭の専門性を探る研究部会

メンバー：

宮里暁美 石倉卓子 井上知香 大方美香 柿沼芳枝
（お茶の水女子大学） （富山国際大学） （常葉大学短期大学部） （大阪総合保育大学） （東京家政大学）

神長美津子 駒久美子 齊藤　崇 島田由紀子 鈴木みゆき
（國學院大學） （和洋女子大学） （日本体育大学） （和洋女子大学） （和洋女子大学）

竹田好美 永井由利子 中田範子
（富山国際大学） （東京成徳大学） （東京家政学院大学）

活動内容：
1．部会実施状況

全体会を年3回開催した。調査案の作成及び、

集計についてはワーキンググループを中心に行っ

た。各部員は、在住する各地区に実態を把握して

いる園があり、それらの園に調査依頼することで

様々な地区のデータが集まるようにした。調査結

果をもとに考察を行う際には、メールで意見を交

わし討議を行った。

2．研究内容

（1）調査の概略

幼稚園・保育所から教育・保育の一体化を目

指す認定こども園へと移行することにより園の

実情はどのように変化したか、実態を知るため

平成26年度より認定こども園の見学を行って

きた。平成27年度は、より広く一体化移行に関

する「当事者の声」を把握するため、質問紙調査

「幼保一体化以降に関する実態調査」を実施した。

＜調査期間＞平成28年1月～平成28年 2 月

＜回答園数＞26園（調査対象園43園）

＜質問項目＞  幼稚園・保育所から認定こども園へ

の移行による変化、運営上の工夫、

園長が保育教諭に期待すること

（2）調査結果

①園運営における課題と工夫  

調査結果から、「事務負担」「勤務体制」をはじ

め、「保育者同士の連携」など、園の組織として

の課題が大きいことがわかった。これは、認定

こども園へ移行したことにより、組織や職員構

成、保育時間の延長等が園運営の枠組みが大き

く変更し保育教諭の働き方が変化したにもかか

わらず、それに伴った職員間の連携や研修体制

等のソフト面ができていないことが一因なので

はないかと思われる。

自由記述の中には、会議をもちにくい状況の

中で時間を工面したり、職員間の交流や価値観

の擦り合わせに力を注いだりしているという回

答が多く見られた。また、仕事の分担を明確に

示し一部の保育教諭に負担が偏らないようにし

ている例もあった。それぞれの認定こども園に

おいて、課題解決の道を探しているが、根本的な

解決となっていないという現状が確認できた。 

一方で、「子ども同士のかかわり」や「地域と

の連携」については、認定こども園へ移行した

ことによって「充実した」との実感をもってい

ることがわかった。また、「保育内容」や「園行事」

については、課題の生じ方に認定こども園によ
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る差異がみられた。 

②園長が保育教諭に期待すること  

「保育教諭に期待すること」として、保育の専

門性はもちろんのこと、それ以外に多くの事項

が挙げられた。保育の専門性として、根底に人

間性や使命感、情熱などを重要と考えているこ

とがわかる。保育教諭が、子どもの最も近くで

継続的に関わる大人として、子どもの人格形成

に強い影響を与える存在であることを意識し

た結果だと考えられる。

保育の専門性としては、0歳から就学前の子ど

もの発達の連続性を保ち、質の高い教育・保育

を行うことが挙げられた。例えば、教育者として

の自覚、誇りとやりがい、責任など、職業人として

の意識を求める内容や、子どもたちと向き合う、

一人一人に寄り添う、学び続ける保育者など、

保育教諭としての姿勢に関する内容である。保育

の専門性を、知識や保育技術だけでなく、幼児理

解や保育の質の深化に求めていることがわかる。

また保護者支援については、「保護者の不安を

取り除く」、「子育ての楽しさを感じる」、「心の

よりどころとなる」などの記述から、保護者の

負担軽減に向けた対応を期待している様子がわ

かる。

③今後の課題  

今回の調査は、課題解決への工夫や本音など

の「当事者の声」を大事にしたいと考え、本研究

会のメンバーの紹介から認定こども園を調査

対象とし、対象を絞って実施した。今後は調査

数を増やし、また個別のインタビューも行い、

各項目における具体的な内容や状況について

詳細に捉えていきたい。

3．成果と今後の課題

今年度の研究成果については、「幼保一体化移

行に関する実態調査（1）－園運営上の課題や保育

教諭への期待に焦点をあてて－」にまとめ、平成

28年6月総会時に、ポスター発表を行うとともに

論文にまとめた。

今後は調査数を増やし、また個別のインタ

ビューも行い、各項目における具体的な内容や状

況について詳細に捉えていきたい。 
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研究部会報告

現職研修部会

メンバー：

伊藤美佳 埋橋玲子 内田千春 大方美香 岡本拡子

開　仁志 河村真理子 桐川敦子 小泉裕子 古賀松香

清水益治 杉本裕子 寺田清美 中田範子 那須信樹

林　理恵 向山陽子 村井尚子 名須川知子 矢籐誠慈郎

矢萩恭子 山田麗子 吉永早苗 北野幸子

（敬称略です。名簿に記載させていただいている方のお名前を挙げさせていただきました。参加は緩やかで、
メンバーも流動的です。記載漏れがある場合や、入退については、世話係の北野までお気軽にご連絡ください。）

活動内容：
「現職研修部会」では，保育教諭の高度専門職養

成と関わり、現職研修への提案につながるような

実態調査行うことを目的としています。部会で

は、メンバーがそれぞれの経験を踏まえて、現職

研修の実態や課題についての意見交換を行った

り、保育関連団体の研修に関する情報収集や分析

を行ったり、シンポジウム等を企画実施したりし

てきました。以下、概略をご紹介します。

●「園内研修を考えるシンポジウム」

2015年5月8日（金） 18：30-20：30に、ウィンク

あいち（愛知県産業労働センター）にて、「園内研

修を考えるシンポジウム」を企画実施しました。

『保育Lab』（代表：無藤隆、矢藤誠慈郎）、『中部の

保育を高め合う会』（主宰：矢藤誠慈郎）と共催し

て頂きました。参加者は100名を超え、大盛会と

なりました。登壇者と内容は以下のとおりです。

シンポジスト①： 瀧川光治（大阪総合保育大学） 

「園内研修の実践から」

シンポジスト②： 那須信樹（東京家政大学） 

「園の立場から」

シンポジスト③： 北野幸子（神戸大学） 

「自治体レベルでの取り組みから」

指定討論：無藤隆（白梅学園大学）

コーディネーター：矢藤誠慈郎（岡崎女子大学）

（敬称略）

なお当日配布資料は『保育Lab』のHPにアップさ

れているので関心のおありの方は是非ご覧ください。 

（https://sites.google.com/site/hoikulab/home/

conferences/symposium）

●研究発表

2016年6月26日に開催された保育教諭養成課

程研究会の大会で、現職研修部会のこれまでの会

合の成果の一部を、発表させていただきました。

テーマ： 保育者の一元的な現職研修システム開

発に向けた課題

発表者： 北野幸子（神戸大学）、  

矢藤誠慈郎（岡崎女子大学）、  

大方美香（大阪総合保育大学）、  

那須信樹（東京家政大学）、  

内田千春（共栄大学）、  

吉永早苗（岡山県立大学）　　（敬称略）
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概要：保育士養成と幼稚園教員養成の両方を

行っている養成校は8割にのぼり一元化が進ん

でいる。しかし一方で、現職研修については、

幼稚園や保育所のそれぞれの専門職組織やそ

れぞれの行政部局主体の研修が中心であり、

一元化は進んでいない。保育教諭養成課程研究

会の現職研修部会では、保育者の一元的な現職

研修システムの開発に寄与すべく調査を進め

ている。その中途成果を発表した。

研修に関わる法制度の比較検討を行い、法的

位置づけに差があることを整理指摘し、研修の

位置づけを個人に資するものから、組織そして

さらには一元的に高い方の基準に制度化するこ

とを提言した。研修の蓄積の可視化と義務化も

提案した。参考としてヨーロッパのモニタリン

グ研究（Key Data on ECEC（2014））では、園長

資格について①免許資格の有無、②現職経験の

有無、③管理職対象研修の受講有無や時間数と

いった3つの要件が挙げられている点を紹介し、

推進されている点を紹介した。

研修体系の整備や可視化の実態については、

保育専門組織や、各地の先駆的なものについて

の検討を行った。研修実績の可視化が進められ

つつあるが、資格の階層化は図られておらず、

業務や待遇と研修の関係性が構築されていない

こと、地域により一元的な研修体系の構築がな

されつつあるが、まだ進んでいないことも明ら

かにした。今後の一元的研修体系の整備が進め

られるように提言した。

現職研修部会での検討結果を踏まえて、喫緊

の課題として提示したのは、保育教諭の研修につ

いての混乱についてである。幼保連携型認定こ

ども園は法定研修の対象であるにもかかわらず、

同一市の同時の同職種採用であっても、赴任先が

幼稚園であったかこども園であったかによって、

初任研修の提供に差が生じるといった事態が

起こっている地域がある。園長や組織等の判断

で、研修案内があっても、現場が初任研修を辞退

し職員を出さないといった事も起こっている。

先駆的な地域の事例を参考にしつつ、多元化

した研修を俯瞰した保育者の一元的研修システ

ムの提案を、今後の大きな課題として提示した。

●2016年の部会

2016年は、3月6日（仙台）、5月6日（東京）、6月

25日（東京）にて部会を開催しました。これらは、

環太平洋乳幼児教育学会日本支部会、日本保育学

会、保育教諭養成課程研究会の日程に合わせて、

開催しました。部会では、研究の企画、分担、中途

成果報告などがなされました。

今後も、保育関連学会や研究会の日程合わせ

て開催を計画したいと考えております。現職研修

そのものの内容や方法に関心のあられる先生方、

保育専門職の高度化につながる調査研究をご一緒

に参画してくださる先生方、どうぞ、ふるって現職

研修部会にご参加ください。日程については確定

次第、サイボウズでご連絡させていただきます。

どうぞ宜しくお願いいたします。
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研究部会報告

授業方法・授業展開部会

メンバー：

若尾良徳 桐川敦子 目良秋子
（こども教育宝仙大学） （日本女子体育大学） （白百合女子大学）

佐藤有香 新家智子 後田紀子
（こども教育宝仙大学） （帝京科学大学） （松蔭大学）

活動内容：
授業方法・授業展開部会では、保育者養成課程

における授業のあり方について研究を行ってい

る。この1年間で次のような活動を行ってきた。

（1） 保育者養成課程の講義における授業の工夫に

対する効果感の分析

平成26年度に、保育者養成課程で講義科目を担

当する教員16名に授業の工夫とその効果につい

てインタビュー調査を実施した。今年度は、イン

タビューデータの中から、授業の工夫に対して教

員がどのような効果を感じているかを分析した。

その結果、表のような効果が語られていた。

これらの内容について、保育教諭養成課程研究会

第3回研究大会において2つのポスター発表を行った。

・ 保育者養成課程の講義科目における教員がとら

える授業効果（1）  

－テキスト・自作資料・視聴覚教材・現場事例－ 

（佐藤有香・後田紀子・桐川敦子・目良秋子・

若尾良徳）

・ 保育者養成課程の講義科目における教員がとら

える授業効果（2）  

－リアクションペーパー・個人課題・グループ

課題・小テスト・授業外課題－  

（後田紀子・佐藤有香・桐川敦子・目良秋子・

若尾良徳） 

pp.97-98

表　授業の工夫とそれに対して教員が感じている効果

授業の工夫 教員の感じている効果

テキスト 内容を網羅できるという教員にとっての安心感がある

自作資料 学生は安心感がある
知識が定着する

視聴覚教材 抽象的な事柄を具体化できる
子どもの姿や職務内容をイメージしやすい

事例 抽象的な事柄を具体化できる
リアクション
ペーパー 授業内容を思い出し残す事ができる

個人課題 書くことが得意な学生には効果的である

グループ課題 考え方の視点や考え方の幅を広げる

小テスト 何が重要か分かる
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なお、授業の工夫の内容は、昨年度の『保育教諭

養成課程研究 創刊号』に論文を発表している。

・ 若尾良徳・岡部佳子・桐川敦子・目良秋子・佐藤

有香・後田紀子（2015）．保育者養成課程の講義

科目における授業の課題および授業方法の実態

～保育者養成課程の教員へのインタビュー調査～．

保育教諭養成課程研究，1，27-40．

（2）アクティブラーニングについての読書会

大学の授業におけるアクティブラーニングの

理論や研究について、近年の動向を知るために、

次の2冊の読書会を行った。

・ 『アクティブラーニングと教授学習パラダイム

の転換』，溝上慎一著，東信堂，2014年10月．

・ 『アクティブラーニング（シリーズ大学の教授法）』，

中井俊樹著，玉川大学出版部，2015年12月．

これらの内容を踏まえて、保育者養成課程の

カリキュラムや目的、学生の資質能力などの観点

から、有効なアクティブラーニングのあり方につ

いて議論した。

（3）保育者養成課程の授業方法に関する研究計画

現在、保育者養成課程の授業におけるアクティ

ブラーニングの実態とその効果についての研究を

計画をしている。具体的には、全国の養成校の教

員への授業方法・授業展開に関する実態調査、ア

クティブラーニングを実施している授業の観察や

教員へのインタビュー調査、アクティブラーニン

グの授業を受講する学生へのインタビュー等を計

画している。研究費の獲得のために、競争的資金

への応募を行っているところである。

養成課程の授業に関心のある方には、是非ご参

加いただきたい。
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『保育教諭養成課程研究会紀要』投稿規定

（目的）

第一条　本規程は、保育教諭養成課程研究会（以下、「本研究会」という。）の紀要（以下、「本紀要」

という。）の投稿に関して必要な事項を定める。

（発行回数）

第二条　本紀要は、年一回発行するものとする。

（編集委員会）

第三条　本紀要の編集は、本研究会の編集委員会（以下、「本紀要編集委員会」という。）が行う。

（投稿資格）

第四条　本紀要に投稿することができる者は、次に掲げる者とする。但し、依頼原稿の場合はこ

の限りでない。

（1）本研究会の正会員、及び賛助会員

（2）その他、本紀要編集委員会が特に認めた者

（投稿原稿の種類、及び紀要の構成）

第五条　本紀要に投稿できる原稿の種類は、次に掲げるもののいずれかとする。

（1）学術論文

（2）研究ノート（研究報告、養成校の授業実践、研究資料、展望、書評等）

（3）その他

2　本紀要に発表する原稿は、他の雑誌等の媒体に未発表のもの、或いは投稿されていないものに

限る。

（査読と掲載の可否）

第六条　学術論文の掲載可否は、本紀要編集委員会が選定した査読者2名による査読を経て、本紀

要編集委員会の審議により決定する。

2　その他の種類の投稿原稿については、本紀要編集委員会の審議により掲載可否を決定する。

（投稿要領）

第七条　投稿者は、次の各号に掲げる投稿要領に従って投稿原稿を作成するものとする。

（1）投稿原稿は横書きの完成原稿であること。

（2）国語（日本語）または本紀要編集委員会が認める言語によるものであること。

（3）投稿原稿の分量は、学術論文の場合、原則として国語（日本語）では上限20,000字（図表、

写真、注、参考文献等を含む。）とし、他の言語でもこれと同程度の分量（英文ならば原則とし

て上限10,000語）とする。

（4）注や参考文献は本文の最後に一括して掲載すること。
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（5）投稿原稿は、論題と英文タイトル、著者名を記載の上、原則として電子データ（CD-R、

USBメモリ、Eメール添付等）によって、原稿提出締切日までに本紀要編集委員会宛てに提

出するものとする。

（6）投稿原稿には、約400字の和文要旨（もしくは約200語の英文要旨）、五つのキーワードを

添付するものとする。

（7）その他、学術論文以外の原稿の分量、本紀要掲載原稿の書式などの統一、投稿手続き方法

については、本紀要編集委員会の権限によって決定する。

（8）図表は論文に直接入力するか，論文に黒インクで書いたものを添付すること。オリジナル

以外の図表・URL等については各自で転載・引用の許可を得ること。

（校正）

第八条　投稿者による校正は初校のみとし、二校以降は本紀要編集委員会に一任するものとする。

なお、校正段階での大幅な変更や書き加えは認められない。

（抜刷）

第九条　掲載に対する謝礼等の支払いはしない。掲載された論文等については、当該論文を掲載

した紀要を論文一本につき五部を配布する。

（著作権の許諾）

第十条　本紀要に掲載された論文等の著作権は、その著作者に帰属するが、著作権のうち「複製権」

及び「譲渡権」、「公衆送信権」は本紀要編集委員会に許諾される。

2　投稿原稿に、投稿者以外の者が著作権を保有する著作物を使用する場合は、引用に該当する

場合を除き、投稿者が当該著作物を使用することについて、当該著作物の著作者の承諾を得

なければならない。

3　投稿原稿が、投稿者以外の者が創作した著作物を原著作物とする翻訳、翻案等の二次的著作

物に該当するときは、投稿者が、原著作物についての使用行為について原著作者の承諾を得

なければならない。

（転載）

第十一条　本紀要に掲載された論文等の一部または全部を他の出版物、印刷物等に転載するとき

は、事前に本紀要編集委員会に通知しなければならない。

（改廃）

第十二条　本規程の改廃は、本紀要編集委員会の議を経て、編集委員長がまとめ、理事会に提出し、

理事会の審議事項とする。

附則

本規程は、平成二十六年十月一日から施行する。



– 100 –

編集委員 　 （五十音順　〇印委員長）
　岩立　京子　（東京学芸大学）
○神長美津子　（國學院大學）

　岸井　慶子　（青山女子短期大学）

　酒井　幸子　（武蔵野短期大学）

　鈴木みゆき　（和洋女子大学）

　砂上　史子　（千葉大学）

　無藤　隆　　（白梅学園大学）

　柳　　晋　　（育英短期大学）
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あ と が き

おかげ様で『保育教諭養成課程研究』第2号を発刊することができました。論文投稿してくださった

会員の方々、また特別寄稿という形でご執筆してくださった自治体の現職研修を担当していらっしゃる方、

査読や編集の仕事をしてくださった会員の方々に、深く感謝を申し上げます。

本研究会の特色は、会員がそれぞれの課題意識をもって研究部会に属し、各研究テーマのもとで共同

研究を重ね、今後の養成課程の在り方について論じ、養成課程の質の充実を図っていくことにあります。

このことを踏まえ、本研究紀要には、各研究部会の研究成果を発表することで、今後の養成課程の課題を

会員間で共有していくことを期待しています。第2号には、養成校の学びと幼稚園での実践（表現等）研究

部会、幼小接続研究部会、保育教諭の専門性を探る研究部会の3つの研究部会の共同研究の成果を掲載す

ることができました。ありがとうございます。

本研究紀要を多くの会員の方々に読んでいただき、養成課程のカリキュラムや授業実践の在り方、現職

研修とのつながり等々についての議論を深めつつ、養成課程の質の充実につながることを願っています。

（編集委員長 神長美津子）




